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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年９月１０日

自 午前 １０時５９分

至 午前 １１時０５分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委 員 長 久保田将誠 君

副 委 員 長 山口 経正 君

委   員 溝口芙美雄 君

〃 瀬川 光之 君

〃 外間 雅弘 君

〃 西川 克己 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 堤 典子 君

３、欠席委員の氏名

な し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、審査の経過次のとおり

― 午前 １０時５９分 開会 ―

【久保田委員長】ただいまから、農水経済委員

会を開会いたします。

これより議事に入ります。

はじめに、さきの定例会におきまして、瀬川

議員が本委員会の委員に新たに選任されました

のでご紹介いたします。

これより議事に入ります。まず会議録署名委

員を、慣例によりまして、私から指名させてい

ただきます。

会議録署名委員は、外間委員、吉村委員のご

両人にお願いいたします。

本日の委員会は、令和３年９月定例会におけ

る本委員会の審査内容等を決定するための委員

間討議であります。

審査の方法等について、お諮りいたします。

審査の方法は、委員会を協議会に切り替えて

行いたいと思いますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議ないようですので、そのように進める

ことにいたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前 １１時００分 休憩 ―

― 午前 １１時０４分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者に正式に通知すること

といたします。

ほかにご意見はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

ほかにないようですので、これをもって本日

の農水経済委員会を閉会いたします。

大変お疲れ様でした。

― 午前 １１時０５分 散会 ―



第 １ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年９月２７日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ３時２３分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長（分科会長） 久保田将誠 君

副委員長（副会長） 山口 経正 君

委   員 溝口芙美雄 君

〃 瀬川 光之 君

〃 外間 雅広 君

〃 西川 克己 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 堤  典子 君

３、欠席委員の氏名

   な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 廣田 義美 君

産業労働部政策監
（産業人材育成・県内定着
促進・働き方改革担当）

村田 誠 君

産業労働部政策監
（新産業振興担当） 三上 建治 君

産業労働部次長 宮地 智弘 君

産業労働部参事監
（大学連携推進担当）

森田 孝明 君

産業 政策課 長 松尾 義行 君

企業 振興課 長 末續 友基 君

企業振興企画監
（企業誘致推進担当） 香月 康夫 君

新産業創造課長 福重 武弘 君

新産業創造課企画監
（海洋・環境産業担当）

黒島  航 君

経営 支援課 長 吉田 憲司 君

若者 定着課 長 宮本浩次郎 君

雇用労働政策課長 井内 真人 君

雇用労働政策課企画監
（産業人材対策担当）

川口 博二 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（農水経済分科会）

第110号議案
令和3年度長崎県一般会計補正予算（第11号）
（関係分）

第124号議案
令和3年度長崎県一般会計補正予算（第13号）
（関係分）

報告第21号
令和3年度長崎県一般会計補正予算（第8号）
（関係分）

報告第22号
令和3年度長崎県一般会計補正予算（第9号）
（関係分）

報告第23号
令和3年度長崎県一般会計補正予算（第10号）
（関係分）

７、付託事件の件名

○農水経済委員会

（1）議 案

    な  し

（2）請 願

    な  し

（3）陳 情

・要望書

・要望書

・令和3年度長崎県への施策に関する要望・提
案書
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・要望書

・諫早市政策要望

・令和4年度 離島振興の推進に関する要望書

・超高齢社会にチャレンジするシルバー人材セ

ンターの決意と支援の要望

・要望書

・令和3年度長崎県の施策に関する要望・提案
書

・酒類製造・販売業者に対する支援を求める要

望書

・要望書

・要望書

・要望書 厳原町漁業協同組合の民主的な役員

選挙について

・大村市の養鶏農家の支援について

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【久保田委員長】 おはようございます。

ただいまから、農水経済委員会及び予算決算

委員会農水経済分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件はござ

いませんが、陳情14件の送付を受けております。
なお、予算及び予算にかかる報告議案につき

ましては、予算決算委員会に付託されました予

算及び報告議案の関係部分を農水経済分科会に

おいて審査することになっておりますので、本

分科会として審査いたします案件は、第110号
議案「令和3年度長崎県一般会計補正予算（第
11号）」のうち関係部分ほか4件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は従来どおり、分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとに、お手元にお

配りしております審査順序のとおり行いたいと

存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ご異議ないようですので、そ

のように進めることといたします。

これより、産業労働部関係の審査を行います。

【久保田分科会長】まず、分科会による審査を

行います。

予算議案及び報告議案を議題といたします。

産業労働部長より、予算議案及び報告議案説

明をお願いいたします。

【廣田産業労働部長】 おはようございます。

産業労働部関係の議案についてご説明いたし

ます。

資料といたしましては、予算決算委員会農水

経済分科会関係議案説明資料当初版と、その追

加1がございます。お手元にご用意いただきた
いと思います。

まず、当初版の1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、第110号議案「令和3年度長崎県一般会計補
正予算（第11号）」のうち関係部分、報告第21
号「知事専決事項報告『令和3年度長崎県一般
会計補正予算（第8号）』」のうち関係部分、
報告第22号「知事専決事項報告『令和3年度長
崎県一般会計補正予算（第9号）』」のうち関
係部分、報告第23号「知事専決事項報告『令和
3年度長崎県一般会計補正予算（第10号）』」
のうち関係部分、加えまして、追加1に記載し
ております第124号議案「令和3年度長崎県一般
会計補正予算（第13号）」のうち関係部分であ
ります。

はじめに、第110号議案「令和3年度長崎県一
般会計補正予算（第11号）」のうち関係部分に
ついてご説明いたします。

歳出予算は記載のとおりであり、その主な内
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容をご説明いたします。

◎産業政策課

（中小企業振興費について）

長崎県新型コロナウイルス感染拡大防止営業

時間短縮協力金補助金の減に伴う、長崎県新型

コロナウイルス感染拡大防止協力金事業費12
億8,460万6,000円の減を計上いたしておりま
す。

◎企業振興課

（工鉱業振興費について）

地域経済や雇用の下支え及び今後の成長産業

の礎を強化するための県内製造業に対する支援

に要する経費として、地場企業総合支援事業費

5億3,000万円の増を計上いたしております。
◎経営支援課

（商業振興費について）

長期化するコロナ禍を乗り越えるため、新分

野展開による経営多角化や事業・業種転換等に

取り組むサービス事業者の支援に要する経費と

して、サービス産業活性化事業費5,000万円の増
等を計上いたしております。

◎雇用労働政策課

（雇用安定対策費について）

外国人技能実習生等を受け入れる際に必要と

される新型コロナウイルス感染症の水際対策

（宿泊施設における待機等）の支援に要する経

費として、外国人材受入促進事業費5,700万円の
増を計上いたしております。

追加1、1ページをお開きいただいて、中段を
ご覧いただきたいと思います。

次に、第124号議案「令和3年度長崎県一般会
計補正予算（第13号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染

症対策を緊急的に実施するため、必要な予算を

追加しようとするものであります。

歳出予算は記載のとおりであり、その主な内

容をご説明いたします。

◎産業政策課

（中小企業振興費について）

飲食店等の時間短縮営業や酒類提供の自粛等

により影響を受け、売上げが減少している県内

事業者への支援に要する経費として、長崎県事

業継続支援給付金事業費7億3,900万円の増を
計上いたしております。

当初版にお戻りいただいて、3ページの中段
をご覧いただきたいと思います。

次に、報告議案についてご説明いたします。

報告第21号「令和3年度長崎県一般会計補正
予算（第8号）」のうち関係部分につきまして
は、新型コロナウイルス感染症の感染状況等を

踏まえ、飲食店等に対する営業時間短縮要請に

伴う協力金を支給する必要が生じたため、所要

の経費につきまして、地方自治法第179条の規
定に基づき、令和3年8月6日付けで専決処分さ
せていただいたものであり、歳出予算は記載の

とおりでございます。

次に、報告第22号「令和3年度長崎県一般会
計補正予算（第9号）」のうち関係部分につき
ましては、飲食店等に対する営業時間の短縮要

請期間を9月6日まで延長したことに伴い、協力
金を追加で支給する必要が生じたため、所要の

経費につきまして、地方自治法第179条の規定
に基づき、令和3年8月20日付けで専決処分させ
ていただいたものであり、歳出予算は記載のと

おりでございます。

最後に、報告第23号「令和3年度長崎県一般
会計補正予算（第10号）」のうち関係部分につ
きましては、本県へのまん延防止等重点措置の

適用に伴い、飲食店等に対する営業時間の短縮
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要請期間を9月12日までに延長したことに加え、
長崎市、佐世保市における大規模集客施設等に

対する営業時間短縮要請などを行ったことから、

協力金を追加で支給する必要が生じたため、所

要の経費につきまして、地方自治法第179条の
規定に基づき、令和3年8月26日付けで専決処分
させていただいたものであり、歳出予算は記載

のとおりでございます。

なお、令和3年9月定例会予算決算委員会農水
経済分科会補足説明資料と、同じくその追加1
の合わせて2種類の補足説明資料を配付させて
いただいております。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議のほど、賜りますようお願い

申し上げます。

【久保田分科会長】次に、産業政策課長より補

足説明を求めます。

【松尾産業政策課長】 資料は、令和3年9月定
例県議会予算決算委員会農水経済分科会補足説

明資料（産業労働部）の1ページをご覧くださ
い。

長崎県新型コロナウイルス感染拡大防止協力

金事業費として、報告第21号、報告第22号、報
告第23号、総額95億4,525万円を既に専決処分
させていただいております。

本事業は、県の営業時間の短縮要請等に応じ、

ご協力いただいた店舗等に対し、営業時間短縮

協力金を支給するものでございます。

協力金は2種類ございまして、私からは、2の
事業内容の上段に記載しております飲食店等に

対する協力金についてご説明をいたします。

迅速に協力金を申請者にお届けするため、協

力金の審査や支払いは市町に行っていただくこ

ととしております。

財源につきましては、1ページの中段に記載
してありますとおり、事務費と合わせて全額を

補助金という形で市町へ補助し、市町が申請者

にお支払いするというスキームになっておりま

す。

次に、要請の内容や協力金の額について、2
ページをお開きください。

簡単にこれまでの経緯をご説明いたします。

当初は、一番左の報告第21号で予算措置してお
りますとおり、県下全域の飲食店等に対しまし

て、8月10日から8月23日までの期間、営業時間
短縮を要請いたしましたが、その後、県独自の

緊急事態宣言が発令され、要請期間が9月6日ま
で延長されたこと伴い、報告第22号として追加
で予算措置をさせていただいたところでござい

ます。しかしながら、予算措置後に、長崎市及

び佐世保市が9月12日まで、まん延防止等重点
措置区域に指定されたこと、併せて県独自の緊

急事態宣言も9月12日まで再延長されたことに
伴い、報告第23号として新たに予算措置をさせ
ていただきました。

要請内容につきましては記載のとおりでござ

いますが、まん延防止等重点措置の指定を受け

た長崎市、佐世保市におきましては、従来の営

業時間の短縮に加え、新たに、終日、酒類提供

の自粛、カラオケ設備の利用自粛を要請したと

ころでございます。

協力金の支給額につきましては、店舗の売上

高によって異なり、詳細は、2ページ下の方、
補足2に記載をしております。
なお、佐世保市におきましては、9月13日か

ら30日までの営業時間短縮を延長したところ
でございますけれども、これに係る予算につき

ましては、去る9月13日に議決をいただいたと
ころでございます。
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また、資料には記載しておりませんが、先の

5月臨時議会において議決いただきました、い
わゆる第4波、4月28日から6月7日の際、長崎市
内の飲食店に対して要請いたしました営業時間

短縮に係る協力金につきましては、このたび長

崎市における審査、支払いが一定終了しました

ので、実績に基づき、第110号議案におきまし
て、12億8,460万6,000円の減額補正を計上して
おります。

次に、資料が別冊となっておりますが、令和

3年9月定例県議会予算決算委員会農水経済分
科会補足説明資料追加1（産業労働部）をご覧
ください。

長崎県事業継続支援給付金事業費として、資

料1ページに記載しております全業種向けの支
援、2ページにあります酒類販売事業者向けの
支援、合わせて7億3,900万円を計上しておりま
す。

資料1ページをご覧ください。
本事業は、飲食店等の時短営業の影響を受け、

売上が減少している県内事業者、例えば、おし

ぼり業者であったり、タクシー事業者などを対

象に、業種を問わず支援を行うものでございま

す。

対象としましては、本年8月または9月の売上
高が対前年または対前々年比で30％以上減か
ら50％未満減少している事業者でございます。
給付額につきましては、法人、個人を問わず

1事業者につき、1月あたり上限10万円となって
おります。なお、売上が50％以上減少している
事業者につきましては、国の月次支援金の給付

対象となります。

また、これまで第3波、第4波におきまして同
様の事業を行った際にも、市町と連携して事業

を行ったところであり、今回も同様に、申請受

付、支給事務につきましては、市町で行うこと

としております。これに伴います市町への事務

費補助金も計上いたしております。

次に、2ページをご覧ください。
本事業は、まん延防止等重点措置が適用され

ました長崎市、佐世保市の飲食店に対する酒類

提供の自粛要請により影響を受け、売上が減少

している酒類販売事業者を対象に、国の月次支

援金や、先ほどご説明した県の事業継続支援給

付金に上乗せを行って支援するものであり、そ

のイメージとして、資料中段に図を記載してお

ります国から示された基準額どおりでございま

すけれども、横軸の記載の売上減少率が大きい

ほど月ごとの上限額も大きくなるというスキー

ムとなっております。

なお、支援対象といたしましては、法人200
者、個人事業者300者を想定しており、申請受
付や支出事務は県で実施をいたします。また、

財源につきましては、記載のとおりでございま

す。

私の説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【久保田分科会長】次に、企業振興課長より補

足説明を求めます。

【末續企業振興課長】それでは、補足説明資料

に戻りまして、3ページをご覧ください。
長崎県成長産業ネクストステージ投資促進事

業について、ご説明をいたします。

本事業は、新型コロナウイルス感染症の長期

化により厳しい状況にある地域の経済や雇用を

下支えするとともに、今後の成長産業の礎を強

化するため、半導体、ロボット（産業用機械）

造船・プラント、航空機、医療関連の5つの成
長分野における県内企業の取組を支援するもの
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で、昨年度の9月補正予算及び2月補正予算とし
て計上いたしました事業の第3弾となります。
過去2回にわたり募集いたしました本事業にお
きましては、合わせて24億2,000万円の予算額
に対し、応募総数が192件、金額ベースで約50
億7,000万円の応募があっており、そのうち採択
した件数が134件、約24億円となっております。
県内経済の実態を踏まえた事業として、県工業

連合会をはじめ、企業側から評価の声と多くの

ご応募をいただいたところであります。

今回につきましても、引き続きコロナ禍にあ

る本県経済の状況を踏まえ、前回と同様の制度

としており、具体的には、資料下段に掲載して

いる表のとおり、2つのメニューをご用意して
おります。

左側の事業再構築促進型につきましては、研

究開発や設備投資、生産効率化経費などをご支

援するもので、補助率が3分の2、補助上限は100
万円でございます。

また、右側の県内調達拡大プロジェクト型に

つきましては、成長分野において県外の需要を

取り込むための設備投資などをご支援するもの

で、中小企業の場合は補助率3分の2、大企業の
場合は2分の1としており、補助上限額は1億円
でございます。

なお、県内調達拡大プロジェクト型につきま

しては、県内企業から部品調達を拡大するなど、

県内への波及効果が高い取組であることを認定

要件としております。

以上で私からの説明を終わらせていただきま

す。

よろしくお願いいたします。

【久保田分科会長】次に、経営支援課長より補

足説明を求めます。

【吉田経営支援課長】 私からは、3点ご説明を

申し上げます。

まず、補足説明資料の1ページをご覧くださ
い。

2、事業内容の（2）大規模集客施設等に対す
る協力金について、ご説明をいたします。

当該協力金の予算2億2,500万円につきまし
ては、報告第23号の中で専決処分をさせていた
だいております。

この協力金は、まん延防止等重点措置区域に

指定された長崎市及び佐世保市において、県の

営業時間短縮等の要請に協力いただいた大規模

集客施設の運営事業者及び大規模集客施設に入

居するテナント事業者等に対して支給するもの

であります。

協力金の審査や支払い事務は県が行うことと

しており、財源は、国の臨時交付金（協力要請

推進枠）が6割、残る4割が県となっております。
資料の2ページをお開きください。
大規模集客施設等への協力金については、表

の一番右側と、その下に補足3として記載して
おりますが、概要説明及び補足説明をさせてい

ただきます。

県では、長崎市及び佐世保市にある建物の床

面積が1,000平方メートルを超え、ふだん午後8
時以降も営業している大規模集客施設等を対象

として、8月27日から9月12日までの期間におい
て、午後8時までの営業時間の短縮や入場者が
密集しないための整理・誘導等の実施等を要請

し、全期間において時短営業に協力いただいた

方に協力金を支給することとしております。

時短営業の始期、スタートにつきましては、

8月29日までに時短を開始していただいた場合
は協力金の支給対象としております。

協力金の額は、補足3のとおり、大規模集客
施設は、自己利用部分面積1,000平方メートルご
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とに、20万円に時短率及び時短日数を乗じた額
としております。ここで自己利用部分面積とは、

施設の運営事業者自らが消費者向けに直接利用

している区画のうち、要請に応じて時短営業等

を行った部分の面積であり、テナントなどは除

いたものでございます。また、時短率とは、短

縮時間を通常の営業時間で割ったものであり、

例えば、午前10時から午後10時まで12時間営業
している施設が閉店時間を午後10時を午後8時
に繰り上げて閉店した場合、短縮時間は2時間、
営業時間はもともと12時間ですので、時短率は
12分の2ということになります。
また、大規模集客施設に入居するテナント事

業者に対する支給額は、テナントの店舗面積

100平方メートルごとに、2万円に時短率及び時
短日数を乗じた額となっております。

次に、本定例会に計上しております補正予算

について、ご説明をいたします。

資料の4ページをご覧ください。
サービス産業事業再構築支援事業費、予算額

5,000万円でございます。
コロナ禍の影響が長引く中で、融資を受けた

事業者は、返済原資を確保するため、収益力を

回復させなければならない状況にあります。一

方、足元では、消費者の外出自粛等の影響で、

店舗型の事業者を中心に売上が低迷をしており

ます。

この状況を踏まえ、コロナ禍における消費者

の行動様式など、社会の変化に対応し、新分野

展開による経営多角化や業種・業態の転換など、

事業の再構築を目指す取組に要する経費を補助

することで、サービス産業事業者の事業継続を

支援するものであります。

今年の春に公募した事業の2次募集に当たる
ものでございまして、補助率は3分の2以内、補

助金額は上限100万円、下限30万円としており
ます。

なお、資料には記載しておりませんが、去る

8月の豪雨で災害救助法が適用された雲仙市及
び南島原市のサービス産業事業者の申請につい

ては、採択の審査において加点措置を行うこと

としております。

次に、資料の5ページをご覧ください。
事業継続緊急サポート事業費、予算額714万

5,000円でございます。
事業内容は、記載のとおり、コロナ禍におい

て、県内中小企業者の各種支援制度の活用を促

進するために、長崎県中小企業診断士協会に委

託し、申請書類の作成支援等を行うものでござ

います。

コロナ禍の収束が見通せない中で、概ね半年

分の予算として、1,036万2,000円を当初予算で
計上しておりましたが、コロナ禍が長期化、深

刻化しており、引き続き支援が必要であること

から、714万5,000円を補正予算として計上する
ものであります。これにより、国の「事業再構

築促進事業」等の支援措置のさらなる活用を促

すことで、県内中小企業者の経営環境の改善に

つなげてまいりたいと考えております。

以上で私からの説明を終わります。

【久保田分科会長】次に、雇用労働政策課長よ

り補足説明を求めます。

【井内雇用労働政策課長】 では、資料6ページ
をお開きください。

外国人材受入促進事業費、9月補正予算額
5,700万円でございます。

1番、事業概要としまして、まず括弧書きで
記載をしております現状と課題でございます。

現在、外国からの入国は停止されておりますが、

入国再開となった場合、宿泊施設個室での14日
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間の待機でありますとか、公共交通機関不使用

などの行動制限（水際対策）が見込まれるとこ

ろであります。これらに要する費用は県内の受

入事業者が負担することとなりますが、平常時

にはない費用負担が発生することから、県とし

ましては、入国制限緩和後の県内事業者の円滑

な外国人材受入れを促進するため、宿泊施設で

の待機等に要する費用を支援するものでござい

ます。

次に、2番、事業内容でございます。
受入事業者や監理団体などへの補助としまし

て、宿泊費あるいは交通費などを対象に、補助

率4分の3、1人当たりの補助金額10万円を上限
に、500人の支援を想定しておりまして、5,000
万円を計上しております。

また、本補助金の交付事務は、従来より国事

業によって監理団体などの巡回指導を実施して

おります長崎県中小企業団体中央会を通じて行

うことにより、これに要する事務費等として

700万円を計上しております。
以上で説明を終わります。

よろしくお願いいたします。

【久保田分科会長】以上で説明が終わりました

ので、これより予算議案及び報告議案に対する

質疑を行います。

質疑はありませんか。

【川崎委員】 おはようございます。

まず、サービス産業事業再構築支援事業費に

ついて、お尋ねをいたします。今ご説明いただ

きましたので概ね理解しておりますが、今回、

2回目の公募ということでした。まず、1次公募
の状況ですが、140件中、認定52件。予算が5,000
万円ということでありましたが、これは予算の

上限に達したために52件にとどまったのか、要
件が不適合だったのか、確認させてください。

【吉田経営支援課長】応募がありました内容に

つきまして審査員が審査をして、6割を基準と
して、それ以上を認定するという方針で臨みま

して、結果的に52者が6割以上ということで、
今回の採択につなげております。

【川崎委員】 ということであれば、5,000万円
を使い切っているわけじゃないということです

か。

【吉田経営支援課長】 申請額は5,000万円を超
えております。

【川崎委員】そうしますと、採択をされた事業

者さんが利用されて、経営の多角化や業種転換

を図られると思いますが、これは利用された後

の状況は、どういうふうに改善されたのかとい

う、その結果を問うような事業でしょうか。

【吉田経営支援課長】この事業は、新しい分野

に出ていくところについて後押しをしようとい

うことですので、その出ていった先で、しっか

りと伴走支援と申しますか、その後、どう進ん

でいるのか、あるいはどういうところに問題が

あるのか、そういったことはしっかりフォロー

していこうと思っております。

【川崎委員】ぜひ、そうあってほしいと思いま

す。せっかく県もこういった施策をつくり、利

用者さんも利用し、それが改善につながってい

く、ぜひそのフォローもしながら、効果的な事

業として進めていただきたいと思います。

次に、事業継続緊急サポート事業費、これも

700万円ほどの追加ということでありましたが、
今回も長崎県中小企業診断士協会への委託事業

と記載がされております。

まず、従前の第1回目の分では、相談件数と
主な内容はどうだったのか、お尋ねいたします。

【吉田経営支援課長】昨年度の実績としまして

は、個別相談以外にも、相談会等を行っており
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ますけれども、トータル363者に対して支援を
行っております。その内容としましては、例え

ば、金融機関への融資の申込みでございますと

か、国や県等の給付金あるいは協力金、そうい

ったものの申請のお手伝いというふうなことも

やっておりますけれども、その大半の方は、経

営を今後どうしていったらいいのか、どうやっ

て収入、売上を確保していくのか、そういった

ようなご相談にもしっかり対応をしているとこ

ろでございます。

【川崎委員】融資のご相談、あるいは協力金支

援のお手伝い、さらには先ほど最後おっしゃら

れた、今後どういうふうにして取り組んでいく

かということについて真摯にご相談に乗ってい

ただいているということでございましたが、先

ほどの融資の件について確認をいたしますけれ

ども、現在、県内の事業者さんの資金繰り状況

というのをどう捉えておられるのか、お尋ねい

たします。

【吉田経営支援課長】資金繰りに関する相談等、

我々、金融機関とか商工団体と定期的に意見交

換、あるいは会議等で意見交換を行っておりま

すけれども、資金繰り、資金需要については、

全体的には概ね落ち着いているということで理

解をしております。もちろん、資金繰りは楽だ

というお話ではないと思うんですけれども、事

業者さんも、今後、借りた分を返していく必要

があるという中で、これ以上は借り切れない、

むしろ、売上を確保するために、どうやってい

ったらいいのかという方に関心も置かれている

のではないかと理解をしております。

【川崎委員】落ち着いているという、概ねでし

ょうけれども、個々に見ると、まだまだやっぱ

り大変な事業者さんがおられます。まさに先ほ

どのサービス産業事業再構築支援事業費、こん

なものを使って業務転換とかということを促す

べきなのでしょうが、もう少し細かくいろんな

ご意見も聞いて、つかんでいただきたいと思う

んです。市中の金融機関にご相談を申し上げて

も、なかなか融資が得られないというお声はま

だまだいっぱいいただいているところでござい

ますので、そういった皆様に、しっかりと県の

思いというのを届けるように取り組んでいただ

きたいと思いますが、この点について、ご答弁

いただきたいと思います。

【吉田経営支援課長】金融機関への相談まで至

らないような、実際には相談したいというふう

なお気持ち、そういったところも商工団体ある

いは業界団体等ともお話をしながら、先ほど申

し上げましたように、具体に経営改善に向けた

ような取組、売上を確保するような取組、そう

いったところに力を入れて支援をしていきたい

と考えております。

【川崎委員】 ぜひよろしくお願いいたします。

最後に、外国人材受入促進事業費5,700万円に
ついてお尋ねいたします。補正が追加というこ

とでありますが、前回、1,500万円ほどこの事業
として計上されておりますが、補正前の事業の

概要と進捗状況について、確認をさせてくださ

い。

【井内雇用労働政策課長】今年度当初予算にお

きまして、本事業として1,531万4,000円を計上
しております。事業の進捗状況でございますが、

まず令和元年10月に、人材関係の覚書を締結し
ましたベトナム・クァンナム省からの人材受入

れに向けましての調整などを実施しております。

コロナ禍によりまして、この覚書に基づく入国

は現在まだ実現しておりませんが、実現に向け

た協定の締結、あるいは現在、数名が日本への

入国を待っているという状況でございます。
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また、今年の8月になりますが、クァンナム
省労働局や送り出し機関の社長などを交えたリ

モート会議を実施しまして、両国の現状と今後

に向けた協力体制の確認などを行ったところで

ございます。

それから、県内各地においてリモート併用の

セミナーを開催しております。既に今年度にお

きましては長崎、佐世保において開催をしまし

て、制度説明、あるいは監理団体の方の実体験

に基づく講演、それによる受入れニーズの掘り

起こしなどを行ったところでございます。

それから、今年度の新規としまして、日本語

の教育支援の補助を設けております。現在申請

が上がってきておりますのは、西海市に拠点を

置きます組合の1件でございますが、今後、継
続して掘り起こしに努めてまいりたいと考えて

おります。

大まかな状況としては、以上でございます。

【川崎委員】この事業を進めるに当たっての準

備の様々なセミナー、啓発とかを行うとともに、

最後におっしゃられた日本語の教育ということ

が、私も質疑をさせていただいたと思うんです

が、今のところ1か所のみ取り組んでいるとい
うことでありましたが、そのぐらいのニーズで

すか。もうちょっと多くあってしかるべきです

が、この事業が周知されているのか、いかがで

しょう。

【井内雇用労働政策課長】この事業の周知につ

いては、中央会をはじめとした商工団体などを

通じた周知を行っているところでございます。

また、思うように訪問ができませんが、監理団

体への訪問などを通じて、日本語教育の必要性

も含めたご説明もさせていただいているところ

でございます。

現在申請が上がってきているのは1件でござ

いますが、申請に向けた準備を進めている組合、

監理団体などが数件ございます。さらに利用が

拡大するように、引き続き周知を強化してまい

ります。

【川崎委員】今からの準備されている団体もあ

られるということですのが、まさに外国人材の

お力をお借りしないと産業も維持できないとい

うところも多分にあるわけで、そうなってきま

すと、言葉というのは、日常の生活で日本にな

じんでいただくという意味でのまずは入り口な

のかなと思っています。そこをぜひサポートし

てあげて、県内の事業、経済が回っていくよう

にお願いいたします。

今回の本題の方ですけれども、内容について

はご説明を聞いたのでわかりますが、この受入

れの基本的なルールなんですけれども、ここに

書いてはありますが、これが全てでしょうか。

ワクチンを打たないとだめですよとか、あるい

は日本は今、ファイザーとかモデルナ、アスト

ラゼネカ、その3社だったと思いますが、それ
以外のワクチンを打って入国してよしとするの

かとか、海外性のワクチンを打ったけれども効

果がないみたいなことも報じられている中にお

いて、今、これを受け入れるに当たっての水際

のルールが具体どうなっているかというのがわ

かれば、ご説明ください。

【井内雇用労働政策課長】 まず、入国制限、水

際対策の肝となるのが、潜伏期間として、14日
間個室で隔離をするというのが基本ございます。

この宿泊施設までの移動など、入国した後の移

動については、ここに記載をしておりますが、

公共交通機関などを使ってはならないというこ

ともございます。それと、細かいところで申し

上げますと、健康フォローアップを図るための

アプリを導入する、さらには接触確認アプリを
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必ず活用することでありますとか、そういうル

ールがございます。

委員がおっしゃられたワクチンというところ

については、日本においては入国の要件とか、

緩和要件、そういうものにはなっていないとい

うところでございます。

【久保田分科会長】ほかに質疑はありませんか。

【山本(由)委員】 まず、長崎県事業継続支援給
付金事業費の全業種分の5億5,000万円の方に
ついてお尋ねをします。今回、売上の減少が

50％未満の30％から50％の事業者についても
県として支援をされるということは、これまで

多くの要望が出されていたところで、応えてい

ただいてありがたいというふうに思っておりま

す。これに関連して幾つか質問をさせていただ

きます。

この県の事業継続支援給付金というのは、過

去に売上が50％以上減少した事業者に対して
過去2回、すなわち今年の1月、2月影響分とい
うことで全市町、それから4月～6月影響分とい
うことで長崎市の影響分ということで行われて

いますけれども、これの想定件数と、前者につ

いては実績が出ているかと思うんですけれども、

実績をお知らせください。

【松尾産業政策課長】 まず、第3波、1月、2月
に時短要請をした分に係るところでございます

けれども、全体として1万6,000件程度の給付を
行っております。この分につきましては、1万
6,000件のうち、市町が売上減少の20％から
50％というところも上乗せして支援したりし
ておりますので、その分も含めての数が1万
6,000件といったところでございます。
次に、第4波に係ります長崎市での支給状況

でございますけれども、こちらの方が今、受け

付けている件数が4,900件ほどで、支給済みが

4,600件ほどということになっております。
【山本(由)委員】 前者の1月、2月影響分が、た
しか6月議会の段階での想定が50％以上が大体
1万1,000件とお聞きしていたので、今のご回答
は、市町のそれ以下も含めているということで

すから、6月からそんなに動いていないかなと
思うんですけれども、念のために。

【松尾産業政策課長】ただいま委員ご指摘のご

ざいましたとおり、市町でどれだけ分析をして

いるかというところで差はございますけれども、

大まかに言いますと、50％以上のところが大体
1万件ぐらいということになっております。
【山本(由)委員】 わかりました。
次に、今回「飲食店等と直接・間接の取引が

あること」というのがあるわけですけれども、

このうち間接の取引についてです。例えば、生

産者から流通関連事業者に行って、流通関連事

業者から加工の製造事業者に行って、そこから

飲食店に行くというのは、その間接も1段階あ
るところと、2段階、3段階、4段階というとこ
ろまで一応対象にはなっていると思うんですけ

れども、こういった時に、取引を証明する書類

というのをどこまで求めているのかということ

について確認させてください。

【松尾産業政策課長】 今回、第4波の際に長崎
市に時短要請がかかりまして、長崎市内だけで

はなく周辺事業者ということで、県のほうで支

給事務を行ったところでございますけれども、

その際は、例えば魚市場から、その事業者の物

がどこに流通しているかといったようなことを

魚市場とか漁協が証明をしていただいて、その

分をつけて間接的に行っているといったような

ところを添付書類としてつけていただいたとい

う事例がございます。

【山本(由)委員】 私が事務方と話をする中でお
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聞きをした時、この4月～6月影響分については、
長崎市の事業者に対しては長崎市が事務局をし

たと、諫早とか時津、長与については県が事務

局をしたと。県のほうは、かなり厳格に間接取

引のところも資料を求めたと。長崎市のほうは、

少しそこが緩和をされたような取扱いをしてい

るとお聞きをしているんですけれども、そうい

った状況というのはあるのでしょうか。

【松尾産業政策課長】長崎市の方は、書類の保

管ということで対応したというふうには聞いて

おります。

【山本(由)委員】 結局、今回も事務としては市
町がやるということになるわけで、そうなって

くると、そういう厳格なものを求めるのではな

くて、基本的に国あたりも、書類を保管してお

いてください、調査した時には見ますよという

ふうなことで、だからその辺のところが、申請

する段階できちっとそろえておかなければいけ

ないのか。事実としてはあるんだろうけれども、

証拠書類として、ふだん発行していないような

書類まで求めるというのはいかがなものかと思

いますので、そこについては、長崎市がそうい

う形でやっているということであれば、そこの

ところは運用上の問題として、もちろん不正は

あってはいけないんだけれども、書類について、

あまりにも申請段階で複雑な資料を求めないよ

うに、そこはぜひ市等とも一度相談をして、そ

ういう対応をしていただきたいと思いますので、

よろしくお願いします。

次に、今回のスキームの中では、30％から
50％を県がやります、50％以上は月次支援金を
活用してくださいということなので、予算とは

直接あれかもしれないけれども、スキームとし

て月次支援金が入っていますので、月次支援金

のことについてお伺いをします。

今回、50％以上の事業者については国の月次
支援金を使ってください、30％から50％を県の
事業として各市町でやりますというふうなお話

なんですけれども、月次支援金の活用について、

私は、運用上かなり問題があるんじゃないかと

考えています。まず、県内で現在、月次支援金

を活用している事業者がどれくらいいるのか、

それが先ほど答弁がありました1、2月の事業継
続支援金を受給した事業者約1万から1万1,000
ぐらいだと思いますけれども、このうち、どれ

くらいの割合の人が使っているのか、そして今

回県が50％以上減の事業者に対して月次支援
金を活用するとされていますけれども、これに

対して、どのような課題があると認識をされて

いるのか、そこをお伺いしたいのですが。

【松尾産業政策課長】 まず、1点目のどれくら
いが使われているかということでございますけ

れども、これにつきましては九州経済産業局等

にも問合せをしておりますけれども、こういっ

た数値、昨年の持続化給付金もそうですけれど

も、どれくらいが使われているかということに

ついては回答していただけないというか、九州

経済産業局の方もよく把握していないといった

ようなお答えをいただいたところでございまし

て、どれだけ県内で使われているかということ

については、私どもは把握しておりません。

それから、今回の1万件について、どれくら
い使われるかということにつきましても、でき

るだけその数値に近いところで使っていただき

たいとは思っておりますけれども、そうした中

で、3点目の課題というところでございますけ
れども、一番の課題は、昨年の持続化給付金で

ありますとか、家賃支援給付金というところに

つきましては、国の方で全商工会議所地区に、

そういったサポートセンターを設けていただき
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ましたし、サポートセンターがないところには、

キャラバンという形で移動してそういったサポ

ートも手厚くしていただいたところでございま

すけれども、今回、県内で長崎市内に1か所だ
けということで、私どもも九州経済産業局等に

対して、会場増設等の対応はできないのかとい

うことは要望しておりますけれども、今のとこ

ろはそういった対応は考えていないということ

で、各県を見ましても、概ね県内に1か所とい
う形であり、利用者がなかなか使いにくいとい

ったところが大きな課題ではないかということ

は認識しております。

【山本(由)委員】 課題のほうは後でもう一度申
し上げますけれども、今、件数がわからないと

いうことをおっしゃったんですけれども、例え

ば島原市を例に取りますと、1、2月の事業継続
支援金の交付を受けた事業者は大体500件ある
んです。それに対して、月次支援金の前に一時

支援金というのがあったんですけれども、一時

支援金と月次支援金を申請した事業者というの

が約120件あるんです。結局、これだけ見た時
も、4分の1から5分の1ぐらいの人しか申請をし
ていないということになります。ちなみに、月

次支援金の前に実施をされました一時支援金と

いうのがあるんです。ご承知のとおりですけれ

ども、この一時支援金については、会議所等に

はその結果が通知といいますか、検索できるよ

うになっているんです。それで言うと、例えば

島原市の場合は、66件申請をしたけれども、60
件は交付されていますということがわかるんで

す。だから、そこというのは調べようと思った

らできたんじゃないかと私は思っています。

これはとりあえず先に行きますけれども、先

ほど言った500件のうち120件、条件が必ずしも
一致していないから、一概には正確には言えな

いけれども、やっぱり申請している人が非常に

少ない。状況としては50％以上下回っていると
思われるけれどもしていないということはなぜ

かというと、一番大きいのは、やっぱり月次支

援金はオンラインでしか申請ができないという

ことが1点、それから手続が非常に面倒だとい
うことで、まず登録確認機関というところで事

前確認を受けなければいけないと。それから、

自分でオンラインでやらなければいけないけれ

ども、当然やり方がわからないという人に対し

て、申請サポートセンターというのが設置され

ていますけれども、先ほど産業政策課長が答弁

されたように、長崎県では長崎市に1か所しか
ないということで、これは予約制で、予約を取

ることも難しいし、長崎まで行かなければいけ

ないというふうなことも出てくる。

特に今申し上げた中でも問題なのは、登録確

認機関というものと、それから申請サポート機

関というもので、まず事前確認を行う登録確認

機関として、現在は多分一番多いのは商工会議

所とか商工会、それから漁協、一部の金融機関、

税理士、行政書士というふうなところなんです

けれども、現実には、会員とか、商工会議所と

か商工会、それから銀行の場合には融資の取引

先というふうな形で、限定されているところが

ほとんどなんです。ですから、全ての事業者が

登録確認機関で登録ができるという状況になっ

ていないと。もう一つが、オンライン申請の方

法などを支援する申請サポート機関は、先ほど

言いましたとおり、長崎県に1か所、長崎市に1
か所しかなくて、また、これを通って申請をし

て、不備がありましたというふうな通知が来て

も、それを問い合わせたら全く電話が通じない

というふうなことが東京の事務局の方であって

いるということですから、現実に非常に使いづ
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らい状況になっているんです。

先ほど、県の方は九州経済産業局に要請をし

ているということですけれども、こういった状

況に対して、県として、月次支援金を使おうと

する人に、どういうふうにフォローしようとし

ているのかということについて、ご答弁をお願

いします。

【松尾産業政策課長】 まず1つは、周知の問題
でございますけれども、知らない方が多いとい

ったようなお話も聞きますので、これにつきま

しては商工団体でありますとか、市町による周

知、酒類の販売店など業界への周知、それから

新聞広告等、周知に努めているところでござい

ます。

非常に使いづらいといったお話がございます

けれども、サポートにつきましては、今回、先

ほど申しましたように、持続化給付金の際に設

けられた全箇所に私どもで何か準備するという

のは難しいと考えておりますので、今、長崎に

1か所しかございませんので、まん延防止等重
点措置の適用がなされました佐世保市の方には、

小規模ですけれども、一部そういった拠点を設

けようと考えております。

それと、登録確認機関がなかなか会員しか利

用できないといったようなところでございます

けれども、登録確認機関としましては、そのエ

リアだけの方々、機関だけではなくて、長崎市

内で、例えば地区を限定しない、会員を限定し

ないといった中小企業診断士等もおられますの

で、そういったところに電話確認等をするとい

うことも可能にはなっておりますので、先ほど

経営支援課の方からございましたサポート事業、

そうしたところも利用しながら、そういったサ

ポートを広くやっていきたいと考えております。

【山本(由)委員】 今回の事業では、売上が30％

から50％減少した事業者については市町の窓
口でワンストップでできるわけです。しかも、

オンラインとかじゃなくて書面でできると。県

内の多くの市町では、今回30％までしますけれ
ども、その下の20％から30％について、市町で
上乗せしてやろうというふうなところが結構あ

ります。つまり、50％よりも影響が小さいとい
うのはちょっと失礼ですけれども、そういった

人については、そういう簡素なワンストップで

手続ができると。ところが、より状況が厳しい

50％以上の人たちが、件数的にも50％以上の
方々も多いと思うんですね。そういう人たちが

市町の窓口では対応ができないと。今おっしゃ

ったような非常に煩雑な手続になってしまうと

いうのは、やっぱりおかしいだろうと思います。

結局、そうすると事業者から見たら、市の窓口

に行ったけれども、これはできませんというふ

うな話になってしまうわけですから、そこのし

わ寄せは全部市町とか窓口に行ってしまうとい

うことを大変懸念しています。

この点について、島原半島の3市の方から、
月次支援金に係る事前確認と申請サポート機能

を併せ持つ会場を振興局内に設置してほしいと

いうふうな要望が出ています。そして、この要

望について、県としてどういうふうに対応しよ

うとしているかをお答えください。

【松尾産業政策課長】 3市から要望が来ており
ますことにつきましては確認しております。こ

れに対して、直接振興局の中にそういったもの

を設けるということについては今のところ考え

ておりませんで、先ほど申し上げましたとおり、

例えば先ほどのサポート事業を活用して相談会

を開くとか、そういったところでのサポートが

できないかということで考えております。

【山本(由)委員】 最優先に支援すべきというの
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は、やっぱり50％以上の方で、ここをスムーズ
にするためには、今、登録確認機関と申請サポ

ート機関も違うわけですから、自分で全部でき

られる方は登録確認機関だけ行かれればいいか

もしれないけれども、やっぱりそうじゃない、

だから申請サポートが必要だということで、こ

の機関を増やすということと、申請後のフォロ

ーも、東京の事務所と連絡をしても通じないと

いうことが起こっていますので、そこの申請後

のフォローも行っていくということが必須だろ

うと思います。

一方で、これは市町でできないかとか、ある

いは商工会議所とか商工会に会員以外の人を受

けてくれないかといっても、これはまず人手が

足りないということと、例えば商工会議所とか

だと、これを機に会員になった人というのが当

然いらっしゃるわけですから、そうなってくる

と、会員以外も実はしますよというふうな話に

なってしまうと、そこの会員の問題というのが

あるので、やっぱりそう簡単にいかないだろう

と思うんです。

ですから、県においても、こうしたものを考

慮した上で、登録機関と申請サポートの拡充、

それからできる限りワンストップサービスのた

めには、両方兼ねて対応できるような事務局を

ぜひ設置していただきたい。例えば金融機関だ

ったら、登録確認機関であるわけですから、取

引先以外の方もできないことはないだろうと思

いますし、行政書士さんは、登録確認機関でも

あるし、申請サポートもできるだろうと思いま

すし、例えば緊急雇用みたいな形で、登録確認

機関はできないけれども、サポートはできると

いうふうなことは可能だろうと思うんです。あ

るいは私は個人的には、もともと月次支援金は

国の事業で、比較的予算がまだあると聞いてい

ます。ということは、国であったり、これを委

託を受けている、多分トーマツとかそういうと

ころだと思うんですけれども、そういったとこ

ろにそういうサポート機関を増やしてもらうと

いうふうな働きかけをするとか、そういったこ

とをやっていただかないと、実は、これはかな

り大きな問題になるんじゃないかと私は思って

います。

月次支援金の活用という国の制度を今回の県

の事業のスキームの中に入れているわけですか

ら、あとはやってくださいということではなく

て、周知ももちろん大事なんですけれども、周

知だけじゃなくて、少なくとも30％から50％減
の事業がやっているような形の売上げが半減し

た事業者のために、そういったところをやって

いただきたいと思うんですけれども、産業労働

部長、いかがでしょうか。

【廣田産業労働部長】委員ご指摘のとおり、今

回の支援金でございますけれども、国の制度を

活用しつつ、県あるいは市町が連携をしながら

各事業者への支援を行えることといたしたとこ

ろでございます。ご指摘のとおり、申請先が様々

でございます。そしてまた、申請手続について

も、それぞれの機関によって異なるということ

がございますので、ご指摘を踏まえまして、事

業者の方が申請事務を円滑にできますような体

制構築というのは必要不可欠かと思っておりま

す。先ほどからご説明いたしましたように、月

次支援金については商工会・商工会議所や金融

機関等が登録確認機関となっているかと思いま

す。それと、商工会・商工会議所については、

各地域の商工事業者の支援という立場も負って

いるかと思います。そしてまた、市町において

は市内、町内の事業者の支援ということも担っ

ておりますので、ご指摘を踏まえまして、関係
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機関と協議をいたしまして、混乱を招かないよ

うな体制を整えていきたいと考えております。

【山本(由)委員】 冒頭、1月から2月の事業継続
支援給付金が1万件とか1万2,000件というのを
お聞きしたのは、あくまでも島原の場合は、そ

のうち月次支援金を申請した人が5分の1ぐら
いだったということであれば、50％以上の方が
それくらいの数が潜在的にいらっしゃるんだろ

うと思うんです。だから、中小企業診断士協会

とかはもちろんいいんですけれども、そういう

規模感ではないんじゃないかと私は思っていま

すので、産業政策課長、それから今、産業労働

部長が答弁いただいたような形で、ちょっとで

も早急に、特に月次支援金の締切りは基本的に

2か月しかありませんから、8月分は10月、9月
分は11月にもう締め切られてしまうわけです
から、ぜひ早急に対応していただきたいとお願

いをしまして、終わります。

【外間委員】 第110号議案の関連のサービス産
業事業再構築支援事業について、私の質問項目

を出しておった内容とちょうど予算議案と同じ

だったものですから、この場で質問を幾つかさ

せていただきたいと存じます。

冒頭、川崎委員からご質問があった内容と類

似しているところもあるかと思いますけれども、

このサービス産業活性化事業費の横長の資料の

説明の4ページ目、ここに5,000万円のオール国
庫でサービス産業事業再構築支援事業費という

ことで事業概要の説明が書いてあって、これに

ついては先ほど課長からのご説明があったとお

り、2月定例県議会で、1次募集として、140の
採択に対して、約6割をめどに、62事業者が採
択をされて、今それを継続してやっていると理

解をいたしました。

それで、前回の2月定例県議会でも5,000万円、

また今回も5,000万円ということで、その前の予
算のサービス産業活性化事業費というもののこ

の補正予算額の前、約2億1,000万円、これはこ
れらのサービス産業事業再構築支援事業の継続

でずっとやっているという意味でのこの金額な

のでしょうか。まず、そこのところのご説明を

いただきたいと思います。

【吉田経営支援課長】このサービス産業の分に

つきましては、事業再構築に関する予算としま

しては、先ほどご説明しました当初2月補正で
上げた5,000万円で、本年度は、その分の追加と
いうことで、今回も5,000万円ということで、先
ほどの総額2億1,000万円というのは、ほかの事
業も含んだ金額になっておりますので、この分

としては、前回と同じような額を今回、補正で

上げているという状況でございます。

【外間委員】わかりました。あくまでも新規と

して2月の補正で組んだ5,000万円の1次募集に
対して、今回の5,000万円の2次募集として、再
びその募集に対して6割を見込んだ採択をやっ
ていこうと、再構築の支援をやっていこうとい

うことですね。理解ができました。

それで、この補助対象者について、議会承認

後、52件の62事業者が認定されて、今、収益力
回復のために、その予算を使って再事業にチャ

レンジをされている命拾いをされた企業が新し

い事業展開に向けて頑張っておられるというこ

とで、まさに県の手を差し伸べる事業としては

大変すばらしいことであり、さらには、その募

集を広げて、各市町のそういう回復をしていた

だきたい事業者に広く告知をしていく周知徹底

を図っていただきたいと存じますが、その募集

の要項について、現在、各市町が手を挙げて、

諫早あたりが手を挙げておられるのでしょうか、

21市町の募集に対する要望等の現況、1次募集



令和３年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２７日）

- 18 -

の時の状況をご説明していただけませんでしょ

うか。

【吉田経営支援課長】この事業につきましては、

できるだけ計画の策定段階から支援機関に関与

をしていただきたいということで、市町あるい

は商工団体の方々と事業者が相談をしながら計

画をつくって、申請をしていただいたというふ

うな形になっております。周知につきましても、

市町や商工団体あるいは金融機関、そういった

ところを通じて周知を図っておりまして、事業

者だけではなく、県だけではなく、関係する機

関、地域が一体となって支えていくような仕組

みとして取り組んでいるところでございます。

【外間委員】 であれば、この5ページの事業継
続緊急サポート事業費というのも、経営支援課

が抱えているこの事業概要をサポートするとい

う意味での予算計上ということで理解してよろ

しいのですね。

【吉田経営支援課長】 この5ページの方の事業
継続緊急サポート事業につきましては、4ペー
ジの補助金のみならず、先ほど申し上げました

ような国の給付金とか、いろんな協力金、ある

いは金融機関への融資の申込み、そういった時

に計画あるいは申請書、そういったものをつく

る時に、相談を受けながら、一緒に計画策定を

支援してくれる先として中小企業診断士協会に

委託をして、そこの作成支援を行っているとい

う事業であります。補助金の申請も一部含まれ

るところはありますけれども、先ほど申し上げ

ましたように、4ページの事業については、商
工団体とか金融機関、そういったところは計画

の策定を一緒になってやっていくことによって、

一緒になって進めていくというふうな形を取ら

せていただいております。

【外間委員】それでは、コロナ禍にあって大変

厳しい経営に迫られて、そして再構築に向けて

新事業に転換しようという企業、事業者につい

ての支援を行う経営支援課の意義は非常に大き

いものと理解をしておりますので、どうぞ幅広

い、広範囲な形で多くの事業者に公募をかけて、

そういった方々が命拾いをしたと、あるいは雨

降って地固まる、そのようなことで新しい事業

に転換することによって、さらには事業の再構

築が図られるようなしっかりとしたお手伝いが

できるよう、その予算を一定了とさせていただ

きたいと存じます。

【久保田分科会長】ここで換気のためにしばら

く休憩いたします。

11時20分から再開いたします。

― 午前１１時 ８分 休憩 ―

― 午前１１時１９分 再開 ―

【久保田分科会長】 再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

ほかに質疑はありませんか。

【吉村委員】さっきから聞いておって、何かわ

からんやったり、わかったり、わからん方が多

かっちゃけど。まず、サービス産業事業再構築

支援事業5,000万円だけれども、経営多角化など
の再構築としてあるわけです。それで、この補

助対象者に「サービス産業を営む県内中小企業

者」、2番目に「team NAGASAKI SAFETY認
証店の取組を優先的に支援」となっているんで

すけれども、team NAGASAKI SAFETYとい
うのが、対象事業所数を分母として、どれぐら

い加入しておられるかというのは把握しており

ますか。

【吉田経営支援課長】 team NAGASAKI 
SAFETYで宿泊業とか飲食店について認証を
しているということは承知しておりますけれど
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も、具体の件数が何件かというところについて

は、詳細は把握しておりません。

【廣田産業労働部長】県民生活環境部の所管で

ございますので、そこの方から得た情報という

ことで、現時点で正確な数字ではないかもしれ

ませんが、対象事業所が全体で1万1,000件、そ
して先週来認証を取っているところが約1,800
件程度ということで伺っております。

【吉村委員】わかりました。県民生活環境部が

所管とはいうものの、そこが把握しておるっち

ゃろうけん、そこから聞けばわかるっちゃけん

か、経営支援課長は、もう少しそこら辺は知っ

ておかんばいかんやろう。部長からそがん言わ

れよったっちゃ、いかんっちゃないと。

それから、1万1,000分の1,800というこの数、
少な過ぎるんじゃなかろうかと思うんだけれど

も、これをこれ以上聞くのは部局が違うとなる

のか知らんけど、産業労働部から県民生活環境

部に言って、もっと増やしてよと。こっちでこ

れで支援しようと産業労働部としよるのだから

ということを働きかけなければいけないんじゃ

ないかと思うけれども、いかがですか。

【廣田産業労働部長】 このteam NAGASAKI 
SAFETYの認証制度でございますけれども、確
かにこれは飲食店において感染拡大対策をしっ

かりとしていただいて、消費者の方に安心して

利用いただけると、そのことによって飲食店の

売上が向上するという目的を持って行われてい

る事業でございますので、産業労働部といたし

ましても、飲食店を含むサービス産業の振興と

いうものを担う立場として、県民生活環境部の

方に話をしていきたいと考えております。

【吉村委員】 お願いしますね。というのは、私

も何か所か行った時に、 team NAGASAKI 
SAFETYのシールが貼ってないから、ここはこ

の認証を取っていないのかと言ったら、「それ

は何ですか」というとから始まったり、「それ

を持っておっても何も変わらんとやろう」と言

ったりされるわけです。「いやいや、県がこが

んやって進めてやりよっとやけん、なるべく取

ってくださいよ」と言って、その2軒は取られ
ましたたけれどもね。その後、行ったら「取り

ました」と言われた。「これば取ったらどがん

あるとですか」と、こう言う。サービス産業事

業再構築支援事業とかにこういう認証店を優先

的に支援するんだということがあるのだから、

こういうところをもっと周知して、いわゆるコ

ロナ対策の事業効果を上げるということにして

いかなければいけないと思うので、よろしくお

願いします。

それと、これの1次公募があって、さっきか
らも出よったのですが、申請140件に対して認
定が52件、大体6割をめどにと。その6割をめど
にというのがちょっとひっかかったんだけれど

も、何で100をめどにじゃないのかなと思うん
だけれども、それは予算が先なのか。でも、せ

っかく申請されたのに、6割しか認定されない
というのが非常にどうかなと思うんだけれども、

いかがですか。

【吉田経営支援課長】ちょっと説明が言葉足ら

ずでございますけれども、審査をする段階で百

点満点のうち合格ラインを6割ということで、
60点以上を取れるような申請内容のものを採
択の目安として考えていると。今回は1次では、
ほぼ60点を上回った件数と予算の額というも
のが見合っておりましたので、概ねそこで採択

をさせていただいたということでございます。

決して申請件数の6割ではございません。
【吉村委員】私の方がよく聞いていなかったの

かもしれんです。しかし、140件申請をして52
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件しか認定されないという、3分の1よりはちょ
っとあるんだけれども、認定されないというそ

の計画。普通だったら大体3分の2ぐらいは少な
くとも通るよというように、なるべく支援して

いこうというんだから、それがこういう不認定

になったものがかなり多いというのは、中身が

あまりにも悪いのか、その状況についてお知ら

せしてください。

【吉田経営支援課長】 結果的に6割のラインと
いうものが予算に見合うようなラインだったと

いうことで申し上げましたけれども、これは国

の方は県の予算よりももっと上のほう、100万
円を下限とする補助制度を持っておりまして、

そこに申請するには厳しいというふうな判断で、

県の方に流れてきたと言うとちょっと語弊があ

りますけれども、そういったものもあろうかと

思います。審査委員さんと話をする中では、予

算の関係はもちろんあるんですけれども、事業

再構築というよりは、ちょっとサービスの提供

方法を変えるとか、そういうレベルが多かった

ねというふうなご意見もありましたので、今後

は、しっかりそういう支援機関に計画策定の段

階でより入り込んでもらって、しっかりした事

業再構築につながるような取組を支援してまい

りたいと考えております。

【吉村委員】経営支援課長の答弁で、この再構

築というのがひっかかるんだけれども、この補

助対象経費とかいうところが、システムの導入

費、外注、研修、広告宣伝・販売促進、備品・

機械装置、建物改修とか、今の状況の中で、そ

こまで取り組めるのかというような懸念もある

わけです。それで、再構築なんだけれども、そ

こら辺の今の提供の在り方をちょっと変えてい

こうとするぐらいも含めんとかなと思ったりす

るわけです。だから、そういった面でのこの要

件の緩和、そこら辺も視野に入れて第2次の時
にはやってもらえんものかな。予算の額が1次
と一緒だから、それだけ組んでおるんだろうけ

れども、考え方として、そこら辺まで拾い上げ

るということは考えられないのか、お願いいた

したい。

【吉田経営支援課長】考え方が非常に分かれる

ところではあろうかと思いますけれども、例え

ば県の分の上限に応募する案件であれば、もう

少し頑張って国の分を取りにいくというところ

の支援をするというのも一つの考え方かと思っ

ております。一方で、自己負担が3分の1ござい
ますので、やはり100万円でもきついんだとい
うふうな事業者が県内には多いということも理

解しておりますので、先ほど言った再構築にこ

だわるあまり採択できないといよりは、もう少

し広げた、先ほど言ったような新分野進出であ

ったり、ちょっとした多角化、そういった案件

もしっかり評価できるようにしてまいりたいと

考えております。

【吉村委員】その辺、長崎県向けに考えた施策

であるべきとも思うので、今後、頭に入れて対

応していただきたいと思います。

次に、事業継続支援給付金事業費（全業種）

5億5,000万円、5億円やね。先ほど山本(由)委員
からもずっとありよったんだけれども、聞きよ

って、もう少しどうかならんのかなと。登録確

認機関とか、サポートをするところとかいうと

ころを、なるべく使ってくださいというのだろ

うから、使いやすい窓口づくりというのを考え

てもらいたいんだけれども、その点については、

重ねてになりますけれども、どうですか。

【松尾産業政策課長】先ほどの答弁とも重複し

ますけれども、今のところ、拠点としては、佐

世保市に1か所設けようと思っております。長
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崎市内については、国が設けましたサポート会

場を使っていただきたいと考えております。先

ほど産業労働部長の方からも答弁いたしました

けれども、できるだけ皆様に使っていただきた

いということでございまして、先ほども申し上

げました中小企業診断士協会に委託しているサ

ポート事業を活用したり、もちろん商工会・商

工会議所の方にも、今回、さらに事務が増える

ということで事務費の上乗せでの交付というこ

とも行いましたし、さらには先ほど行政書士等、

そういったお言葉もございましたので、使える

機関といいますか、そういったところがないか、

こちらの方でも再度検討させていただいて、登

録確認機関の方につきましては、既に中小企業

診断士でありますとか、行政書士、そういった

多数の方が登録をされておりますので、対象を

全く問わない、地区も限っていないという方も

たくさんおられますので、そうした方々の協力

なども得られないか、そうしたところもトータ

ルで考えながらサポート体制を取っていきたい

と考えております。

【吉村委員】 そうなるとやけど、商工会議所・

商工会というところが経済団体として地域に根

差しているわけですよね。だから、こういう機

関をもっと活用してもらいたい。活用するため

には、こういう申請手続というのは、やっぱり

マンパワーが要るんですよね。だから、1か所
に1人とか、今、臨時の事務員さんを雇ってで
きる人件費を補助してもらっているけれども、

それを2人に増やすとか、3人に増やす、そうい
うことも考えてもらえればと思うけれども、よ

ろしくお願いします。

それから、この給付金の給付要件、本年8月
から9月、売上高が対前年あるいは前々年比で、
市町と県が両方でやるのが、県が出すのはマイ

ナス30％からマイナス50％で、聞くと、ほとん
どの県内市町が20％からとしているわけです。
マイナス20％を含めている。だから、去年もし
た時にちぐはぐになって、市町と県の足並みが

そろっていないと。市町が先にやってしまって、

県が後づけのようになったりして、だから今回

やる時には、そこをきっちり足並みをそろえて、

一本化で、窓口は市町でと、こういう話をして

いたと思うんだけれども、ここでやっぱりどう

しても県は3割から5割とした。市町に問い合わ
せて、ほとんどの市町がマイナス2割をしてい
るというのに、どうして3割にしたのか、そこ
ら辺、考え方をお知らせいただきたい。

【松尾産業政策課長】 この3割～5割の部分に
つきまして、市町でやります事務と別々にやる

というわけではなく、原資としまして、マイナ

ス30％からマイナス50％の部分に対して県も
一部負担をするという形で、事務としましては、

マイナス20％から50％未満を対象とするとい
うことでワンストップでやっていただくという

ことになっております。

なぜマイナス30％から50％未満にしたのか
というところでございますけれども、これは酒

類販売事業者に対しての月次支援金からのいわ

ゆる横出し支援、30％から50％を要件緩和する
といったようなところでありますとか、他県の

状況、それから財源など、そうしたところを総

合的に勘案して、マイナス30％から50％のとこ
ろにつきましては県の方が半分持つといったよ

うな形でございます。

【吉村委員】何かわかるごたる、わからんごた

っさ。足並みをそろえているんでしょう。そし

て、県が半分、市町と折半、ここまで決まって

いるわけね。やりましょうよと。そうしたら、

市町がマイナス20％からとしているなら、県も
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マイナス20％からなら、全部一緒でできるたい。
そこにマイナス20％からマイナス30％の部分
というのは県の給付は入らないということにな

るわけやろう。そういうことにならんように一

本にしたらどうかと。今からでも、これをマイ

ナス30％をマイナス20％と変えられないので
すか。

【松尾産業政策課長】確かに吉村委員おっしゃ

るとおり、私どもも20％からで折半といったよ
うな形にできないかということも検討はいたし

ましたけれども、最終的には、先ほど申し上げ

ましたとおり、財源の問題とか、そうしたとこ

ろを勘案してマイナス30％から50％とさせて
いただいたところでございます。

【吉村委員】 そこを市町に合わせてマイナス

20％にすると言えばよかだけたいさね。産業労
働部長、どうですか。

【廣田産業労働部長】今回の給付金の制度構築

するに当たりまして、様々な検討を行ったとこ

ろでございます。先ほど産業政策課長がご答弁

申し上げましたけれども、市町の大方のところ

が20％から支援されているというところは承
知いたしておりました。ただ、第3波の時の状
況を見ました時に、確かにマイナス20％で給付
をされているところが多かったというところな

んですが、市町独自の給付金も行われていない

ところがございました。そういったところも勘

案しました。そして、国の酒類販売事業者に対

する支援がマイナス30％までということがご
ざいます。そして、今回の第5波でいわゆる横
出し支援をやった他県の状況等を見ました時に、

実施していないところもございました。実施し

ているところについても、マイナス30％を超え
る都道府県はなかったということがありました。

そして何よりは財源の問題ということもござい

ますので、そういったもろもろのいろんな要素

を総合的に勘案しまして、今回の制度とさせて

いただいたところでございます。

【吉村委員】産業労働部長の今の答弁で大体経

過はわかったんだけれども、よその県がしてお

らんから長崎はしないということは言うたらい

かんよね。長崎県独自ででもやっていいわけだ

から、それが住んでよかった長崎県やろう。だ

から、そういう意味でも、よそと比較して、こ

れぐらいでよかろうなんていうことはだめだろ

うと思うし、給付をしていない市町もあったと

いうこともあるけれども、そこを誘導するため

にも、2分の1県が負担しますからやってくださ
いよとお願いをして、その時には、市町の条件

に合わせるということになるんだろうと。当然

それは予算もある。だけれども、今まで見てき

て、数が予定よりも少し少なかったりすると、

言うたらあれやけど、余ったりしておるのだか

ら、この要件ぐらいは合わせると。その10％を
下げるために、どれだけ予算が要るかというこ

とにはなるんだろうけれども、そういうところ

は、今すぐ「はい」とは言えんとはわかるけれ

ども、揃えるということ。受ける側は、市から

来ようが県から来ようが一緒なのよね。ただ、

市が半分、県が半分入っておりますと、こう言

うたらみんなわかるんだけれども、そこに20％
から30％の間の人たちは市だけ、町だけとなる
と、「県は何でしてくれんと」と、こうなるわ

けね。

それと、さっきも山本(由)委員からの質問で
考えよったけれども、50％を超えるという人た
ちがいるのかなと私は思っていたけれども、ま

だおらすとという話で、私も認識不足だなと思

ったけれども、ここ2年ぐらいで50％、50％と
言いよると、もうつぶれとるよというごたる話
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ね。倒産件数が10件とこの説明の中で出ていた
けれども、この中身がどうなのと。それと、こ

の倒産件数の数に出てこない廃業とかなんかと

いう、そういうものを入れるとどうなのかとい

うのを状況について、この頃調べたことがあり

ますか。

【吉田経営支援課長】倒産件数につきましては、

民間の信用調査会社、2社ございますけれども、
2社がそれぞれ負債総額1,000万円以上のもの
をカウントしているということで、信用調査機

関が把握をした段階で挙げておりますので、実

態とは若干ずれがあるのかなというふうには思

いますけれども、それでも年間で50件未満とい
うのがここ5年6年ほど続いておりますので、
我々としては、倒産件数、公表されている数字

としては落ち着いている状況、ただし、今後と

も、景気は、コロナ禍がどの程度続くのか、深

刻化するのかというところになりますので、予

断は許さないという理解でおります。

一方で、廃業につきましても、民間の調査会

社は、四半期ごととか数字を挙げることがある

んですけれども、2つの会社の数字があまりに
も違い過ぎたりして、何をもって正確なものと

把握できるかなというところがありまして、認

識はしておりませんけれども、全国的には、や

はり廃業が増えているというふうには言われて

おりますので、私どもの事業承継の事業等をし

っかり活用して、そういったところが引き継が

れていくような取組を進めていきたいと考えて

おります。

【吉村委員】まずもって、落ち着いているとか

いう言葉は使わんごとしておってね。落ち着い

ているわけじゃないよね。このような数が落ち

着いたという表現は恐らくしてはいけないだろ

うと。その帝国データバンクと東京商工リサー

チか、そういうものやろうけれども、1,000万円
以上とかいうたら、それはかかってこない。商

工会の地域とか、商工会議所でも小さなところ

の地域なんていうのは、歩いてみればすぐわか

るよ。シャッターが全然開かないようになって

きたり。だから商工会とか商工会議所あたりに、

そういう数字はある程度、つかんであると思う

から、そういうところに問合せをすれば、それ

は毎日の仕事が忙しかろうけれども、たまには

そういうものを聞いてみて、県内の状況がどう

あるのかというのはやっぱりつかんでおっても

らいたいと思いますので、よろしくお願いしま

す。

もう一つ、外国人材受入促進事業5,700万円、
これの外国人技能実習生がいつぐらいから入っ

てこれるのかなというのが、その準備で9月に
この補正を組んだんだろうけれども、大体どれ

ぐらいに外国の人材が日本に、長崎に入ってく

ると見込んでこの補正をつくられたのか、まず

お尋ねしたい。

【井内雇用労働政策課長】こちらの予算を検討

する段階、6月、7月ぐらいの時点では、秋にも
再開するのではなかろうかという情報も一部ご

ざいました。そういう構えを万全にしておいて、

来るべきにすぐ対応できるようにということで

今回上げさせていただいておりますが、現時点

の状況を見ますと、いつ再開できるかというの

は、正直、具体的にいつというのは、めどがま

だ立っていない状況でございます。

【吉村委員】 12月でもよかったのか、9月がよ
かったのかとか思ったりもするけれども、準備

が早いにこしたことはないので、なるべく早く

外国の技能実習生が入ってくるということを期

待するんだけれども、そこで中小企業団体中央

会を通して補助を実施と。だから、いわゆる受
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入事業者や監理団体、ここら辺の数というのは

大体把握されておりますか。県内にどのぐらい

あるのですか。

【井内雇用労働政策課長】監理団体については、

現在、県内に40ございます。外国人材全体にな
るのですが、外国人材を受け入れている事業所

の数としましては、これは令和2年10月末の数
字になりますが、1,419事業所でございます。
【吉村委員】 1,419、かなりの数があるんやな
と思いますけれども、ここに1人当たり10万円
の500人というのを予算で組んであるんだけれ
ども、そういう受入事業者と監理団体、これは

受入事業者に直接行くものもあるのか、監理団

体を通して行くのか、中小企業団体中央会がそ

れをまとめるのかという、その構図的なものを

お知らせいただきたい。

【井内雇用労働政策課長】この補助のスキーム

としましては、県から中小企業団体中央会に補

助をしまして、中央会がこの補助の申請、支出、

最後の現地確認までを含めてやっていただくと

いうスキームになります。

【吉村委員】ということは、県内の受入事業者

や監理団体、この1,419の事業者が外国人を受け
入れましたという時に、それを申請してもらっ

て、中小企業団体中央会が、それでそれを取り

まとめて、補助金を支出すると。5,000万円はと
りあえず中央会にプールしておくわけ。になる

とかな。そういう事務を中小企業団体中央会と

いうのはできるような組織、団体なのかな。職

員はおらすとかね。

【井内雇用労働政策課長】中小企業団体中央会

におきましては、約7年前からになるのですが、
国の外国人技能実習制度適正化事業というもの

に取り組んでおりまして、それは監理団体であ

りますとか、実習実施機関を対象に、適正な制

度に照らした運営がなされているかという巡回

指導に取り組まれております。また、中央会に

おきましては、県内監理団体で構成をします長

崎県外国人技能実習生受入組合連絡協議会を主

宰しております。この制度に対して精通をして

いる団体でございます。そういう制度を熟知す

るとともに、中央会は日頃から監理団体の指導

などを行っておりますので、この事業の円滑な

実施が可能と判断をするところでございます。

【吉村委員】そうしたら、そういうことはちゃ

んとできる団体ということで理解をいたしたい

と思います。

そういう中で、500人という規模感なんです
が、これが約1,419団体ある中で、それで500を
割ると、かなり少ないのかなという気もするん

だけれども、そこら辺の見込みとか、今後の対

策、足らんようになった場合は、また12月でも
追加して補正をするんですよというような考え

方は持っておられるのか。

【井内雇用労働政策課長】この事業を組むに当

たりまして、県内監理団体に対して調査を行い

ました。その上で、今年度中に入国を予定して

いる技能実習生が約500人いらっしゃるという
ことで、この予算はその数字を根拠にしており

ます。今後の動向を踏まえて、人数がどのよう

な推移になるかわかりませんが、その時の状況

を踏まえて検討はしてまいります。

【久保田分科会長】ほかに質疑はありませんか。

【山口(経)副会長】 中小企業振興費でお伺いを
いたしたいと思います。先ほどご説明の中で、

12億8,000万円以上が減額補正ということで、
これは第4波分だというご説明がございました。
この予算は、感染症拡大防止協力金事業として

全額国庫から支出されておりますけれども、そ

の減額の理由といたしまして、所要見込みに基
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づく補正ということになっておりまして、これ

が今までずっと専決補正として組まれてきてお

って、これは第4波分だということなんですけ
れども、もうちょっと詳しく説明をいただけれ

ばありがたいと思うのですが。

【松尾産業政策課長】この減額につきまして説

明をさせていただきたいと思いますが、資料が

あった方がわかりやすいと思いますので、資料

をお配りしてもよろしいでしょうか。

【久保田分科会長】 どうぞ。

〔資料配付〕

【松尾産業政策課長】それでは、説明をさせて

いただきます。

今回減額をお願いいたしておりますのは、先

ほどご説明したとおり、第4波に伴いまして、
長崎市内の飲食店に時短営業の要請を行った際

の協力金に関するものでございます。長崎市内

の対象店舗数につきましては、第3波、1月、2
月の要請の実績から概ね把握はできていたとこ

ろでございますけれども、一日当たりの売上高

の規模別の協力金という方式は、この際、4月
以降に国から示されまして、長崎市の時短要請

について協力金を算定する際に初めて用いた方

式でございます。

国の方から示されておりました、このグラフ

でいきますと、縦軸が協力金の単価、横軸が一

日当たりの売上ということでございます。最低

額の2.5万円ということになりますと、年間の売
上が大体3,000万円ぐらい、それから上限額の7
万5,000円ということになりますと、一日25万
円で、年間9,000万円程度の売上が必要というこ
とになっております。

当初、それぞれ2.5万円、2.5万円以上、それ
から7.5万円、そのランクのところがどれだけの
事業者がいるのかということで、国の方から目

安として示されましたのが、下に店舗数の割合

というところがございますが、2.5万円が70％で、
その斜めになっている部分が20％、それから7.5
万円が10％、70、20、10ということで目安とし
て示されまして、県においては、大企業のとこ

ろを2％ということで取るために、2.5万円のと
ころを69％、その斜めの部分については19％と
いうことで予算は組んだところでございますが、

実際長崎市の支給状況を支給後に精査したとこ

ろ、一番低いランクの2.5万円のところが8割、
真ん中のところが13％、それから7.5万円のとこ
ろが3％、大企業が4％ということで、こちらが
見込んでいたよりも単価が低い事業者の方が多

かったということで、そこで一つ大きな差が出

てきたというところでございます。

それと、そのグラフの斜めの部分でございま

すけれども、2.5万円超で7.5万円未満のところ、
そこの間が平均が幾らになるかといったような

ことも、私どもとしては、そういった方式が初

めてでございましたので、予算としては、上限

の7.5万円のところを採用したということもあ
りまして、差として今回減額する13億円程度の
額が減少するといったような状況になったとこ

ろでございます。

【山口(経)副会長】 異例のこういった協力金事
業という形で、見込みが立たなかったという部

分もあるのでしょうけれども、これが算定の基

礎の割合というふうにこれからなっていくわけ

ですか。

【松尾産業政策課長】 前回5月の臨時議会の委
員会におきましても、吉村委員の方から、支給

途中であっても、そういった傾向があれば、そ

ういったものを用いて予算をもう少し正確につ

かむべきではないかといったようなご指摘がご

ざいました。第4波が終わりまして、その分析
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をしながら、今回の第5波につきましては、そ
ういった実績等も勘案しながら算定をしたとこ

ろでございまして、今後につきましては、そう

いった実績を基に、より正確な予算の算定をし

てまいりたいと考えております。

【山口(経)副会長】 この予算の仕組み、4波、5
波となった場合に、専決補正という形でこうし

て組まれてきます。そうしたら、4波が終わっ
て、期間を置いて、そうしたらもう精算事務に

入っていくという形で、こういう途中であって

も、仕組みとして、年間所要見込みの補正とい

う形で国にお返しするという形になるわけです

か。

【松尾産業政策課長】 協力金の財源の8割の部
分については、別枠で、協力要請推進枠という

ことで国の方から支援がございますけれども、

これは支給実績によって後から来るものになり

ますので、あとの2割の分につきまして、前回
は1割を市で持っていただきまして、1割を県の
持ち出しということになりますので、1割分の1
億2,000万円ほどが実際の持ち出し分で、今回減
額ということになります。この減額部分につき

ましては、有効に活用できるように財政当局と

調整しているところでございます。

【山口(経)副会長】 異例ではあるんですけれど
も、新しい仕組みといいますか、こういったも

のが出てきた時に、まず我々が見る時、年間所

要見込みの大きな差というのが一番目につくと

ころでありますので、丁寧なご説明をお願いし

て、終わりたいと思います。

【久保田分科会長】ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】ほかに、質疑がないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

予算議案及び報告議案に対する質疑・討論が

終了しましたので、採決を行います。

第110号議案のうち関係部分、第124号議案の
うち関係部分、報告第21号のうち関係部分、報
告第22号のうち関係部分及び報告第23号のう
ち関係部分については、原案のとおり、可決・

承認することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び報告議案は、原案のと

おり、それぞれ可決・承認すべきもの決定され

ました。

それでは、午前中の審査はこれにてとどめ、

しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から委員会を再開いたしま
す。

― 午後 零時 ０分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【久保田分科会長】 再開いたします。

午前に引き続き、産業労働部関係の審査を行

います。

【久保田委員長】次に、委員会による審査を行

います。

産業労働部においては、今回、委員会付託議

案がないことから、所管事項説明後、陳情審査、

所管事項について質問を行います。

産業労働部長より、所管事項説明をお願いい

たします。

【廣田産業労働部長】産業労働部関係の主な報

告事項についてご説明いたします。
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資料といたしましては、農水経済委員会関係

説明資料当初版と、その追加 1がございますの
で、お手元にご用意いただければと思います。

本日ご報告いたしますのは、新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響を受けた事業者への支援

について、佐世保重工業株式会社（ＳＳＫ）へ

の支援について、令和 3年 8月の大雨被害に伴
う中小企業への対策について、経済・雇用の動

向について、県内企業のデジタルトランスフォ

ーメーション（ＤＸ）の推進について、地場企

業の支援について、サービス産業の振興につい

て、県内定着の促進について、産業人材の確保・

育成にかかる取組について、「第 11次長崎県職
業能力開発計画」の策定についてであります。

このうち、新たな動きについて、主なものを

ご説明いたします。

当初版 1ページをお開きいただきたいと思い
ます。

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け

た事業者への支援について）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け

た事業者への支援につきましては、「感染拡大防

止と県民生活の安全・安心確保」及び「県内の

社会経済活動の回復・拡大」の両立を図るため、

県議会でご承認いただきました施策を中心とし、

これまで各種対策を講じてきたところでありま

す。

いわゆる第 4波と言われる感染拡大の際の飲
食店等への協力金や売上が減少した県内事業者

への給付金の実績につきましては、記載のとお

りであります。

今般発生した、いわゆる第 5波と言われる感
染拡大においては、8月 10日から 8月 23日ま
での期間、県下全域の飲食店及び遊興施設に対

し、営業時間の短縮を要請いたしました。しか

しながら、その後、県独自の緊急事態宣言の発

令に伴い、要請期間が 9月 6日まで延長された
ことに加え、8月 27日には「まん延防止等重点
措置」が本県に適用されたことに伴い、長崎市

及び佐世保市を「まん延防止等重点措置区域」

に指定のうえ、同重点措置に基づく追加的な対

策として、区域内の飲食店等に対し、営業時間

の短縮に加え、終日にわたる酒類の提供自粛や

カラオケ設備の利用自粛等を要請するとともに、

新たに大規模集客施設等に対する営業時間の短

縮を要請いたしました。あわせて、重点措置区

域以外の地域における県独自の緊急事態宣言に

ついても、重点措置と同様に 9 月 12 日まで、
再度延長されたところであります。

追加 1の 1ページをお開きいただきたいと思
います。

その後、まん延防止等重点措置の適用は、9
月 12 日をもって終了したものの、感染拡大が
続いている佐世保市においては、県独自の緊急

事態宣言が延長され、同市内の飲食店等に対し

ては、営業時間の短縮を 9 月 30 日まで延長す
るよう要請いたしました。

ここで口頭で補足させていただきたいと思い

ます。

9 月 22 日に県から発表した感染段階ステー
ジの引下げに伴い、佐世保市への時短要請期間

を前倒しし、9月 24日に終了となりましたので、
口頭でご説明いたします。

これら要請に協力いただいた事業者に対して

は、県内全市町と連携し、協力金を支給するこ

ととしており、速やかな支給に向け取り組んで

いるところであります。

また、本要請の影響により、売上げが減少し

ている飲食店等の関連事業者や酒類販売事業者

に対する支援につきましても、本定例会におい
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て関係予算の追加提案を行っているところであ

り、市町と連携しながら支援を行ってまいりた

いと考えております。

また当初版 2ページの上段にお戻りいただき
たいと思います。

感染症流行の先行きが見通せない状況にある

ことから、今後とも個人消費や企業生産の動向、

雇用環境など、県内中小企業に与える影響を注

視し、国の施策も最大限活用しながら、適時適

切に必要な施策を講じてまいります。

（佐世保重工業株式会社（ＳＳＫ）への支援に

ついて）

ＳＳＫが事業再構築に伴う希望退職者の募集

を行った結果、248 名の応募があり、現在、関
係機関が連携して、退職予定者の個別支援を行

っております。

現在、地元佐世保市を中心に就職先を探され

ている方が多い中、各機関の支援による県内企

業への再就職も進んでおり、引き続き、退職者

の県内での早期再就職に向けて、関係機関と連

携して取り組んでまいります。

また追加 1、1 ページにお戻りいただきたい
と思います。中段をご覧ください。

このような中、福岡県に本社を置き、船舶設

計等を行う、ふくおかクリエイト株式会社が、

佐世保市に事業所を開設し、9月 21日に事業を
開始されました。

今回の進出につきましては、設計部門の強化

を検討していた、親会社である福岡造船株式会

社に対し、県、産業振興財団、佐世保市が働き

かけを行ったもので、ＳＳＫを希望退職される

方を含め、5年間で 31名を雇用される予定と伺
っております。

また当初版にお戻りいただきたいと思います。

2ページの中段をご覧ください。

また、関連する協力企業の受注獲得の支援に

ついては、去る 8月 5日に県産業振興財団によ
る取引マッチングの商談会を行ったほか、企業

の県外訪問への同行による受注獲得支援を行っ

ており、引き続き、協力企業の受注獲得に向け

た取組を支援してまいります。

追加 1、1 ページの下段をお開きいただきた
いと思います。

（令和 3年 8月の大雨被害に伴う中小企業への
対策について）

令和 3 年 8 月 11 日からの大雨により被災し
た中小企業の経営相談等に対応するため、去る

8月 18日に、中小企業の経営支援や資金繰りに
関する県の相談窓口を設置いたしました。また、

災害救助法の適用地域となっている雲仙市及び

南島原市内の中小企業の災害復旧に必要な資金

繰りに関しては、県制度融資の中でも条件を優

遇している緊急資金繰り支援資金のうち、災害

復旧支援分が申込可能となっております。

さらに、コロナ禍における県内事業者の経営

多角化等を支援する「サービス産業事業再構築

補助金」の拡充のため、本定例会に関係予算を

ご提案しているところであり、災害の影響によ

り一段と厳しい状況にある雲仙市及び南島原市

のサービス産業事業者から本補助金の申請があ

った際には、優先的に採択できるよう対応して

まいります。

同じく追加 1の 3ページをお開きいただきた
いと思います。

（「第 11次長崎県職業能力開発計画」の策定に
ついて）

職業訓練や技能振興などの職業能力開発に関

する施策の基本的事項を定める 5か年計画であ
る「第 11 次長崎県職業能力開発計画」につい
ては、去る 6月定例会において素案をご報告し
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たところでありますが、その後、職業能力開発

審議会からのご意見等も踏まえ、このたび最終

案として取りまとめ、お配りしているところで

ございます。

本定例会でのご意見を十分踏まえたうえで、

10月に計画を策定し、公表することとしており、
本県の職業能力開発の推進に向け、今後とも取

り組んでまいります。

その他の項目については、記載のとおりでご

ざいます。

なお、「政策等決定過程の透明性等の確保及び

県議会・議員との協議等の拡充に関する決議」

に基づく提出資料につきましても事前に配付さ

せていただいております。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【久保田委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、次に、陳情

審査を行います。

配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。

審査対象の陳情番号は、41、42、43､45、49、
50、52、53、57でございます。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

【堤委員】 50番「超高齢社会にチャレンジす
るシルバー人材センターの決意と支援の要望」

というのがありますけれども、シルバー人材セ

ンターの今の状況についてお尋ねしたいと思い

ます。会員数とか、今どうなっているのか、お

聞きしたいと思います。

【井内雇用労働政策課長】県下シルバー人材セ

ンターの会員数でございますが、令和2年度末

の数字になりますが、5,683人でございます。令
和元年度が5,879人でございまして、約3％の減
という状況でございます。

【堤委員】その数というのは年々下がってきて

いるのでしょうか。

【井内雇用労働政策課長】先ほど申し上げた令

和元年が5,879人に対しまして、平成30年度、
前年度が5,797人ということで、緩やかにではあ
りますが増加をしておったのですが、令和2年
度におきましては、コロナの影響もありまして

減少したという状況でございます。

【堤委員】人口減少が進み、そして高齢者が増

える中で、地域の中でいろいろなことに高齢者

が活躍をしていただくというのは大変有効なこ

とではないかと思っています。ここに「支援の

要望」ということで、国に対しても、それから

県に対しても、活動の資金というか、補助金を

確保してほしいという、そういう要望が出され

ているわけですけれども、これについて県とし

てはどういうふうに考えられるのか、お尋ねし

ます。

【井内雇用労働政策課長】県としましては、シ

ルバー人材センターの連合会に対して補助金を

毎年支出しております。その金額でございます

が、804万5,000円でございます。これに国の補
助金が同額交付されるというところでございま

す。この補助金につきましては、財政状況が厳

しい中というのもあるのですが、平成30年度か
らこの水準を維持しております。何とかシルバ

ー人材センターの活動に資する補助というもの

で維持をしていきたいと考えております。

【堤委員】財源に限りがある中で、ずっとこの

水準を維持してこられているということですが、

しかしながら「支援の要望」ということで出さ

れているわけで、本当に高齢者の人材を活かし
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ていく地域をつくっていくためにも、できまし

たら増額ができるような方向で努力をしていた

だけたらと思っています。

【久保田委員長】ほかに、質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ほかに質問がないようですの

で、陳情につきましては、承っておくこととし

ます。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

事前通告をされた委員の方で、ご質問はあり

ませんか。

委員 1人あたり、20分を目安に、よろしくお
願いします。

【川崎委員】通告に従って質問させていただき

ます。

1 番の事業者の資金繰り状況ということにつ
いては、先ほど議案の中で聞かせていただきま

したので割愛をさせていただいて、2 番目の委
託訓練の拡充というところでお尋ねをいたしま

す。

以前からこの制度はあるということは承知を

しておりますが、このコロナの状況に合わせて、

さらにスキルを上げていく、このようなことか

ら、国も柔軟な制度の新設ということに取り組

んでおられまして、いわゆる短期間、短時間の

訓練の設定があるかと思います。国の制度、そ

して県の委託訓練と、2 つ種類があるというこ
とは承知をしておりますが、短期、短時間訓練

を導入した経緯や、あるいは制度の概要につい

て、お尋ねをいたします。

【井内雇用労働政策課長】委員がおっしゃられ

ますように、短期、短時間の訓練がこのたび創

設をされているところでございますが、その背

景といたしましては、新型コロナの影響により

まして、例えば非正規職員の方が、勤務シフト

が減少して収入が減少するでありますとか、そ

ういう背景がありまして、それを踏まえて設け

られた制度でございます。

現在、長崎職業能力開発促進センター、ポリ

テクセンターが行う求職者訓練におきまして、

非正規職員の方などを対象にした短期、短時間

の訓練を開始されております。現在、並行して、

10 月以降開講の訓練の募集がされているとい
う状況でございます。

【川崎委員】柔軟な取組ということがあったと

思います。そして、いわゆる非正規の方も訓練

が受けられると、これまでにはなかった取組と

いうふうに承知をいたしております。国が、コ

ロナによって収入減、一方ではスキルアップを

するということで、非常にニーズに合致した制

度を導入してくれたなというふうに評価はいた

しております。

現在、県内でこの国の訓練、どのような形で

短期、短時間の分が展開されているのか、お尋

ねいたします。

【井内雇用労働政策課長】現在、県内におきま

しては、先ほど少し申し上げたのですが、ポリ

テクセンターにおきます求職者訓練というもの

がございまして、この求職者訓練は従来からあ

りまして、雇用保険を受給できない求職者の方

を対象にした訓練でございますが、このたび、

非正規、短期の求職者訓練については、雇用保

険に関係なく実施をされているところでござい

ます。

実施状況につきましては、今年度、6 コース
を設定されております。各コース 10 人程度の
定員で実施をされているところでありまして、

中には、そこまでの定員には満たないコースも

あるのですが、訓練としては、しっかりと進め
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ていただいているという状況でございます。

【川崎委員】こういう制度があるということを

お知らせするのは、恐らく、ハローワークが最

初の窓口でしょうから、そうなるというふうに

思いますので、ここは国の機関でしょうから、

しっかりと連携を取っていただきたいと思いま

すが、まず知っていただくことが大事なんだろ

うと思います。

このように国は取り組んでくださっておりま

すが、長崎県としてはどうなのか。これはホー

ムページ上でありますが、他県では導入を検討

している、そのような事例も調べさせていただ

きました。長崎県では、この短期間、短時間と

いうことについては、まだ踏み込んでいないや

に承知をいたしております。長崎県の認識をお

尋ねいたします。

【井内雇用労働政策課長】先ほど申し上げまし

たポリテクセンター長崎による求職者訓練なん

ですが、県の離職者向けの委託訓練と、このポ

リテクセンターの離職者向けの求職者訓練と、

従来から 2つございまして、求職者訓練のほう
が雇用保険を受給できない求職者、県の委託訓

練が雇用保険を受給中の求職者という、この 2
つの役割分担の中で進めてきまして、今回、こ

の非正規短期の求職者訓練については、雇用保

険に関係なく、ポリテクセンターのほうが柔軟

に対応をしていただいているという現状がござ

います。ただ、県としても、ポリテクセンター

が柔軟に対応いただいているので何もしなくて

いいというわけではなくて、そういう中でも、

県の委託訓練がどういうことができるかという

ところをしっかり検討する必要があるんだろう

と考えております。関係機関と協議の上、取組

を検討してまいりたいと考えております。

【川崎委員】ありがとうございました。やはり

ニーズが間違いなくあると思います。この期間

に、時間がある時に取り組んで、次のステップ

アップをしておこうということであれば、これ

は技量が上がれば、当然収入が上がるというこ

とにもつながっていきますし、長崎県全体の産

業の底上げということについても直結する内容

かと思います。それは数は少ないかもわかりま

せんけれども、1つ 1つを丁寧にやっていくこ
とが大事かと思いますので、この短期、短時間

の委託訓練についても、ぜひ前に進めていただ

ければと思います。よろしくお願いいたします。

次に、在籍型出向の取組状況について、お尋

ねいたします。

前回の委員会の時にも、在籍型出向について、

積極的に取り組んでいきたい旨、ご答弁がござ

いました。この制度は、別にコロナだからとい

うことで設定をされたものではなく、従来から

ある内容ということでございましたが、まず制

度の内容と、そしてこのメリットについて、お

尋ねをいたします。

【井内雇用労働政策課長】国の制度であります

産業雇用安定助成金というものでございますが、

こちらは在籍型出向による雇用維持を支援する

ということ、これがまず第一の目標として掲げ

られた制度でございまして、現在、解雇がある、

なしで国の助成率は変わってきますが、出向に

要する賃金、あるいはその他経費に対して、国

の助成率は 10分の 9または 5分の 4を支援す
るという制度でございます。これに県も上乗せ

支援を今年度から実施をすることとしておりま

して、当初予算に計上をしているところでござ

います。

この在籍型出向のメリットとしましては、先

ほど申し上げた雇用の維持というものがあるの

ですが、それに加えて、人材育成という面があ
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るかと思います。出向される人においても、そ

の経験を通して成長できるという面もあるかと

思います。また、出向を受ける企業においても、

業務の内容によるかと思うんですが、その出向

された方からの刺激を受けて、業務にプラスに

なる部分もあるかと思います。そういう幅広い

メリットがあるものと認識をしております。

【川崎委員】非常にすばらしい内容の事業であ

りますが、いかんせん、このことは私も恥ずか

しながら最近知ったわけでございまして、こう

いう取組がどれだけ県内に浸透しているものな

のか、現在のこのいわゆるマッチングといいま

すか、計画、どのような状況なのか、お尋ねい

たします。

【井内雇用労働政策課長】在籍型出向の実際の

マッチングにつきましては、産業雇用安定セン

ターのほうで現場で精力的に動かれているとい

う状況でございます。

現在の状況でございますが、9月 21日時点に
なりますが、出向元の県内企業の数のベースで、

11 社からの在籍型出向に関する計画が提出を
されているという状況でございます。

【川崎委員】11社で最低 11名はおられるので
しょうが、まだまだ制度のことをご存じじゃな

い方が多くいらっしゃるんだろうなと。やはり

この啓発に努めていただいて、先ほどおっしゃ

られたメリット、このことも経営者にわかって

いただくことで、随分とこのことが広がってい

くんじゃないかと思っておりますが、啓発につ

いて、どう取り組まれるか、お尋ねいたします。

【井内雇用労働政策課長】委員おっしゃられま

すように、在籍型出向に対する認知度というの

は、まだ低い部分があると認識をしております。

県におきましては、オンラインによる説明会を

去る 6月に開催いたしまして、こちらは産業雇

用安定センターと、あと現場の社会保険労務士

さんにも参加をいただいて、そういう観点から

の周知を図っているというところでございます。

ちなみに、そのオンラインの説明会の映像は県

のホームページで公開をしております。また、

新聞でありますとか、労働関係の機関紙にも随

時掲載をしておりまして、引き続き、制度の周

知に取り組んでまいります。

【川崎委員】 先ほど、雇用の維持、そして人材

の育成、能力の開発、全く違う会社に行って、

例えば違う仕事に就くと意外な発見があったり

するわけで、私もサラリーマンの頃には、随分

「えっ」と思うような人事異動も受けて、「えっ」

と思うような仕事もやらせていただきましたが、

振り返れば、本当にありがたかったなという思

いしか残っていない、そのような出向の経験を

させていただきました。やっぱりそういったと

ころが経営者の皆様がご理解のところで十分伝

えていくことによって、さらに広まっていくと

思いますし、まさに雇用は維持したいが仕事が

ないと、雇用調整助成金で雇用が維持されてい

る方があるとも思いますけれども、やっぱり人

間ですから、お休みするよりは、仕事に就いて

日々生き生きと働かれることが望ましいんじゃ

ないかと私は思いますので、そういった意味で

も、この制度をぜひ活用していただきたいと思

いますが、事業者側、いわゆる経営者側になる

かと思いますが、この制度を導入するに当たっ

ては、様々な乗り越えていかなければいけない

課題があるやに聞いております。

報道を拝見させていただきましたが、例えば、

就業規則を変更しなければいけない、そのため

には様々な内部の手続、そしてそれを労働局に

提出をしなければいけないというような実務も

出てくるのだろうと思います。その事業者の負
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担をどのように軽減をされていくのか、お尋ね

をいたします。

【井内雇用労働政策課長】雇用労働政策課にお

きましては、県の社会保険労務士協会と連携を

しまして、県内各地の社会保険労務士さんに県

のアドバイザーとしてご協力をいただいている

ところでございます。当初、雇用調整助成金の

制度がわかりにくいため、昨年度、20名の方を
アドバイザーとして設置したという経緯がござ

いますが、幅広くそのアドバイザーの方に、先

ほどおっしゃられました就業規則をどのように

具体に変えていいのかとか、そういう実務の支

援というものをやっていきたいと考えておりま

す。

【川崎委員】ぜひ、雇用の維持は本当に絶対や

っていただきたいと思いますし、能力の開発、

人材育成についても、いい制度と思いますので、

お進めいただきたいと思います。

最後に、障害者の働く場の開拓ということで

通告をさせていただきました。

第 11 次長崎県職業能力開発計画も今回、案
をご提出いただいております。この中において

も、障害者の障害特性やニーズに対応した職業

能力の開発というテーマで計画を述べられてお

ります。福祉の分野になってしまう部分が多分

にあろうかと思いますが、皆様も何とかして働

きたいという思いは、障害がある方も頑張って

おられます。しかし、なかなか長崎県は、法定

雇用率は大分いい方だとは思いますけれども、

一方で、雇用されていない企業も相当の割合い

らっしゃるわけで、そういった中において、ど

うすれば障害のある方がお勤めができるのかと

いうことについては、もっともっとやはり県も

働きかけをしていただきたい。つまり、多様性

のある働く場、こういった障害があるけれども、

こういったことができるんだということを開拓

していただくことによって、就労につながって

いくんだろうと考えますが、県のお考えをお聞

かせいただきたいと思います。

【井内雇用労働政策課長】 今回、11 次計画の
中で、障害者に関する職業能力開発ということ

で、その必要性についても盛り込ませていただ

いたところでございます。

先ほどおっしゃられましたように、法定雇用

率を達成している企業、県内で言いますと、約

63％が達成をしておりまして、これが全国 6位
という水準にはございます。しかしながら、逆

を言いますと、約 4割がまだ達成をしていない
状況ですので、まだ推進の余地はあるのかなと

いうことは考えております。

【川崎委員】 ぜひ、その約 4 割の方に働きか
けはもちろんですけれども、少し取り組む業務

といいますか、いろんな多様性が発揮できると

いうか、受皿を広げてもらう、ウイングを広げ

てもらうようなことも働きかけてもらいたいん

です。うちの会社はこの業務だから、せいぜい

やってもここまでと言われると、なかなかそれ

より先に行かない。例えば、最近はパソコンは

クリック一つでいろんなことができる時代があ

るじゃないですか。そうすると、こういった業

務がそちらのほうにシフトできますよというこ

とも皆様方で提案をされることによって、幅が

広がっていくんじゃないかと思います。ぜひそ

ういったところも企業の皆様に、国と共に働き

かけをお願いしたいと思いますが、最後にご決

意をお願いします。

【井内雇用労働政策課長】従来から、経営者の

方に働きかける機会としまして、障害者雇用セ

ミナーを開催しております。その内容で言いま

すと、例えば昨年度から、テレワークによる就
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労についても障害者の方の雇用としては可能性

があるんじゃないかと、そういうような投げか

けもしております。引き続き、この取組を強化

してまいりたいと考えております。

【久保田委員長】 ほかに質問はありませんか。

【山本(由)委員】 3項目通告をしていたんです
けれども、月次支援金につきましては、先ほど

予算のところで質疑をさせていただきましたの

で、残りの 2項目について質問をさせていただ
きます。

まず、コロナ行動制限緩和に対する県の対応

についてということで、第 5波が全国的にも改
善傾向ということで、県の方も先週、県全体の

感染ステージをステージ 2に引き下げて、外出
自粛要請とか時短要請を終了させて、観光キャ

ンペーンも再開をしています。国においても、

こうした状況を受けて、従来の各種行動制限を

緩和する方向で今、検討をされています。いよ

いよウイズコロナ、いわゆるアフターコロナの

行動について、現実問題として準備する段階に

なっていると思います。

そこで、産業労働部としての今後の行動制限

緩和に対する見解、また今後検討すべき事項に

はどういったものがあると考えておられるのか、

ご見解をお聞かせください。

【松尾産業政策課長】 ただいま山本(由)委員か
らございましたが、今後の行動制限の緩和とい

うことでございます。私どもも、報道、それか

ら国の新型コロナウイルス感染症対策本部から

も、「ワクチン接種が進む中における日常生活回

復に向けた考え方」といったような文書も参っ

ているところでございますが、その中で例えば

事例として挙げられておりますのが、飲食店に

つきまして、これまでの営業時間の短縮であっ

たり、酒類提供の制限、会食の制限、そういっ

たことを緩和できるように、ワクチンとか、検

査パッケージ、あとは第三者認証制度、そうい

ったものを用いて検討していくというようなこ

との文書が来ているところでございますけれど

も、実際のところは、私どももまだ報道レベル

といいますか、そういったところでしか認識は

しておりません。あと行動制限の緩和につきま

しては、直接の所管は、総務部のコロナ戦略チ

ームのほうで検討していかれることとなると思

いますけれども、その前提としまして、まず国

のほうでも、そういった実証実験といいますか、

そういったことをやっていくというような状況

でございますので、私どもとしても、そういっ

たものを今後注視していきたいといったところ

で、今のところは、部として行動制限に対する

見解といったところでは、はっきり申し上げる

ことができない状況でございます。

仮に、そういった緩和がなされた場合に、部

してどうするかということでございますけれど

も、もちろんこれまでも消費喚起策であります

ＧｏＴｏイート、そういったところも含めてア

クセルを踏もうとした矢先に感染が拡大すると

いったような状況を何度も繰り返してきており

ますので、もしこういったワクチン・検査パッ

ケージで行動制限がかなり緩和されるというこ

とになれば、消費喚起策ということについても

考えていく必要があると思っております。

【山本(由)委員】 産業労働部の関係といいます
と、お店の問題、それからあくまでも行動制限

緩和というのは、総務部がどうのこうのとかい

うことじゃなくて、経済回復の話なんですよね。

産業労働部の関係で考えると、飲食店とか、商

業施設、サービス施設の経営であったり、そう

いったものを考えていただきたい。そうなると、

利用するお客さんの側の問題と、それから利用
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されるお店側の条件をどうするのかと、具体的

な話になってくるんだろうと思うんです。国と

いっても東京と長崎では状況は違うだろうし、

一律の制限緩和ということは、わかりませんけ

れども、多分ないと思います。

お客さん側の条件というのは、今言われてい

るように、ワクチン接種であったり、陰性証明、

そういったものが中心になってくると思うんで

すけれども、お店側の条件としては、国の方で

も言われているのは、認証制度とかいうものが

一つの条件になってくるんだろうと。午前中、

吉村委員からも話がありましたけれども、新長

崎セーフティーであったり、あとコロナ対策飲

食店認証制度、これも所管としては県民生活環

境部になるんでしょうけれども、午前中のお話

からすると、想定が 1万 1,000件ぐらいあると
先ほど産業労働部長はおっしゃった。飲食店の

認証制度が直近で多分 1,970件だろうと思いま
す。ですから、1万 1,000件の 1,970件ですか
ら、今、認証を受けているところが 2割ぐらい
ではないかと。認証を進めるのは県民生活環境

部の方の担当なのかもしれないんですけれども、

例えば、国がもう認証制度を使いますよと言っ

た時に、2 割の人しか認証を取っていない状況
で対応できるのかというふうなことは考えてい

ただきたいと思うんです。

ですから、認証制度との関係であったり、あ

と飲食店の中でも、喫茶店とか定食屋さんみた

いな形の昼間主体のお店と、それから居酒屋と

かスナック、そういう夜間主体のお店、そうい

うふうに営業形態であったり、営業時間、客層、

こういったもので区別をしなければいけないよ

うな場合も出てくるんじゃないかということを

ぜひ所管というんですか、お店の営業とか経営

というふうな視点から産業労働部として考えて

いただきたい、そうなるかどうかはわかりませ

んけれども、検討材料として考えておいていた

だきたいと思うんですけれども、産業労働部長、

いかがですか。

【廣田産業労働部長】コロナの行動制限の緩和

につきましては、先ほどご説明ありましたよう

に、現在国において、自治体あるいは事業者と

の議論を深め、国民的な議論を踏まえ、具体化

が検討されるようなところでございます。ご指

摘のとおり、私どもは事業者支援という職責を

担っておりますので、今回の行動制限というの

は、主に飲食店等のサービス産業の営業活動を

回復させるという目的で検討されているものと

思っております。そこには、所管はそれぞれ庁

内で担当部局を決めておりますけれども、密接

に関連する部門がございますので、私どもとし

ても、先ほど産業政策課長が申し上げましたけ

れども、国の動向がどうあるかということをま

ず注視すべきだと思っております。その上で、

県内事業者の支援という視点に立ちまして、関

係部局と十分協議をしながら対応してまいりた

いと考えているところでございます。

【山本(由)委員】 ありがとうございます。今、

産業労働部長がおっしゃったとおりで、お店の

ことをわかっていらっしゃるのは行政の中では

やっぱり産業労働部だと思いますので、もちろ

ん国の動向もでしょうけれども、ぜひその辺の

状況も踏まえて、よろしくお願いします。

次に、県内就職の状況についてということで、

高校生、大学生の新規就職についてなんですけ

れども、数字を確認させていただきたいんです

けれども、高校生全般については、今春の県内

就職率が 69.9％ということで、非常にいい成績
を収めておられるんですけれども、長崎県総合

計画チャレンジ 2020 の計画目標数値の中に、
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工業高校生の県内就職割合を 40％というのが
たしかあったかと思うんですけれども、この数

字の実績はどうなっているのでしょうか。

【宮本若者定着課長】私どもで公立、私立含め

ての目標を 65％としておりまして、工業高校の
方が、高校教育課でそこを主に所管しておりま

すので、すみません、今直ちに数字が出てまい

りません。

【山本(由)委員】 わかりました。私が所管まで
見てなかったんですけれども、長崎県総合計画

チャレンジ 2020 のところは、工業高校生の県
内就職割合となっていて、新しい計画のほうで

は、この目標数値ではなくて、建設業における

県内高校生の県内就職率と、この表現が変わっ

ていたものですから、私がそれを押さえてなか

ったものですからお聞きしました。所管が違う

ということでしたら、もしわかりましたら、ま

た後日教えていただければと思います。

次に、来春の県内就職の見込みについてなん

ですけれども、こちらにも少し書いてあるんで

すけれども、昨年は、高校では県内企業の 10
月時点の採用計画に対する未充足情報をリスト

アップして全校に配付をしましたということと

か、キャリアサポートスタッフを工業高校では

専任にしたとか、こういうような取組が功を奏

したというふうなご説明がありました。

一方で、長崎労働局の資料を見ますと、令和

4年 3月、来年の新卒者に対する求人というの
が 6月末時点、多分締切りだと思いますけれど
も、去年より 400人ぐらい増えていると。それ
から、これはちょっと古いんですけれども、5
月末時点の高校生の就職希望では、県内就職を

希望する生徒の割合が去年よりも 5％ぐらい増
えているというふうな数字が出ていました。今

年度のこれまでのこういう状況を踏まえて、そ

れからこれまでの施策も踏まえて、来年 3月の
新規学卒者の県内就職の見込み、それから大学

生については、10月 1日を迎えて、かなり内定
しているのかなと思うんですけれども、大学生

の状況も含めて、来春の卒業生に対する今後の

取組について、改めてご説明をお願いします。

【宮本若者定着課長】 まず、高校生は、委員お

っしゃられたとおりに、求人数が 6月末時点で
3,100になっておりまして、1年前が、その3,100
に相当する数字が大体 2,700ぐらいでしたので、
6 月末までの求人としては、大事な時期の求人
なんですけれども、ポイントでいきますと

13.5％回復しているというところで、これは県
内の求人がそれだけ回復しているということは、

それだけ選択肢が戻ってきている、一昨年に比

べれば、まだもうちょっと少ないというところ

でありますが、そういった状況は現場のほうで

も求人票で確認をしながら対応しているところ

でございます。

それから、希望の方も、5月 15日現在労働局
発表になりますけれども、確かに昨年度と比べ

たら 4.6％ぐらい県内を希望する子が多いとい
うことで、大きくは生徒本人の意思も希望が伸

びている、そして求人状況も回復傾向にあると

いったところを当然つかまえながら、そこで丁

寧に県内の求人票を 1 つ 1 つ案内していると、
そういったところでの、先週 9 月 16 日が高校
生の民間企業の試験がスタートするというとこ

ろでございますので、今、だんだん合否が出て

きているところなんですけれども、そういった

状況です。残念ながら不合格になった生徒につ

いては、一昨年からやっておりますけれども、

引き続き、未内定対策をやっていきたいと考え

ているところでございます。

一方、大学生につきましては、今後の見通し
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ということでありますと、例年、大学生の就職

活動というのは、簡単に言うと自由に動いてお

りますので、大学に都度都度報告があるという

ものでもございません。ですから、例年であれ

ば、10月末あたり、1か月後ぐらいからだんだ
ん把握できるものでございまして、今日現在ど

うかと言われると、把握するのは困難でござい

ます。

ただ、大学の方も、私ども、今の 4年生を対
象に、この 3月からオンライン説明会をやって
おりまして、これにつきましては昨年度よりも

参加が非常に多いような状況ですので、期待を

持ちたいと思っているところでございます。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。前
回もちょっと申し上げたんですけれども、県内

の企業というのも、いろんな賃金の改定であっ

たり、働き方改革、福利厚生の向上、それから

求人票の早期提出、そういった形で、とにかく

採りたいということで努力をされています。県

の方も、以前から長崎の暮らしやすさというふ

うな形のものをＰＲしながらやっていらっしゃ

いますので、こうした企業の方の努力も踏まえ

て、何とか学生の皆さんに届くような形で引き

続き取り組んでいただければと思いますので、

よろしくお願いいたします。

それから、ＵＩターン就職も書いていたんで

すけれども、昨今の地方回帰というふうな流れ

に加えて、コロナ禍で生活様式の変化というこ

とで、地方へのＵＩターンの転職を見据えた移

住が増えているというふうな報道は見るんです

けれども、実態はどうなのかわからなかったも

のですから、本県でのＵＩターン就職の現状と、

特に昨年からのコロナ禍における状況と取組に

ついて、ご説明をお願いします。

【川口雇用労働政策課企画監】転職希望者の動

向というのは県のほうでは押さえていないんで

すけれども、労働局の報告によりますと、コロ

ナ禍においては、求職者については、引き続き

求職活動を控える動きも見受けられるというこ

とも言われています。一方、求人については、

若干回復してきているという状況でございます。

あと、国の厚生労働省が出している「労働経済

の分析」の中でも、2020 年（令和 2 年）の状
況を見ますと、転職者は減少傾向にあるという

ことが出ております。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。
県のほうでも、ＵＩターンの方も含む転職者

の方のいわゆるオンライン面談会みたいな形の

ものを最近されています。また今後もされると

お聞きしておりますので、こちらのほうも併せ

てよろしくお願いしておきます。

最後に、長崎県職業能力開発計画についてな

んですけれども、ざっと見せていただいたんで

すけれども、結局、産業構造のサービス化であ

ったり、それからＤＸの加速化という中で、計

画の狙い、視点とか、施策体系の総論について

は読んでいてなるほどと思いますし、大まかに

理解はできるんですけれども、どうしても具体

的なイメージが湧かないんです。ですから、今、

働いていらっしゃる方から見て、例えば、新し

い仕事というのはどういうものなのか、今自分

がやっている仕事がどういうふうに変わるのか、

そのために何をしなければいけないのか、どう

いうスキルが必要なのかと、これが従業者の方

本人もそうでしょうけれども、経営者の方も、

これはＤＸの時も同じなんですけれども、経営

者の方自体が出口が見えていない、完成形とい

うのが見えていないというふうな印象を持って

います。これは私自身含めてなんですけれども。

ですから、この計画は計画でよしとして、具体
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的に、今の職業であったり、年代、ライフステ

ージごとにずっと細分化して書いてありますの

で、最終的なゴールのイメージであるとか、そ

れをどこで、どうやって、どれくらいの期間で

身につけられるのかというようなロードマップ

というんですか、チャート、そういったものを

ぜひこの計画書に添付をして、目に見える形で

周知を図っていただきたいと思うんですけれど

も、この点だけお伺いします。

【井内雇用労働政策課長】職業能力開発計画で

ございまして、この計画の目的としては、個々

人の求職者の方が就労に当たって必要とする技

能そして知識を身につけて、確実に訓練後の就

職に結びつくということでございます。

ゴールのイメージとしては、今申し上げたお

1人お 1人のというところがあるのですが、大
きな流れとしては、デジタル化、そういうスキ

ルもより必要になってくるであろうというとこ

ろで、ＩＴ分野の訓練を強化したいということ

を今回の計画の一つの特徴として記載をさせて

いただいたところでございます。

目に見えた形で周知を図るということは非常

に重要でございます。文字だけの計画というの

は、なかなか入ってこない部分もありますので、

そういう形で見せる形というものも今後検討し

てまいりたいと思っております。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。県
計画は本当に立派なものができているんだと思

うんですけれども、やっぱり読むだけで終わっ

てしまいますので、ぜひ今おっしゃったような

絵でわかるような形のものも添付していただけ

ればと思いますので、よろしくお願いします。

【久保田委員長】 ほかに質問はありませんか。

【堤委員】 2点通告していましたので質問しま
す。

県内の経済雇用の動向について。

説明資料の追加1の方に差し替えで書かれて
いますけれども、県内の状況というのは日銀長

崎支店が、7月も9月も同じような表現で、緩や
かに持ち直しているが、感染症の影響から引き

続き足踏み感が見られる、となっていますけれ

ども、その「緩やかに持ち直している」という

ところがあまり実感が持てないというか、いろ

いろ事業者の皆さんにお話を聞いてみても、去

年よりきついとかいう声を聞くんですけれども、

県内の状況について、県としてはどう見ている

のか、お尋ねします。

【松尾産業政策課長】 この日銀の経済概況の9
月公表分におきましても、「長崎県の景気は緩

やかに持ち直しているが、感染症の影響から引

き続き足踏み感がみられている。」といったよ

うな表現がございます。これに関しましては、

例えば、公共投資であれば高水準で推移してい

る、それから設備投資でも大型案件が増加して

いると。その一方で、個人消費については、サ

ービス消費への下押し圧力が強い状態が続いて

いる、観光では、落ち込んだ状態となっている

といったようなところで、業種によってかなり

違いがございますので、そういったところで、

ある部分では持ち直しが見られるけれども、全

体としては厳しい状況といったような表現にな

っていると思っております。

【堤委員】公共投資や設備投資は好調であると

いうことでしたけれども、その好調なところ、

コロナ禍にあっても好況を呈している業種とい

うのは、どういうところに理由があるのか、お

聞きしたいと思います。

【松尾産業政策課長】飲食とか宿泊、小売等に

つきましては、当然のことながら、人流が縮小

していることの影響、これによります消費の低
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迷といったようなところが大きく響いていると

思いますけれども、公共投資でありますとか、

工場においての設備投資、こういったところに

つきましては、あまり人流といったようなとこ

ろの影響がないというところが違いかと思って

おります。

【堤委員】不要不急の外出の自粛要請、飲食店

の制限とか、そういうものはありましたから、

そういうことに関係なしにされている業種では、

引き続き活発に活動されていると、そういうこ

とだと思います。

それで、「サービス消費への下押し圧力」と

いう表現があるんですけれども、この下押し圧

力というのはどういうことか、経済用語なんで

すか。どういう意味でしょうか。

【松尾産業政策課長】日銀の金融経済概況であ

ったり、財務省が出します概況におきましては、

こうした例えばマインドとか、下押し圧力、平

たく言えば厳しい状況そういうことだと思うん

ですけれども、表現としては、こういった表現

が多いというふうには感じておりますが、率直

に言って厳しいということを表現しているんだ

と思っております。

【堤委員】 下押し圧力の逆は何なんですかね。

今、コロナ禍が1年以上続いて、今までにない
厳しい経営状況で、今までこんなことありませ

んでしたとか、これ以上融資もままならないと

か、そういう声をいろいろ聞くんですけれども、

国が再度、持続化給付金を給付するべきではな

いかと考えるんですけれども、全国知事会なん

かからも、いろいろな経済対策、働きかけがあ

っていると思うんですが、県として、国にどう

そういうことを働きかけていかれるのか、お尋

ねします。

【松尾産業政策課長】委員ご指摘がございまし

た全国知事会に対しては、私どもも、単独でそ

ういった要望をするということもございますけ

れども、今の状況でありますと、全国知事会そ

れから九州知事会、そういったところで先ほど

お話にありました持続化給付金であったり、家

賃支援給付金、そういったところを再度給付し

ていただけないかといったようなお願いという

のは常々やっているところでございます。

【堤委員】力を合わせて国に対して要望をしっ

かり言っていただきたいと思います。

もう一つの質問に移ります。産業人材育成奨

学金返済アシスト事業について、お尋ねをしま

す。

この制度ができてから、県内企業に就職して

3年が経過した人への返済支援が今年度から始
まったとか、始まるとか聞いていますけれども、

具体的に、どのように支給されるのか、お尋ね

します。

【宮本若者定着課長】 この制度ができて5年た
つんですけれども、先ほど委員おっしゃられた

ように、対象企業に県内で3年働いたことを確
認して支給ということなので、今年度がちょう

ど4年目になりますものですから、3月31日で丸
3年働いているということを確認して、支給す
る初年度になります。それにつきましては、対

象が、150万円を上限にしているんですけれど
も、3年たったらその半分ということで、借入
額によりますけれども、平たく言うと、上限ま

でいっている人は150万円の半分の75万円を今
年度、3年たったということを確認して、本人
の方に振り込むというような流れでございます。

【堤委員】そうしたら、もう対象者には振り込

まれているわけですか。

【宮本若者定着課長】タイミングとしては、先

日、そういった決裁もろもろをやっておりまし
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たので、厳密にはわかりませんけれども、入っ

ているか、もう間もなく入るかといった状況で

ございます。

【堤委員】この事業の対象業種について、製造

業とか、建設業、関連の業種、それから県の企

業誘致に応じて協定を締結して県内へ立地した

企業などが主な対象業種となっていますけれど

も、この業種の選定というのは、どういった観

点で行われているのか、お尋ねします。

【宮本若者定着課長】 これは制度設計は5年ぐ
らい前と申し上げましたけれども、その時に、

もともと県の産業、製造業であったり、建設業、

そこをリードしていく人材を確保しよう、リー

ダー的人材の育成とか、確保を図るというのが

この事業の概念でございまして、そうなった時

に、長崎県としては、製造業であるとか、建設

業あるいは観光、それから誘致の方、そういっ

たところを対象業種として選んで、そういった

ところで活躍していく人材を育てていこうと。

県としては、その時に、製造業、建設業、観光

業等というところの人材を育てていくんだとい

うふうに考えたというところでございます。

【堤委員】このアシスト事業の文書にも、将来

の地域産業を担うリーダーとなる人材の確保、

定着を図るためというようなことが書いてある

わけですが、製造業、建設業、また県の特色あ

る産業、そういうところを盛んにしていく、優

秀な人材を確保するためというような選定で、

そうしたら、県内で就職をしても、これに入ら

ない企業への就職者は、この制度は利用できな

いと、そういう理解でいいのですか。

【宮本若者定着課長】委員のおっしゃるとおり

でございます。

【堤委員】いろんな業種ありますけれども、そ

ういったところからしっかり進めていくという

ことで、一定これは本当に頑張っていただきた

いと思いますし、本当に助かる若者もたくさん

いると思うんですが、この事業、年々採用する

のは大体50人ぐらいですか。だけれども、申込
み者の数というのは、どのようになっているの

でしょうか。

【宮本若者定着課長】 まず、認定するのは、こ

の5年間で毎年55名認定をしております。直近
の今年度の申請は122名、1年前が81名、もう1
年前が75名、そんな感じで、少しずつですが増
えてきている状況にあります。

【堤委員】 認知度が高まって、高校生、大学生

が、こういう制度があるんだ、利用してみよう

という若者が増えているということ、そしてこ

れを利用して地元の企業に就職しようと、そう

いうふうに思う人たちが増えてきているという

ことではないかと思います。

今回、最初の返済の支援、振り込まれるとい

うことで、これを受けた若者の声というか、こ

れを利用した若者の声をこれから広く知らせる

ことができたら、制度の周知とか、県内企業の

関心もますます高まっていくのではないかと思

いますが、どんなふうにされるのか、お尋ねし

ます。

【宮本若者定着課長】今年度、初めての支給に

はなります。ただ、以前も、支給予定者の声と

いったところで、全世帯広報誌とか、そういっ

たところで取り上げたところではございます。

ただ、今後、本当に支給された人になりますの

で、委員がおっしゃるとおり、そういったとこ

ろの声を広く広めていくことは大事かと思いま

すので、当然、大学へのＰＲペーパー、あるい

は私ども、就職情報誌で「ＮＲ」というものも

あり、そういったところで特集を組むとか、い

ろいろ高校に出かけて話す場面もありますし、
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そういったところで様々な広報媒体あるいは場

面をつかまえて、受給者の声もしっかりと届け

てＰＲしていきたいと思います。

【堤委員】大学の学費が高騰して、そして家計

収入が減少して、本当に奨学金に頼らなければ

進学できない学生がどんどん増えてきています。

卒業しても、収入がなかなか得られなかったり、

奨学金の返済で非常に重荷に感じる人たちも増

えてきていると思いますので、こういう制度を

しっかり周知して、そして県内企業に優秀な若

者にしっかり入っていただく、そういうために

も、これからもしっかり取り組んでいただきた

いと思います。

【久保田委員長】ここで換気のためにしばらく

休憩いたします。

14時 50分から再開いたします。

― 午後 ２時３８分 休憩 ―

― 午後 ２時４９分 再開 ―

【久保田委員長】 再開いたします。

引き続き、所管事務一般に対する質問を行い

ます。

事前通告をされた委員の方で、質問はありま

せんか。

【西川委員】 議案の中でも、9月補正5,700万
円の外国人材受入促進事業費が出ていますが、

この予算と違った目的、角度でお聞きしたいと

思います。

外国人労働者が県内にも建設業、縫製業など、

あらゆる業種に入っていると思います。その中

で、コロナ禍の中で、出国、つまり帰国されな

い方のビザはどうなっているのでしょうか。

それと、どのような業種に、どれくらい外国

人労働者が就業しているのか、その全県の就労

の実態について、お知らせいただきたいと思い

ます。

【井内雇用労働政策課長】現在、国際的な人の

往来が制限をされております中で、技能実習生

も1号、2号、3号と、それぞれ年限が区切られ
て、2号3年目終了時には一旦帰国しなければい
けないというものがございます。その帰国自体

も今は思うようにできないという状況でござい

ますが、それの対応の一つとして、時限的であ

りますが、技能実習の在留資格の変更を国の方

は認めております。また、技能実習から特定技

能に移られるという方も中にはいらっしゃいま

す。さらに、帰国はなかなかできないのですが、

国によっては、チャーター機が出て、一部では

あるのですが、そういうチャーター機の機会を

活用して帰国されるという方もいらっしゃると

いう状況でございます。

それから、県内外国人労働者全体の状況でご

ざいますが、直近の数字では令和2年10月末に
なるのですが、長崎県内で6,178人の外国人労働
者の方がいらっしゃいます。この数字について

は、前年同期から200名ほど増えていると。コ
ロナ以降も、昨年の夏から秋にかけて、往来で

きる時期もありましたので、そういうものを反

映して、全体で200人増加をしているという状
況です。

業種別で申し上げますと、食料品あるいは繊

維関係を中心とした製造業が2,035人で全体の
33％を占めております。続いて、卸・小売業が
941人で全体の15％、その次が、農業として671
人、全体の11％を占めているという全体の状況
でございます。

【西川委員】結構な人数が働いておられると思

います。実は、私の地元平戸でも、縫製業、そ

して今現在、コロナのために入国されない状態

ですが、インドネシアからのまき網、それから
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もうすぐ来るんじゃないかというお話を聞いた

のですが、建設業関係の従業者の入替えとかの

うわさも聞いておりまして、宿舎を民家をもう

用意しているとか、そういうところのお話も聞

きました。

そういう中で、不法滞在、要するに、ビザが

延長されていないとかという話が県外では事件

として出たりしますが、県内は、その辺、今、

在留資格の延長とか、特別措置とかで大丈夫か

なと思ったんですけれども、コロナと関係なし

に、行方不明者が昔よく出ていました。そうい

う面での、いい意味での管理監視体制というか、

そういう把握状況などがわかっておりましたら、

教えていただきたいと思います。

【井内雇用労働政策課長】まず、外国人労働者

の失踪でございますが、こちらは全国の数字に

なりますが、2019年で8,796人で、前年の2018
年は9,052人ということで、9,000人前後で推移
をしているという状況でございます。なお、こ

の失踪の数については、本県、県レベルの数字

というのは公表されていないところでございま

す。失踪に当たって国の調査がございまして、

失踪事案においては、残業時間の不適正であり

ますとか、賃金の不払い、そういう不正行為が

多く見られるという調査結果がございます。

この適正な労務管理が行われているかという

ところは、外国人労働者の方も問わず、すべき

ことではありますが、長崎労働局が今年、令和

3年1月に発表しました技能実習生の実習実施
者の主な違反事項ということで、やはり賃金支

払い、あるいは労働時間の関係の違反事項が多

くなっているというところでございます。

労働局あるいは労基署におきまして、監理団

体あるいは実習実施者、受入れ企業に対しまし

て、労働基準関係法令の周知、啓発を努めると

いうのはあるのですが、その中で、疑義のある

企業に対しては、監督指導を実施しているとこ

ろでございます。国におきましても、外国人技

能実習機構というものが平成29年に設立をさ
れておりまして、その機関と情報共有、連携の

上、現在、指導を強化しているというところで

ございます。

【西川委員】大体わかりましたが、賃金未払い、

低賃金、労働条件の劣悪とか、そういう面はで

きるだけ県としても把握しておっていただきた

いと思います。

それで、医療、福祉、介護などの業種に対す

る今後コロナが落ち着いたら入ってこられるの

が、どれくらいの話があっているのか、その数

がわかっていたら教えていただきたいと思いま

す。

【井内雇用労働政策課長】 医療、福祉、介護別

に今後何人入ってくるかという数字は、すみま

せん、把握はできていないんですけれども、午

前の補正予算の中でありましたように、今年度

というスパンで見ると、県内で少なくとも500
人が入ってくると、それが見込まれるという状

況でございます。

【西川委員】県内、国内でもそうと思いますけ

れども、今までが医療、介護、福祉人材に対す

る給与が低かった。大分待遇改善をなされてき

たと思いますが、まだまだ人材不足、相当過重

労働などの話も聞きます。そういうことで、や

はりどうしても外国人労働者の力を借りなけれ

ばやっていけない。高齢化がますます進んでい

ますので、そういう面で、安全確保をしながら

の外国人就労者の確保に努めていただき、それ

を監督指導していってもらいたいと思います。

【久保田委員長】 ほかに質問はありませんか。

【吉村委員】 2点ほど通告をしておりましたの
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で、質問させていただきます。

まず、「県内経済状況について」と大枠で表

題がついているのですが、先ほど堤委員からも、

まさに私が聞こうと思っておったような質問が

あったので多くは聞かないですが、この日銀長

崎支店の県内金融経済概況、これがずっと発表

されるわけですね。これは2か月に一回だった
か、3か月に一回か、四半期に一回だったか。
この同じ文章がずっと続いていると思うんだけ

れども、もう何回この同じ文章が続いているか

数えたことはありますか。

【松尾産業政策課長】数えたことはございませ

ん。

【吉村委員】この全く同じ文章がここ数回続い

ているはずよね。だから、これだけではわから

ない。でも、政府が9月に発表した月例経済報
告ということ、これも同じような文章なんだけ

れども、金融機関じゃなくて、国、いわゆる行

政機関が発表しているわけです。だから、そう

いった意味で、長崎県版のやつを県が概況報告

をやるということを考えたらどうかと思うんだ

けれども、いかがでしょうか。

【松尾産業政策課長】委員から今お話のござい

ました県独自の経済概況というところでござい

ますけれども、なかなか全体を把握するという

のが今のところ難しい状況でございまして、数

値としてどう表していくか。県のそういった数

値、統計的なものとしましては、県民経済計算

ということで、タイムリーではなくて、かなり

遅れた状況で発表がされるところでございます

けれども、私どもとしまして、その数値を逐一

把握するというのもなかなかちょっと難しい状

況がございまして、今すぐにそういったものを

発表できる状況にあるというふうにはお答えで

きないところでございます。

【吉村委員】 20分しかなかけん、だめならだ
めと。ただ、これは提案やけど、やっぱり国が

言うということは、行政機関が言うということ

は、いろんな角度から見れるわけよ。金融機関

は、やっぱり金融機関としての見方、ここにな

っていくので、文章がてきめん、こういう文章

になっていくと。行政機関やったら、いろんな

手だてをしよるたいね。だから、そういった意

味で、もっと違う表現とか、文章的にも、少し

ここら辺が変わってきよるんだとかいうような

ことが言えないかなと思って、こういう文章だ

け見ていると非常に寂しいわけです。だから、

そういう意味で、忙しかろうけれども、さっき

から何回も言うけれども、そういうものも考え

てみてほしいと思いますので、よろしくお願い

します。

それから、その経済対策ということで、特に

佐世保市なんですけれども、佐世保重工（ＳＳ

Ｋ）の事業再構築、ここについて非常に懸念を

しているわけで、県は、希望退職者について支

援を行っていると。それで248名の応募があっ
て、関係機関と連携して支援をしていると、こ

ういうことが書いてあるんだけれども、その下

には、関連する協力企業の受注獲得の支援につ

いては、去る8月5日に県産業振興財団による取
引マッチングの商談会を行ったほか、企業の県

外訪問への同行による受注獲得支援を行ってい

るというふうに報告したんだけれども、ここら

辺の中身について、具体的に何か言えることが

ないか、お尋ねします。

【末續企業振興課長】ＳＳＫの特に協力企業に

対しましては、委員がご指摘のあったとおり、

協力企業に対する取引のマッチング等を県の産

業振興財団の方で担わせていただいております。

コロナ禍の中でも、7月は県外での商談会に対
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しまして、組合の企業6社が参加をいたしまし
て、また8月に、県内でビジネスマッチングフ
ェアを開催いたしましたところ、ここにも7社
がご参加いただいております。それ以外にも、

いろんな仕事を取る時に、いわゆる営業の訪問

の際、産業振興財団の職員が同行訪問するなど、

いろいろな形で新しい仕事を取ってくるための

支援というのをしておりまして、一定協力企業

の中で、特に加工をされるところを中心に動き

はあるところでございます。

【吉村委員】特にＳＳＫということに特化して

聞いたつもりやったんだけれども、それについ

ての具体的な成果というのがあれば、後でもい

いですから教えてください。具体化しておかん

とわからんですね。7社が来ました、仕事が取
れたのかと。取れたならオーケーだけれども、

参加しただけではオリンピックになってしまう

んだ。

それで、そういういろんな動きの成果の一つ

かと思うけれども、この9月21日発表のふくお
かクリエイト株式会社の佐世保市への立地決定、

これについて、多分、この立地場所が立神町だ

から、これは旧ＳＳＫのところとなるんだけれ

ども、中身について、もう少し教えていただけ

ますか。

【香月企業振興課企画監】ふくおかクリエイト

の立地につきまして、立地場所は、ＳＳＫの立

神の正門近くに民間の物件がございまして、そ

こを今回借り上げられて、9月21日に事業を開
始されておられます。先ほどの説明の中でも申

し上げましたけれども、今のところ、5年間で
31名を採用されるというようなことで、ＳＳＫ
を希望退職される方なども含めて採用が見込ま

れている状況でございます。

【吉村委員】よくわからないんだけれども、福

岡造船株式会社が佐世保市への立地を決定し、

長崎県は、同社の子会社であるふくおかクリエ

イト株式会社と佐世保市との間に立地協定を締

結しましたという、何でこがんごちゃごちゃせ

んばいかんとかなと思うんだけれども、そこら

辺はどうですか。

【香月企業振興課企画監】ふくおかクリエイト

は、今回佐世保市に立地するに当たって設立さ

れた会社でございまして、資本は、記載の福岡

造船の資本でございます。進出される企業がふ

くおかクリエイトとなりますので、県、市と進

出企業のふくおかクリエイト、こちらの3者で
立地協定をしたところでございます。

【吉村委員】 わかりました。ざっくり言うと、

ＳＳＫがもう新造船をやめるということが決定

して、それで代わりにじゃないけれども、福岡

造船が入ってきて、ＳＳＫの一翼を担うという

ことで捉えていいものかどうかというところな

んですが、いかがですか。

【末續企業振興課長】福岡造船につきましては、

本社は福岡でございまして、実は、長崎市内に

事業所を設けております。今回、ふくおかクリ

エイトという形で設計専門の会社を立ち上げら

れたわけですけれども、基本的には、福岡造船

自身が建造する船の設計及び他社で今、設計人

材等が少ない状況がございますので、他社から

の設計の受託も将来的には視野に入れた立地と

いうことでございます。

【吉村委員】 それなら、結局は、この立神で船

を造ることはない、設計だけということですか。

確認。

【末續企業振興課長】そのとおりでございます。

【吉村委員】船を造ってくれるのかなと半分期

待しておったんだけれども、そこら辺、可能性

がないわけではないのかなと思うんだけれども。
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それはＳＳＫもドックは余ってくるし。だから、

そういう意味で、福岡造船を見ていると、売上

高は令和3年3月期で275億円と、結構な会社な
んだね。だから、そういった意味で今後も対応

をやっていただければと思います。長崎なんか

も前からこれはあったんだろうと思うけれども、

その縁で佐世保にも立地してきたということと

思うので、なお一層、こういうところと連携を

して、ＳＳＫのリカバーをしていくというか、

そういうことをお願いしたいと思います。

もう一つ、工業誘致で、相浦工業団地が令和

元年10月に分譲開始して、今まで全然動きがな
いというところについて、佐世保市と産業振興

財団とは、市の職員を1～2名派遣、県も平成24
年より佐世保市立地推進局に1名派遣というよ
うなことでやってきていますと出ているんだけ

れども、これまでの間、ここの動きということ

については、どうですか。

【香月企業振興課企画監】相浦工業団地への誘

致のご質問でございますけれども、もともと佐

世保市につきましては、地元佐世保高専ですと

か、工業高校がございます。工業系人材の育成

が進んでいるというふうな点と、造船業で培っ

た高い金属加工の技術を持たれている地場の企

業がございますので、そういった進出時の協力

企業の体制が整っていること、あと製造業の世

界で言いますと、北部九州に大手製造業の生産

拠点などがございまして、そちらの方とのアク

セス、こういったことを佐世保の売りとして企

業に働きかけをしているところでございまして、

関心を持たれている企業もおりますので、コロ

ナ、この状況を見ながらになると思いますが、

立地決定に向けて、まずは現地視察を誘導しな

がら誘致活動を進めていきたいと考えていると

ころでございます。

【吉村委員】今の話で、ずっと継続して努力を

しているということはわからんこともないけれ

ども、令和元年10月といえば、今月で令和3年9
月なんです。約2年たってしまっているわけで
す。だから、コロナの状況があったとはいえ、

これを造る時は、ばたばたやって造ったものね。

そういう記憶があるんだ。そんなに急いでどう

するの、というごたったけど、それがこうやっ

て2年も全然決まらんままに残っているという
のは、ゆゆしき問題になるんじゃないかと思う

ので、引き続き早い立地をしていただくように

お願いします。

それから、次の海洋再生可能エネルギー事業

ですが、これは五島市沖洋上風力発電合同会社

が今年の6月に決定をしたという報道がありま
したね。それで、今9月で、3か月したたってい
ないのだけれども、その後の動きとか、いわゆ

る事業計画、ここは区域指定を受けてやるわけ

だけれども、そういうことの中身がわかってお

れば、お知らせをいただきたいと思います。

【黒島新産業創造課企画監】五島市沖の促進区

域につきましてでございますが、これまで指定

の経緯といたしましては、令和元年12月27日に、
国内初の洋上風力の促進区域に指定されており

ます。その後、令和2年6月から国の公募が開始
されまして、令和2年12月に公募が締め切られ、
約6か月間の国の審査期間を経まして、令和3年
6月に選定事業者の公表が行われたところでご
ざいます。

委員がお尋ねの今後のスケジュールでござい

ますが、選定された発電事業者を新たに加えた

形で国、県、市、関係漁業者の皆様等が構成員

となっております地域協議会を開催いたしまし

て、そこで具体的な工期等の発電計画を説明い

ただく予定となっております。
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そのスケジュールにつきましては、新型コロ

ナウイルスの感染状況等がございますので、そ

のあたりを考慮しまして、国そして発電事業者

の方で現在調整中ということで伺っております。

【吉村委員】 会社が決まって、今、スケジュー

ルと言ったんだけれども、地域協議会で今から

いろいろと検討されるんやろうけれども、まず

応募するに当たって、この合同会社が計画した

事業計画とかがあるんじゃなかろうかと思うん

だけれども、出力規模がどれぐらいを想定され

ているのかとかいうのはわかりませんか。

【黒島新産業創造課企画監】詳細の事業計画に

つきましては、国の方に公募で提出されており

まして、私どもは把握できないものとなってお

りますが、発表された資料によりますと、出力

規模につきましては、発電機が1基当たり0.21
万キロワットを8基設置ということで、総発電
量といたしましては1.68万キロワットというと
ころで詳細を発表されております。

【吉村委員】今、キロワットで言ったんだけれ

ども、約16メガという話。今、浮体式の洋上風
力が1本立っているよね。これも大体2メガで、
これが建設された時に費用は幾らぐらいかかっ

たのかなと思うんだけれども、そういうものを

調べたことはありますか。

【黒島新産業創造課企画監】現在立っておりま

す洋上風力発電の風車につきましては、複数年

かけまして環境省の補助事業で設置されている

というところでございますので、あの単体1基
当たりでどれくらい費用がかかったのかという

のは、私どもは把握できなかった状況でござい

ます。

【吉村委員】そこら辺は興味を持って、大体ど

れぐらいかかったのかなとかいうのを調べてみ

たらと思うんだ。何でそういうことを言うかと

いうと、今度2メガが8基立って16メガ。そうす
ると、これの経済効果とかなんかいつでも言う

じゃない。その時に、建設総費用がこれぐらい

になるんですよ、その中で、地元への経済効果

がこうなんだとかいうことを言ってほしいわけ

です。だから、そういうところも調べて、いわ

ゆるサプライチェーンも確立するんだと言うや

ろう。だから、そういうことの準備も進めてい

ますか、どうですか。

【黒島新産業創造課企画監】先ほどお話しさせ

ていただきましたとおり、具体的な事業計画に

つきましては、今後、発電事業者から説明いた

だくご予定と国からお伺いしておりまして、現

時点におきまして、その正式な投資額でありま

すとか、県内企業への受注見込み額については

承知していないところでございますが、国が洋

上風力発電の調達価格の算定において示しまし

た想定値から試算をさせていただきましたとこ

ろ、設置に要する初期投資費につきましては、

16メガ当たり約95億円程度というところの試
算が算出できるところでございます。そうした

ところから、我々といたしましても、各分野へ

の中核企業等に発注が行われるものと考えてお

りますので、当該中核企業でありますとか、県

内企業のサプライチェーンの構築及び受注体制

の強化に取り組むことで、県内企業への最大限

の受注の獲得を目指してまいりたいと考えてお

ります。

【吉村委員】 大体100億円ぐらいやなと思って
見るんだけど。だから、ある程度、想定をして、

いろんな準備をもう始めていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いします。

それと、それに関連して、燃料電池船がある

と思うんだけれども、聞いたところによると、

造った費用が1億5,000万円。これは国が造って
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県に移譲しているんだと聞くんだけれども、そ

こら辺はどうですか。

【黒島新産業創造課企画監】燃料電池船につき

ましては、環境省の実証事業により製作された

ものでございまして、平成27年度に長崎県が環
境省から無償譲渡を受けまして、平成29年度ま
でに燃料電池船建造に向けたデータ取得等に活

用しておったものでございます。

【吉村委員】それで、県が移譲されたけれども、

その後、県が活用したということはありますか。

【黒島新産業創造課企画監】 譲渡を受けた後、

平成28年度、平成29年度につきましては、この
燃料電池船の建造に向けましたデータの取得、

そうしたものを実証運航により取得して、燃料

電池船の次なる建造に向けて活用するデータの

取得を行っていたものでございます。

【吉村委員】その時に、これは燃料電池だから

水素が要るわけです。その燃料となる水素はど

うやって手に入れたのですか。

【黒島新産業創造課企画監】その実際の運航時

は、水素につきましては、水素ステーションが

建造できなかったというところもございまして、

燃料電池船の電池の方に充電を行いまして、こ

の充電の電動船ということで運航を行ったとい

うところでございます。

【吉村委員】 既に、もう1基浮体式洋上風力発
電機があるわけですよね。だから、水素をため

る施設とか、発生させるのは水を電気分解すれ

ばいい。その風車で発電した電気で電気分解し

て水素を作って燃料電池に、これは燃料電池と

いうのが、どうもただ充電すればいいという構

造ではない。だから、それを積んだまま動かす

ことができないと。今は菊谷造船というところ

に陸揚げされているようだけれども、これを去

年の質問の時に、年度内には五島市か、その合

同会社というところと話をしながら移譲してい

く手続をするんだという答弁があっているんだ

けれども、そこら辺の進み具合、今後の取組と

いうことについて、取りまとめて答弁してくだ

さい。

【黒島新産業創造課企画監】 県としましては、

譲渡元でございます環境省のご意見も伺いなが

ら、県内海域での有効利用が図られるよう、五

島市や利活用が可能な民間事業者を含めたとこ

ろで検討を行い、今年度中には手続を完了した

いと考えております。

【吉村委員】県はただでもらったから粗雑に扱

っているような気がしてくるんだけれども、造

った時は1億5,000万円なんですよね。これは国
費が使われているのだから、そこを無駄にしな

いように、早めにちゃんと手続をやっていただ

くようにお願いしておきます。

【久保田委員長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ほかに質問がないようですの

で、産業労働部関係の審査結果について、整理

したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時２２分 休憩 ―

― 午後 ３時２２分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、産業労働部関係の審査を

終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は、午前

10時から委員会を再開し、水産部関係の審査を
行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。
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― 午後 ３時２３分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年９月２８日

自  午前１０時 ０分

至  午後 １時４８分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 久保田将誠 君

副委員長(副会長) 山口 経正 君

委 員 溝口芙美雄 君

〃 坂本 智徳 君

〃 外間 雅広 君

〃 西川 克己 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 堤  典子 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

水 産 部 長 斎藤  晃 君

水 産 部 次 長 小田口裕之 君

水 産 部 次 長 川口 和宏 君

水産部参事監（漁港漁場
計画・漁場環境担当）

高原 裕一 君

漁 政 課 長 佐古 竜二 君

漁業 振興課 長 吉田  誠 君

漁業 取締室 長 尾田 一将 君

水産経営課長（参事監） 岩田 敏彦 君

水産加工流通課長 渡邉 孝裕 君

水産加工流通課企画監
（国内外流通対策担当）

齋藤周二朗 君

漁港 漁場課 長 川口 末寿 君

漁港漁場課企画監
（漁場・環境担当）

一丸 俊雄 君

総合水産試験場長 中村 勝行 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【久保田委員長】 おはようございます。

これより、水産部関係の審査を行います。

【久保田分科会長】まず、分科会による審査を

行います。

予算議案を議題といたします。

水産部長より、予算議案説明をお願いいたし

ます。

【斎藤水産部長】 皆様、おはようございます。

本日もよろしくお願いいたします。

それでは、早速ご説明いたします。

お手元にお配りしております「令和3年9月定
例県議会予算決算委員会農水経済分科会関係議

案説明資料」水産部の1ページをお開きくださ
い。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第110号議案「令和3年度長崎県一般会計補正予
算（第11号）」のうち関係部分であります。
歳出予算は、6,990万1000円の増となってお

ります。

補正予算の内容についてご説明いたします。

（県産水産物販売促進緊急対策事業費につい

て）

国の緊急事態宣言により都市部向けの天然魚、

養殖魚、水産加工品の荷動きが悪化しているこ

とから、県内量販店等での販売促進キャンペー
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ンの展開による消費拡大の取組等を支援するた

めの経費として、県産水産物販売促進緊急対策

事業費6,990万1000円の増を計上しております。
（繰越明許費について）

次に繰越明許費についてご説明いたします。

繰越明許費については、施工計画・設計及び

工法の変更による遅れ等により、事業の年度内

完了が困難であることから、記載のとおり設定

しようとするものであります。

2ページをご覧ください。
（債務負担行為について）

次に債務負担行為についてご説明いたします。

「栽培漁業センター維持管理運営費」は、令

和3年2月定例会において議決いただいた、フォ
ークリフトのリース契約について、契約期間の

変更により令和8年度まで契約を行う必要が生
じ、債務負担の限度額が増加したことから、栽

培漁業センター維持管理運営費78万5,000円の
増を計上いたしております。

以上をもちまして、水産部関係の議案の説明

を終わります。

よろしくご審議、お願いいたします。

【久保田分科会長】 ありがとうございます。

それでは、次に、水産加工流通課長より補足

説明を求めます。

【渡邉水産加工流通課長】お手元に配付してお

ります資料1「令和3年9月定例県議会予算決算
委員会農水経済分科会補足説明資料」を説明さ

せていただきます。

1ページをお開きください。
県産水産物販売促進緊急対策事業費について

ご説明いたします。

この事業では、国の緊急事態宣言により都市

部向けの天然魚、養殖魚、水産加工品の荷動き

が悪化していることから、県産水産物の流通促

進を図るため、県内量販店等での販売促進キャ

ンペーンの展開による消費拡大に取り組む経費

として、6,990万1,000円を計上しております。
水産物流通の現状等につきましては、昨年末

までは相場が回復傾向にありましたが、度重な

る緊急事態宣言により安値傾向が継続しており

ます。

右のグラフをご覧ください。

長崎魚市場における本年7月のマダイ単価は
キロ427円、ヒラマサはキロ398円であり、昨年
のコロナ禍時と同等、もしくはそれ以上に単価

が下がっております。

天然魚につきましては、令和2年度の2月補正
予算により、商流を緊急的に確保する取組を実

施してまいりましたが、飲食店等を主要販路と

する天然高級魚は厳しい状況が続いております。

養殖魚は、コロナの影響で既存取引先からの

需要の低迷が続き、一部の魚種で再度滞留が発

生しております。

また、加工品については、対面による商談が

できない状況が続いており、取引が減少してき

ております。

そこで、今回の補正予算におきましては、こ

れまでの取組をより強化し、県外量販店等の取

組に加え、県内量販店の販路開拓や漁協直売所

での取組により商流を確保するものであり、具

体的には量販店等における販売促進キャンペー

ン実施にかかる調達費等の2分の1を県で支援
しようとするものでございます。

補足説明は以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【久保田分科会長】 それでは、次に、漁港漁場

課長より補足説明を求めます。

【川口漁港漁場課長】私からは、繰越明許費に
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ついて、補足して説明いたします。

お手元にお配りしております資料2「予算決
算委員会農水経済分科会補足説明資料」の繰越

事業理由別調書をご覧ください。

こちらは、第110号議案「令和3年度長崎県一
般会計補正予算（第11号）」のうち、5ページ
に掲載されております農林水産業費の関係部分

を理由別に整理したものでございます。

補足説明資料の1ページをお開きください。
今回計上しております令和3年度から令和4

年度への漁港漁場課の繰越明許費は、全体で11
件、12億2,338万5,000円でございます。
次に、繰越理由別にご説明いたします。

1ページの表には繰越理由別の件数と金額を
示しております。

まず、①施工計画・設計及び工法の変更によ

る遅れでございますが、五島地区の新規増殖場

整備工事において、事前に地元調整を行って実

施箇所を設定し、その箇所も含め予備調査を行

いましたところ、設定した箇所よりも効果的で

あると思われる箇所があったことから、再度、

地元調整を行い、実施箇所を変更いたしました

が、その調整に時間を要し、その後の詳細調査・

設計が遅延し、本工事の着手が遅れ、適正工期

が確保できなくなったものでございます。

また、長崎漁港三重地区の岸壁改良工事にお

いて、隣接して行っている荷捌所工事の完成後

に着手するものでありますが、荷捌所の床掘や

コンクリート打設等の基礎工事が潮位の影響に

より遅延し、本工事の着手が遅れ、適正工期が

確保できなくなったものなど、10件、11億4,338
万5,000円でございます。
次に、②その他（コロナの影響による遅れ）

でございますが、長崎漁港の臨港道路の既存ト

ンネルの照明設備工事に先立ち設計を行ってお

りますが、機器仕様の検討にかかる照明機器メ

ーカーへの詳細な確認が、メーカー側のコロナ

対策による出勤回避等で遅延し、設計の完了が

遅れているため、本工事の着手が遅れ、適正な

工期が確保できなくなったもので、1件、8,000
万円でございます。

下段に、参考として経済対策補正に伴う繰越

を除く最近3か年間の繰越状況を記載しており
ます。

2ページから3ページまでは、漁場水産基盤整
備など予算科目別に繰越理由、事業名、箇所名、

工事概要等を記載しており、各表の上段には県

予算額、繰越額を予算科目別にまとめておりま

すので、ご覧ください。

説明は以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【久保田分科会長】以上で説明が終わりました

ので、これより予算議案に対する質疑を行いま

す。

質疑はありませんか。

【山本(由)委員】 県産水産物販売促進緊急対策
事業費のことでお伺いしたいんですけれども、

先ほどご説明がありました、2月補正で同じよ
うな事業をされて、今回もされているんですけ

れども、若干対象品目であったり、量販店の内

容というんですかね、流通先が少し違うという

ご説明をいただいたんですけれども、もう少し

具体的に教えていただけますか。

【渡邉水産加工流通課長】今回の事業について

は、2月の補正というのは高級天然魚を中心に
商流を確保するため、県内外の量販店の販売促

進キャンペーン、消費拡大を図るということで、

そういう方々に対して支援を行っていたと。今

回の事業は、これまでの量販店の取引だけでは
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なくて、新たな商流確保を行うもの、また県内

の量販店、または漁協に対しての販売を促進し

て商流を確保していこう、消費拡大を図ってい

こうというところで、県外に出すものと、今度

は県内にちょっと力を入れてやってみようとい

うところの違いが大きなところでございます。

【山本(由)委員】 わかりました。前回のいわゆ
る商流というんですかね、生産者から漁協や漁

連、それが量販店にいって販売する、もしくは

今おっしゃったみたいに漁協の直売所で販売を

するというお話だったんですけれども、直接漁

協や漁連から消費者の方に販売をするようなス

キームというんですか、そういったものは検討

されたのかというのをお伺いしたいんですけれ

ども。

【渡邉水産加工流通課長】漁協や漁連等から直

接消費者にということでございますが、若干は

ありますけれども、基本は量販店等に出すのが

多い。または魚市とか、そういうところに出す

のが漁協や漁連は多いんですが、今回のコロナ

の対策で、これまでの対策の中でネット販売と

いうのを行っておりまして、ネットでよかもん

キャンペーンという形で漁連等については行っ

ています。これまで、第1弾、第2弾、第3弾と
いうことで行って、今、第3弾中で、送料の無
償化ということで支援をしておりますけれども、

それで7,000万円程度の売上を上げていると。そ
れ以外にも、深江漁協の、クルマエビ等でもネ

ット販売を使って販売を伸ばしているというこ

とで、そういうものが消費者に対して直接販売

するようなものということで、私たちはそれに

対して支援をしているということでございます。

【山本(由)委員】 今ご説明があった分に関連す
るんですけれども、島原市の方が、漁協が直接

消費者の方に2分の1で販売をし、その差額を直

接補助するということをやっていて、そうする

と生産者や漁協も潤いますし、何よりも買う消

費者自体が半額で買えるということで、ここも

値段を補塡しているということなんでしょうけ

れども、両方に恩恵があるというのは割と見や

すい。今回の場合、どうしても量販店が絡むも

のですから、量販店が売りやすい価格でといっ

た時にどれくらいの価格なのかというのが、な

かなか見えない感じがしたものですから。

今、よかもんキャンペーンの話もされました

けれども、よかもんキャンペーンはたしか差額

を補助したわけでなくて、送料を補塡したり、

あるいは買った人に県産品を送るということで

すから、物産ブランド課の所管の事業という形

でやっているので、支援には違いないんですけ

れども、少し中身が違うのかなと。

ですから、直接販売するという形が考えられ

ないのかなということでお聞きしたんですけれ

ども、再度お願いできますか。

【渡邉水産加工流通課長】今お話があったよう

に、直接漁協から販売するような形になれば、

直接漁業者に対して、少し高いお金で実入りが

多くなるんじゃないかという話だろうかなと思

っています。

今回の事業もこれまで行ってきた事業も、基

本は生産者の所得を向上させる目的というか、

生産者の所得がそんなに下がらないようにとい

ことで事業を組み立てたもので、実際は生産者

からこれまでとそう変わらないような値段で買

い取って、それを漁連とかが買い取るわけです

けれども、それに対して県が支援を行って、確

かに外に出す時には若干低め、当然コロナで物

が動かなくなっていますので、量販店とか安く

たたいて買うわけなんですけれども、そういう

ところを支援して物を流そうと。だから、生産
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者にとってみたら、これまでとそう変わらない

形で水揚げ金額が入ってくるような形というこ

とで支援をしていくものです。わかりにくいん

ですけれども、生産者が恩恵を受けてないとい

うことではないと私たちは考えています。

実際、昨年の買い支えということで考えれば、

スルメイカ等で2,000円から3,000円の浜値だ
ったのが漁連の買い支えによって4,000円近く
になったとか、カマスとかヒラマサとかいろい

ろありますけれども、1,000円だったものが
1,500円とか、そういう形で買い支えるような形
で物が動かせるようになったというところで、

漁業者からもよかったというお声を聞いていま

すので、そういう意味では生産者にも成果があ

ったのかなと考えているところです。

【山本(由)委員】 生産者にメリットがというこ
と、それは多分一緒だと思うんですよね。直接

売っても一緒だと思うので、消費者にもメリッ

トがありましたよと、よりわかりやすいメリッ

トがありましたよと。ただ、半額だから買った

かもしれないけれども、それによってこういう

商品があるということがわかったということで、

少し今後の商流につながるのでは、直接販売し

たのがつながったのではないかということを思

ってものですから。ただ、それについては、逆

に直接売ってしまっているものだから、小売店

であったり、そういったところへの影響がなか

ったとは言えない部分があると思いましたので。

だから、今、市がやっているのと県がやって

いるのは仕組みが違う。生産者という意味では

同じなのかもしれないんだけれども、仕組みが

違うので、どっちがいいというのは一概に言え

ないんですけれども、市の方はこういうのをや

りましたよ、県の方はこういう制度を今やって

ますよということなので、両方がうまく、どち

らもいいような形のものができればいいなと思

って今質問しておりますので、今後、あるかど

うかわかりませんけれども、県内の市町でどの

ような取組をしているか全部は知りませんけれ

ども、そういったものを見ていただきながら、

よりよい制度ができればいいなと思いますので、

よろしくお願いいたします。

以上です。

【久保田分科会長】ほかに質疑はございません

か。

【山口(初)委員】 先ほどご説明をいただいた次
の行になりますか、芦辺漁港の導流堤工事の関

係で繰越が計画されております。近年、予測以

上の高波等々の関係で施設が崩壊したり、ある

いは波が越えたりということで、そのためにこ

の設定波を見直されているんだと思うんですが、

今までも普通の一定の安全率を掛けた設計をさ

れていると思うんですが、予想以上の高波がき

たと。それを今回はどのような基準で見直され

ているのか。恐らくこれは県内どこでも、ある

いは全国どこでもこのことは発生している状況

だと思うんですが、一般的な話でいいですが、

この芦辺漁港の導流堤に関わらず、今どういう

考え方になっているのか、そのことについてお

聞きしたいと思います。

【川口漁港漁場課長】まず、芦辺漁港について

若干説明させていただきたいんですけれども、

当該施設がジェットフォイル用の浮桟橋を新た

な岸壁に移動するということを考えております。

そこの静穏度を確保するために導流堤というの

も計画しておりました。そこの設計自体は平成

28年度にもう終わっていたんですけれども、実
際の移転する場所の岸壁が砂置きに使われてい

たものですから、その移転交渉が若干長引いた

ということで、なかなか導流堤にかかれてなか
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ったという経緯があります。

その中で、最近の台風とかが起こりまして、

これはもう再度、もう一回波を見直すべきだと

いうことを判断しまして、もう一回見直しを行

って、今回そこに時間がかかったということで

ございまして、やはりその都度その都度、場所

場所で、いろんなタイミングというのもありま

して、その見直しというのは図られていくもの

と思っております。

【山口(初)委員】 見直すということになると、

波を越させないための高さと、その波を受ける

ための強度というのが要るんだろうと思うんで

すね、よくわかりませんけど。そのためには、

高さも幅も、導流堤等々の設計変更が求められ

るんじゃないかと思うんですが、そこも当然専

門の皆さん方ですから、ちゃんとされていると

思いますが、概略教えてください。

【川口漁港漁場課長】委員ご指摘のとおりでご

ざいまして、一応波を再度見直して、どのよう

な波、波の高さだけではなくて、波の強さとい

いますか、波圧といいますけれども、そういう

のも再度チェックしまして、その構造がもつの

かどうか、越波して背後の水面に影響がないの

かどうかというのもしっかりチェックして行っ

ております。詳細なデータは今日持っていない

んですけれども、それは確実に行っております

ので、問題なく現場には入れると思っておりま

す。

【山口(初)委員】 わかりました。そうやって、

せっかく設計変更までして、工期まで遅らせて

ちゃんとやろうとされているので、より安全で

確かなものをつくっていただかないといかんの

かなと思っていますので、よろしくお願いした

いと思います。

【久保田分科会長】 ほかにありませんか。

【吉村委員】 1～2点、まず、繰越ですが、こ
こにいろいろ繰越理由を書いてあるんじゃけど、

全体的に何というか、今の設計変更とか、そう

いうのは最初からどうしてできてなかったのか

なという疑問が出るんやけど、次のページも先

行工事が遅延とか、設計完了後の工事発注のた

めとか、全部同じような理由が並んどるんじゃ

けど、その先行工事が遅延した理由は今度は何

になるとというふうになるわけたいね。それが

遅れたから遅れとるんですと言うけど、そんな

らその前が遅れた理由は何ねというのを聞かん

ばごとなるたい。そういう先行工事が遅れたと

いうのは、結局ここに書いてあるのと同じよう

な理由で遅れよるんかね。そこら辺の中身をち

ょっとお知らせください。

【川口漁港漁場課長】先ほど説明した長崎漁港

の岸壁工事の話として、もう一度そこを繰り返

しでもよろしければ。（「ここにもきちっと説

明しておかんばいかんやったっちゃなかとと思

うわけたいな。なんでできとらんやったかとい

うことを聞きよる」と呼ぶ者あり）

そうですね…。
【久保田分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時２２分 休憩 ―

― 午前１０時２３分 再開 ―

【久保田分科会長】 委員会を再開いたします。

【吉村委員】部分的な一つの箇所を言いよるん

じゃなくて、全体で11件繰越をしておりますと
言うけど、できれば予定どおり完成して、受益

者にその恩恵を与えるということにならんばい

かんとやろうけど、遅れてしもうてすみません

でしょう。そしたら、その理由はこうこうです

と書いておるけど、前の工事が完了してから着

工せんばけん遅なったと。そしたら、前の工事
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はなんで遅うなったとという、そういう全体的

な流れをきちっと示してくれんと、何となくち

ゃんとやりよりますよと言ったって信用できん

という話になる。ざっとしよっちゃないとって。

そいけん、そこら辺はもっとしっかり説明をし

ていただきたいと思います、今後。要望してお

きます。

それから、もう一つ、フォークリフトのリー

ス契約、これは先般の委員会であったんじゃけ

ど、要るんじゃろうなと思って見とったけど、

「契約期間の変更により令和8年度まで契約を
行う必要が生じたため」と、なんで令和8年ま
で契約を延ばす必要が出てきたのかというのを

説明してもらいたい。

【吉田漁業振興課長】これにつきましては、導

入を予定しておりました仕様のフォークリフト、

これが3月、4月にかけましてモデルチェンジが
ございました。モデルチェンジがあったがゆえ

に契約の手続を行うことができず、また、契約

ができる運びとなったんですが、在庫もなくて、

これから発注ということになりまして、当初60
か月でリース契約を予定した契約開始日が後ろ

にずれたため、その分、令和7年度までのリー
ス期間が令和8年度まで延びてしまったために、
今回お願いしているものでございます。

【吉村委員】流れとしてはわかったんですけど、

モデルチェンジとか何とか言うけど、1年遅れ
たために現場に支障は起こらなかったんですか。

そこら辺お知らせください。

【吉田漁業振興課長】種苗放流に支障がなかっ

たのかというご心配のご意見でございます。

この栽培漁業センターで種苗生産を請け負っ

ております漁業公社の方、私どももたびたびこ

の件につきましてはお話し合いをしております。

現状で申しますと、廃車予定でありましたフ

ォークリフト、これのメンテをしっかりやって、

この新車が入るまで今継続して使っていただい

ているというのが現状であり、種苗生産には今

のところ支障は発生しておりません。

【吉村委員】結局、そしたらこのフォークリフ

トというのは、まだ使えよったけど、とりあえ

ずリース期間がきたので、次新しい機械に替え

ようということで予定していたけど、その新し

い機械が出るのが1年遅れたために、現行のフ
ォークリフトをあと1年間長く使って、その後
のリース契約をするようにしたということで理

解していいとかね。

【吉田漁業振興課長】現行のフォークリフトに

つきましては、平成21年に導入をしておりまし
て、リースではなく購入で導入しておりました。

現行でもかなり老朽化をしておりまして、使用

に耐え得るか、非常に危うい状況ではございま

した。そのため、リース契約で新たなものの導

入を予定したところでございますが、1年間の
延期と申すよりも数か月延期になったため、そ

の分、令和8年度にまでリース期間が食い込ん
で、その分期間変更が必要になったということ

でございます。

【吉村委員】大体わかりましたが、そうすると、

この文章の書き方よね。もう少しその実態に沿

った書き方をしてもらわんと、変更で契約を延

ばす必要が出てきたためとか何とかということ

で書かれると、そういう中身が全然わからんけ

んさ。そういうことで今後の書き方、説明の仕

方はよく考えていただきたいと思います。

以上です。

【久保田分科会長】予算議案に対する質疑はほ

かにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】ほかに質疑がないようです
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ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、予算議案に対する討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第110号議案のうち関係部分については、原
案のとおり可決することにご異議ございません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり可決すべ

きものと決定をされました。

それでは、ここでしばらく休憩いたします。

― 午前１０時２９分 休憩 ―

― 午前１０時３０分 再開 ―

【久保田委員長】 それでは、再開いたします。

次に、委員会による審査を行います。

水産部においては、今回、委員会付託議案が

ないことから、所管事項説明後、陳情審査、所

管事項について質問を行います。

水産部長より所管事項説明をお願いいたしま

す。

【斎藤水産部長】 資料は、「農水経済委員会関

係説明資料」と同資料（追加１）がございます。

お手元にご用意いただければと思います。

議案外の主な所管事項についてご説明いたし

ます。

今回、ご報告いたしますのは、令和3年8月大
雨による水産業被害について、新型コロナウイ

ルス感染症にかかる県の対応について、スマー

ト水産業の推進について、長崎水産業大賞につ

いて、長崎県水産業就業支援フェア等について、

水産物輸出の現状について、松浦魚市場につい

て、県内の今季における赤潮の動向等について、

公共事業の再評価について、長崎県地方機関再

編の基本方針に基づく振興局見直し実施計画案

についてであります。

このうち主な事項についてご説明いたします。

説明資料の1ページをお開きください。
（令和3年8月大雨による水産業被害につい

て）

令和3年8月11日から17日にわたる大雨での
水産業被害状況は、漁港施設で1件であります。
被害の状況といたしましては、平戸市の薄香

湾漁港の臨港道路において法面崩落が発生して

おります。なお、被害額は約1,500万円となって
おり、人的被害等は発生しておりません。

また、有明海等浅海域においては、木くず等

が漂着しており、関係機関等と対応を進めてお

り、また、8月12日から国土交通省九州地方整
備局 熊本港湾・空港整備事務所の海洋環境整

備船により流木の回収が行われております。

今回被災した臨港道路については、災害査定

後速やかに工事を発注し、一日も早い安全・安

心の確保のため早期の復旧を図ってまいります。

今後も、大雨や台風等の自然災害に備え、情

報収集に努めるとともに、必要に応じて漁業関

係者の皆様への注意喚起等を行うなど、被害防

止対策を講じてまいります。

（新型コロナウイルス感染症にかかる県の対

応について）

新型コロナウイルス感染拡大による外出自粛

や飲食店の休業等で、外食向け水産物の需要の

低迷や価格の低下など、本県水産業への影響は

依然として継続しており、漁業者をはじめ漁業

関係者の経営は、引き続き厳しい状況にありま
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す。

そのため、県におきましては、昨年来、流通

対策として、養殖魚を中心に学校給食等への食

材提供、ネットを利用した取引の送料無償化な

どの取組支援を行い、さらに今年度から、天然

魚等の地元や都市部の量販店における販売促進

キャンペーンなど商流確保の取組支援を行って

まいりました。

しかし、本年4月以降の緊急事態宣言等の影
響により、魚価の低迷や一部養殖魚において流

通の滞留が生じていることから、県産水産物の

キャンペーン展開や新規販路開拓など新たな販

売促進対策を講じてまいります。

このほか、影響を受けている漁業者が経営を

継続できるよう、引き続き国の「農林漁業セー

フティーネット資金」、「漁業近代化資金」な

どの制度資金や、国・県・市町の各種関連事業

の円滑・有効な活用を進めるため、関係金融機

関、漁協系統団体、市町と連携を図りながら取

り組んでまいります。

今後も、新型コロナウイルス感染症が県内水

産業に与える影響を注視し、状況の推移に応じ

て浜が求める新たな対策の検討を行うなど、厳

しい状況を乗り切るためしっかりと対策を講じ

てまいります。

説明資料の3ページをお開きください。
（長崎県水産業就業支援フェア等について）

本県ではこれまで新規漁業就業者の確保に向

け、県外の漁業就業者フェア等へ出店し、ＵＩ

ターン者の呼び込みや、技術習得支援等により

就業者の確保に取り組んでまいりましたが、依

然として漁業就業者の減少に歯止めがかからな

い状況が続いております。

このため、県内高校生の地元水産業への就業

を促進することを目的として、去る7月1日、県

立長崎鶴洋高校において県主催で3年目となる
水産業就業支援フェアを開催いたしました。

就業支援フェアには、沿岸漁業者、遠洋・沖

合漁業、卸売業、加工業、漁協など23団体にご
出展いただき、同校水産科を中心に県内4校か
ら参加した3年生48名を対象に各企業・団体の
業務内容や仕事の魅力、待遇などを紹介いたし

ました。

参加した生徒からは「進路を決める際にとて

も役に立った」、「いろいろな会社の仕事内容

や職場環境を知れてよかった」などの反応があ

り、また、出展業者からも「知名度を上げるた

めにも継続して参加したい」など、フェア継続

を期待する多くの声が寄せられました。

今後も、県内高校生及び一般求職者を対象と

して定期的に開催することで水産業界における

就業者の確保に努めてまいります。

（水産物輸出の現状について）

本県水産物の輸出はおおむね順調に増加して

おり、平成30年度に過去最高の33億円に達し、
令和元年度と令和2年度は新型コロナの影響で
やや減少したものの、今年に入り回復の兆しが

見え始めております。

今後は、最大の輸出先である中国市場での「長

崎鮮魚」ブランドの維持とシェア拡大を図るた

め、上海など既存市場での販売強化とともに、

中国南部や内陸部などの販路開拓に取り組むほ

か、輸出先国のニーズに対応した施設の整備な

どについても、国事業の活用を図りながら進め

てまいります。

（県内の今季における赤潮動向等について）

県内の今季における赤潮の発生状況は、5月
上旬から6月上旬に五島海域においてコクロデ
ィニウム赤潮が、6月下旬から7月下旬に九十九
島、伊万里湾、平戸、西彼、五島の各海域にお
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いてカレニア赤潮が、また、7月中旬から8月中
旬に有明海においてシャットネラ赤潮がそれぞ

れ確認されました。

このため、各地域においては、養殖業者や漁

協、地元市、県で連携し、漁場監視などの対策

を強化するとともに、6月28日に「水産部赤潮
等対策推進本部」を設置し、関係者との情報共

有やへい死被害を防ぐ餌止め等の対策の徹底を

図ってきたところであります。特に、赤潮発生

規模の大きかった九十九島海域においては、養

殖魚のへい死被害を防ぐ目的で地元漁協が赤潮

防除剤の散布を実施したところであり、この取

組にかかる経費について県と佐世保市で支援す

ることとしております。

また、去る8月7日、県庁において長崎平和大
使協議会主催の「長崎未来平和フォーラム水産

県長崎の未来をつくる2021」が開催され、「水
産業・養殖業の新たな道を探る」をテーマに、

大学による講演や情報提供などが行われたとこ

ろであり、県としましては、大学等の研究機関

の新たな情報なども積極的に共有しながら、引

き続き関係者と連携し養殖漁場の環境保全や赤

潮対策の技術向上などを図ってまいります。

最後に、今月台風14号の被害を併せて報告さ
せていただきます。お手元に資料2枚ほどお配
りさせていただいております。

台風14号の水産業被害でございます。
9月17日に本県に接近した台風14号による水

産業関係の被害状況は、9月27日現在で15件が
確認されており、被害額については、概算では

ありますが、約15億8,000万円となっておりま
す。

被害の内訳としては、漁港関係施設で平戸市

宮ノ浦漁港、こちらの方は別途写真をつけてお

りますが、宮ノ浦漁港において、西防波堤が約

120メートル倒壊したほか、長崎漁港で簡易浮
体橋2か所の破損や、護岸の基礎の洗掘が確認
されております。

このほか、漁船で2隻、養殖施設や養殖魚等
においても被害が発生しております。

県といたしましては、引き続き被害状況の把

握に努め、漁業活動が支障なく行われるよう、

被害者に寄り添った対応を行うとともに、関係

市町や関係団体の連携により、速やかな災害復

旧に取り組んでまいりたいと考えております。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【久保田委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、次に陳情審

査を行います。

配付いたしております陳情書一覧表のとおり

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。

審査対象の陳情番号は、45、49、52、53、
58、64です。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

【川崎委員】 陳情番号58番の長崎市からの要
望についてお尋ねいたします。

「長崎の夜景」の魅力向上を図る県の取組み

の推進について、これはなんで水産部なのかな

と思っておりましたが、その光が様々な漁業へ

の影響があるということで水産部の所管だとい

う説明をいただいておりますが、まず、県の受

け止めをお尋ねしたいと思います。

【吉田漁業振興課長】交流人口を増やし、長崎

地域が魅力ある地区となることは水産部にとっ

ても望ましいことと考えております。

漁業関係につきましては、いろいろ光を点灯
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する場合には、競合するケースが他の地区でも

あったりしております。

まず、基本的なところで申しますと、長崎港

につきましては漁業権の設定というものはござ

いません。一方、自由漁業や許可漁業あたりは

禁止をする海域ではございませんので、航行上

いろいろ制約はあるにしましても操業は可能で

ございます。そうした場合に、開発行為とそう

いう漁業の調整、基本的には整備する側が、き

っちりと計画ができた段階で漁業者側に理解を

求めるという手続が必要になろうかと思います

が、その際、開発する側はどういった漁業種類

が行われているか、そういう情報が不足いたし

ますので、必要な様々な情報を水産部としては

しっかり提供し、漁業者の理解を得るような協

議が進められるように支援といいますか、協力

をしてまいりたいと考えております。

【川崎委員】そうしますと、まずは基本長崎市、

でも長崎県も港湾ですから、土木部の方なのか

もわかりませんが、この水際の灯り魅力増進の

ために県・市一緒になって取り組むというふう

に思いますので、そこは情報収集はやるとして、

もう一回すみません、水産部として懸念される

ところを詳しくご指摘といいますか、説明をい

ただきたいと思います。

【吉田漁業振興課長】他地区の事例と先ほど申

しましたが、例えば夜に光で魚を集める漁業、

そういった漁業が行われる場合に、周囲の光が

非常に強くありますと、集魚効果が薄まって漁

獲が上がらない、そういうことが想定されると

いうことでございます。

また、港内にはございませんが、養殖施設が

周辺にございます。そういったところまで、光

の影響が及ぶとしたら、養殖への影響も若干考

えられるかというように考えております。

【川崎委員】そうしますと、今後進める水際灯

りの計画について、いわゆる計画をしっかりと

情報収集して、ここで精査をして、許容できる

ところについては認めつつ進めていってもらう

と、そういう認識でよろしいんでしょうか。

【吉田漁業振興課長】あくまで、主体はそこで

漁業をなされている皆様でございますので、そ

ういった方々と開発する側の方ときちんと話し

合いができるように、私どもは漁業サイドの情

報をしっかり提供していきたいと考えておりま

す。

【久保田委員長】ほかに陳情書についてご質問

はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ほかに質問がないようですの

で、陳情につきましては承っておくことといた

します。

それでは、ここで換気のためにしばらく休憩

いたします。

11時ちょうどに再開いたします。
しばらく休憩します。

― 午前１０時４７分 休憩 ―

― 午前１１時 ２分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

事前通告をされた委員の方でご質問はござい

ませんか。

【西川委員】 私の通告しておりました台風14
号による宮ノ浦漁港の被害については、今、資

料をいただきました。まれにみる大きな被害で、

120メートルの防波堤、西側に向いている防波
堤が決壊、倒壊しておりますし、その反対側の

荷揚場的なところも表土が流されたり、岸壁に
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ひびが入ったり沈下したりしているようなとこ

ろもありました。地元の漁業の方、特に宮ノ浦

地区は平戸のドル箱的な、また長崎県を代表す

る漁業者のまちでもありますし、一刻も早い修

復に着手してもらいたいと思いますが、これも

国の査定などを待たなければならないと思いま

すが、水産部におきましては、早急な対応をお

願いしたいと思います。

また、その台風14号の時に、やはり平戸市の
中で田平地区の一六海岸というところがありま

す。そこも西向きの港で、漁業者は今少なくな

っておりますが、定置網などをやっておられる

方もおります。その方の箱網が壊れたという、

まだ詳しい情報は入っておりませんが、そうい

う情報も入ってきておりますので、県北振興局、

また平戸市水産課とも連携をとりながら、水産

部として実態の把握、そして、速やかな対応を

お願いしたいと思いますが、現状でどのように

考えておられますか、お願いします。

【佐古漁政課長】今、西川委員からご指摘をい

ただきました平戸市田平町の一六海岸の定置網

の件ですけれども、本日、私どもの方からご報

告した内容の中には記載をしておりませんで、

報告自体が昨日時点で上がってきていなかった

という状況でございます。

先ほど、地元、県北振興局も含めて確認をい

たしまして、地元の漁協の方にも今朝ご報告を

いただいているということでございます。共同

漁業権内の小型定置ということで、個人の方が

設置されている分で、現在のところは修理をし

て使用されるご意向とは聞いておりますけれど

も、今後の生産者の方の対応に応じて、県とし

てできるところがございましたら、対応してま

いりたいと考えております。

【西川委員】被害の通知などの仕方もわからな

かったり、途方にくれたりしていたかもわかり

ませんので、被害の実態を速やかに調査してい

ただきたいと思います。

それでは、あと一つ、1点目に通告しており
ました水産加工業についてお尋ねします。

まず、今年の平戸近辺のアゴ漁は不作だとい

う漁師の方の心配の声も聞こえておりますが、

長崎県内の加工業は、鮮魚の水揚げは全国でも

すばらしいが、加工業は低いという定評があり

ます。先日、私も一般質問でお聞きいたしまし

たが、あまり時間がなくて詳しくはされません

でした。

そういう中で、いりこ日本一と言ってもいい

ような九十九島漁協管内の小佐々などのいりこ

業者が、最近不調だというような声も聞いてお

りますし、廃業なされる方も2、3軒あるんじゃ
ないかといううわさも聞いております。

そのようなことで、この水産加工業の振興は、

県内漁業の生産高アップのためにも大変必要な

事業ですが、その水産加工について、今の現状

などわかっておりましたら教えていただきたい

と思います。

【齋藤水産加工流通課企画監】まず、委員から

いりこの業者のお話がございましたけれども、

漁協の方に確認をいたしましたところ、県北地

区のいりこ加工業者のうち1業者の方がやはり
廃業の方を検討されているという、委員の情報

では2業者ということでございましたが、漁協
の方からは1業者というふうに聞いていたんで
すけれども、2業者ということで、そういう情
報は伺っているところでございます。

また、いりこの状況といたしましては、コロ

ナの影響等もいろいろあって、まず、今年の春

先には原料となるイワシの量は例年並みに捕れ

ておったということで順調だったようでござい
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ますけれども、現在は、漁獲の量が減ってきて

いるということで、また、それに加えていりこ

の取扱い業者の方も漁連等から購入いたしまし

ても、そこから先の売り先がないということも

あって、冷凍の保管をしているような状況とい

うことで、なかなか物が動いてないというとこ

ろもあって、そういったところの経費もかさん

でいると聞いておりますので、そういったこと

も含めて買い取りする価格が安くなっていると

いったような状況を聞いているところでござい

ます。

そういう中で、そういったところに向けての

対策といたしましては、一つはいりこの対策と

しては緊急的なものとして、先ほども補正予算

で説明をさせていただきましたけれども、漁協

あたりが漁協の直売所でいりこを売るような体

制をとるということで、今回の補正の予算を活

用するというお話も聞いているところでござい

ます。

また、県内全体の加工業の振興というところ

につきましては、やはりマーケットインという

言葉になってくるかと思いますけれども、量販

店等のバイヤーと連携して、商品開発や改良、

それからそれに必要となる加工機器の整備、そ

ういったところを進めながら、新しい商品開発

であるとか、消費者ニーズに合った商品という

ところを作りながら、強い連携をもって量販店

等と販売に力を入れていくというところの支援

を我々もそういったところにしていきたいと考

えているところでございます。

【西川委員】大体状況がわかりましたけれども、

いりこは日本人食生活において、昔から大変重

要なカルシウム摂取の材料でもありました。ど

うか販売不振という原因があるようでございま

すが、この県内産いりこの販売増進に向けて、

いろいろなアイデアを持った商品の開発とかも

含めて、水産部の漁協とタイアップしたご指導

をよりお願いいたしまして質問を終わります。

ありがとうございました。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【堤委員】 2点通告をしていました。
まず、水産業就業者の確保についてというこ

ですけれども、2月定例会の当初予算の審査の
時に、ひとが創る持続可能な漁村推進事業費で

すか、4つのコースを設けて漁業就業者の確
保・育成をしていくということを伺いました。

それから、6月議会の時にも、この資料に書
いてある鶴洋高校での水産業就業支援フェアの

ことをお尋ねしました。

同じような質問になるんですけれども、そう

いうことをお聞きしてきているんですが、この

説明資料の中で、これまで県外の漁業就業支援

フェアなどに出展をしてきて、いろんな呼び込

み、就業者の確保に取り組んできたけれども、

依然として厳しいということが書かれているん

ですが、今回は鶴洋高校だったですけれども、

県主催のフェアが3年目で、いろいろな企業の
方が出展をされていましたけれども、漁業就業

者確保の県外の漁業就業支援フェアなどに出展

をされてきたという、そこら辺どういう状況だ

ったのか、まずお尋ねしたいと思います。

【岩田水産経営課長】県外の就業フェアにつき

ましては、県として出席をしております。ただ、

最近はコロナの関係で、実際出席するのではな

くて、ネットといいますか、オンラインで参加

しているという状況がずっと続いております。

ただ、それにつきましても、例えば国の就業

フェアというのが令和元年にあっておりますけ

れども、その時の実績は、141名長崎県関係で
面接をした後、実際に6名が本県で研修をし、
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かなり実績が上がっているという状況です。県

内で漁業研修をされる方、それから国のフェア

に行く者、それと高校の方で就業フェアをさせ

ていただいて、それぞれである程度実績が上が

ってきているという状況でございます。

【堤委員】わかりました。コロナの影響という

のはいろんなところに出てきているわけですが、

141人というたくさんの方が面接を受けられた
ということで、漁業に関心があって参入したい

というところは多いのかなと、そういう方はい

らっしゃるんだなとは思っているんですけど、

もう一方で、漁業者で後継者がいないので廃業

をされるということもあるのかなと思っている

んですが、その辺の状況というのはわかります

か。

【岩田水産経営課長】漁業者の減少の数は大体

押さえているんですけれども、それが廃業によ

るものかどうかというところまでは統計的には

とっておりません。申し訳ありません。

【堤委員】減少というのはどれくらいの数、ず

っと推移してきているんでしょうか。

【岩田水産経営課長】漁業就業者の数で言いま

すと、例えば平成10年で言いますと、本県で2
万4,000人ほど漁業就業者がいらっしゃいまし
た。5年毎に統計がありますけれども、平成10
年が2万4,000人、平成20年が1万7,000人、平成
30年が直近になるんですけれども、これが1万
1,760人という状況でございます。
【堤委員】本当にどんどん数字が小さくなって

きているというのは深刻な問題ではないかと思

います。1次産業の従事者というのは、漁業に
限らず減少が続いてきているのかと思いますけ

れども、そういう中で、今回の鶴洋高校のフェ

アも、やはりいろいろな関連の、卸売業や加工

業等も含めたところの皆さんのいろんな仕事の

紹介というのがあっているようですけれども、

これに新規参入についての事業費が、予算が充

てられているわけですけれども、今後の見通し

というか、やっぱり収入が安定しないとか、全

く何の知識もないところに参入するのはなかな

か難しいとか、そういったところはあるのかな

と思いますけれども、今後の見通しというのは

どんなふうに立てられているのか、お尋ねしま

す。

【岩田水産経営課長】見通しといいますか、基

本的には平成30年に本県の漁業生産量という
のは30万トンございます。これを現在の水産業
振興計画において、令和7年も30万トンを維持
しようという基本がございます。

そのためには、今回、令和2年から令和7年ま
での6年間で約1,200名の新規就業者を確保す
る必要があると考えております。

それで、細かく、例えば令和3年は190人が目
標、令和4年、5年は200人の新規就業者を確保
するというふうに計画をして、それにつきまし

てそれぞれ、例えば経営者育成コースでござい

ますとか、従業者の育成コース、漁家子弟コー

スというようなものを設けまして、研修の支援

をどんどんしていこうと思っております。

【堤委員】 令和7年度も30万トンの生産量を確
保するためということで目標を掲げられている

と。今年度の目標は、新規参入190名というの
を前の議会の時にお聞きしていましたけれども、

本当に厳しい中、関係の皆さんのご努力という

のは大変だろうと思うんですが、2月議会の時
もちょっと触れましたけれども、やはり新しく

入ってくる人の住居がないとか、そういうとこ

ろへの支援がないとか、漁村の地域の皆さんと

連携しながら、協力しながら、新しい人が参入

しやすいような環境整備を心がけていっていた
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だきたいと思います。

次の質問にいきます。

赤潮被害と対策について挙げています。全く

初心者でお恥ずかしいんですけれども、毎回の

ように赤潮の被害について資料にも取り上げて

あります。この赤潮の被害というのはどういう

ものなのか、被害の状況とか被害額といったと

ころがわかりましたらお願いいたします。

【渡邉水産加工流通課長】 赤潮ですけれども、

毎年発生しておりまして、今年度も九十九島、

五島、松浦、そういうところで、当初に説明し

ましたコクロディニウムとか、カレニアミキモ

トイとか、そういう赤潮が発生しております。

これについては、実を言うと毎年のように発生

を続けておりまして、近年でいけば、昨年も赤

潮が発生しまして被害が出ております。令和2
年度でいけば約6万尾ぐらいの魚が死んだとい
う話を聞いております。今年も同様に被害が出

ているということで、やはりこの赤潮について

は養殖業の中で避けては通れない問題だという

ことで、私たちも様々な取組を行って、県とし

ても赤潮対策本部をつくって、毎年情報収集し

て、速やかに対応できるような形で進めてきて

いるということでございます。

【堤委員】 今、地球温暖化とか、毎年のように

気温も上昇しているようですけれども、そうい

ったことが赤潮の発生を多くしているというよ

うなところはあるんでしょうか。

【中村総合水産試験場長】今、水産加工流通課

長から報告もありましたけれども、実は平成元

年以降令和2年度まで、この32年間における赤
潮の発生の確認件数といいますのは、年を平均

いたしますと29件ぐらい赤潮が確認されてい
るということです。

ところが、最近、実は令和元年度が13件、令

和2年度が12件、令和3年度が9月中旬までで16
件ということで、件数としては過去の平均値よ

りは少なくなっていますが、ただ、やはり大き

な被害を及ぼす主な3種類の植物プランクトン
があるんですが、今日、部長説明の中にも出て

きましたけれども、カレニアとか、シャットネ

ラとか、コクロディニウムといったものが、こ

ういう被害を大きく出すものが比較的多くなっ

ているのかなと思っています。

それから、特に、伊万里湾で最近大きな被害

を出したカレニア赤潮というのが、令和元年度

には7件、令和2年度には発生しませんでしたが、
今年度は既に10件ということで、こういう傾向
があるんだろうと思っています。

今ご紹介しました3種の有毒プランクトンは、
いずれも25度以上の高水温で活発に増えると
いったような性質を持っているということでご

ざいます。そのことと、それからもう一つは最

近では、梅雨の前後の豪雨によって低塩分、海

水が甘くなるということも目立ってきておりま

す。このカレニア赤潮というのは低塩分でも結

構増殖するという情報がございますので、我々

としてはそういうところが影響しているんじゃ

ないかと推察しているところでございます。

【堤委員】早めに発見をして対処していくとい

う早めの対策が必要と思いますけれども、どう

いった手だてを講じていらっしゃるか、お尋ね

します。

【中村総合水産試験場長】ただいま堤委員から

ご指摘ございましたように、赤潮対策はやはり

早期発見、早期対策ということが最も重要な方

法になってございます。

現在、県では、主な養殖産地10地区において、
漁協や市町、それから県などで構成する赤潮を

自分たちで監視する体制というのを整えており
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まして、赤潮が出る時期には協力して監視をし、

情報交換をまずしております。

それから、水産試験場ではそれに加えまして、

県内の8か所に水温や塩分、溶存酸素、それか
ら植物プランクトンの量を示すクロロフィル量

といった指標を自動で観測するテレメーターシ

ステムというのを8か所設置いたしまして、県
のホームページ上で、関係者がいつでもリアル

タイムで確認できるような体制も作っていると

ころでございます。

いずれにしても、有毒プランクトンを早期に

発見して、例えば養殖魚の餌を止めて、養殖魚

が活発に動き回らないように少し抑えるとか、

あるいは防除剤を散布していくといったような

対策が少しでも早くとれるように努力をいたし

ているところでございます。

それから、県内では、過去に橘湾、それから

伊万里湾、五島の玉之浦湾で大きな被害が発生

しておりまして、その事例をもとに水産試験場

の方で赤潮対策ガイドラインというのを作って

ございます。これに基づいて現地の方にいろい

ろ技術的な指導をしながら、協力して対策に取

り組んでいるところでございます。

【堤委員】詳しいご説明ありがとうございまし

た。様々なことを講じて対策をされているとい

うことですけれども、人工衛星のデータなどの

活用というのもちらっとお聞きしたんですけれ

ども、そういったこともあるんでしょうか。

【中村総合水産試験場長】まず、水産試験場の

方で海の状況、海況といいますけれども、そう

いったものをリアルタイムでお示しするシステ

ムを作っておりますし、それが4日先ぐらいま
で確認できるような海の天気予報といったよう

なものも九州大学や関係県と協力して作ってい

ます。海況の方はそういうことでございますし、

それから、その海況の予測を活用して九州大学

等と連携して、その発生した赤潮が養殖場にど

ういうふうに近づいてくるかといったようなと

ころを予測できないかということで、これにつ

いては、今、九州大学を中心にして研究をして

いるところでございまして、なるべく早く実用

化できるように我々も努力していきたいと考え

ております。

【堤委員】 ありがとうございました。

以上で終わります。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【川崎委員】ＩＣＴ技術の導入状況についてお

尋ねいたします。

部長説明でもスマート水産業の推進について

の説明がありました。2月議会でも佐世保のア
プリの開発とかも質疑させていただきましたが、

今回、ドローンに特化してお尋ねをいたします。

水産業に関して、本県が持つドローンの保有

台数と操作可能な職員の数について、まずお答

えをいただきたいと思います。

【川口漁港漁場課長】ドローンには、空を飛ぶ

空中のドローンと水中ドローンということで、

水中に潜るカメラとかを設置したドローンがご

ざいます。

まず、空中ドローンについてご説明いたしま

すが、これは土木部の方で取り組んでおりまし

て、平成29年度から、現在13機が本庁と各地方
機関に配置されております。土木部技術職員の

方で198名ほどが操作可能となっているところ
でございます。

一方、水中ドローンについては、令和3年3月
に水産部の方で導入をいたしております。漁港

漁場課及び地方機関で計6台が配置されており
まして、現在、水産技術職員の方で13名ほどが
操作可能ということになっております。
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【中村総合水産試験場長】水産試験場でござい

ますが、空中ドローンは所有しておりませんが、

水中ドローン2台を導入いたしております。現
在、水産試験場の職員3名が操縦できる体制に
いたしております。

【川崎委員】 ご説明ありがとうございました。

土木部と兼用ということもあるのかもわかりま

せんが、いろんな分野で利用なさっていると思

います。

水中に漂うものも水中ドローンと一般的に、

空と海とは、また、たて分けが違うとは思いま

すが、ひっくるめてご説明いただきましたが、

こういった所有しているものを、どういった分

野で活用しているのか、主だったものについて

結構ですのでお答えいただきたいと思います。

【川口漁港漁場課長】 空中ドローンについて、

まず説明しますと、主な活用方法としては、事

業予定地の空中写真とか災害状況の早期把握、

情報収集等に使用しております。

水中ドローンについては、増殖場整備、藻場

等の繁茂状況とか、普及指導業務といいまして、

イカ等の産卵床とかを設置しますが、そこの状

況の確認とか、ほかの調査業務についても活用

されております。

【中村総合水産試験場長】総合水産試験場にお

きましては、現在、資源を回復するためのマダ

コの産卵用施設の効果調査、これは漁業者がタ

コの産卵を促すためにタコつぼを海に沈めて保

護をしているんですけれども、そういったもの

の効果調査、それから、今説明がありましたよ

うに、同じく沿岸域の藻場の分布調査等で使用

させていただいております。

【川崎委員】いろんな分野で使い始められてき

たものと承知いたしました。特に、人が行けな

い空中、水中、こういったところで活用が十分

に期待できるところですので、いろんな分野、

スマート水産業を推進していく一環として、ど

んどん取り入れていただいて、職員の皆様はじ

め操作をする人材育成にも取り組んでいただき

たいと思いますが、今後新たな取組ということ

について、県が検討されていることがあればお

尋ねいたします。

【中村総合水産試験場長】今日、台風被害の話

もございましたが、今後は定置網の漁場の海底

の地形だとか、あるいは定置網の設置状況、こ

れらについては現場の方からご要望もいただい

ておりますので、こういう活用をしていきたい

と思っています。

それから、移動があんまり多くない、移動が

少ない定着性魚類の生態調査、あるいは海藻類

の増殖試験の生育状況調査、こういったもので

調査研究の質的な向上に役立てていきたいと考

えております。

【川口漁港漁場課長】災害の話が出ましたけれ

ども、宮ノ浦の方も水中部でなかなか最初に見

えない部分がありますので、初期の判断といい

ますか、最初の確認ぐらいは活用できるんじゃ

ないかと思っておりますので、県北の方にもそ

ういう指示をしているところでございます。

【川崎委員】ありがとうございました。今後の

展開を期待したいと思います。

空中を飛ぶのはいろんな情報も持ちながら、

大体想像がつくんですが、水中のドローンとい

うのは、いろいろ操作面だとか、潮の満ち引き

に左右をされる、そういった機械だろうと思い

ます。

そういった中で、これも2月議会で一つ紹介
しながら質疑もさせていただきましたけれども、

先ほど来、赤潮の話もありますが、赤潮が発生

したところの水をドローンで採水して、現地で
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原因等を追求するような長崎大学の取組があっ

たと思います。

このように、長崎大学など、他の大学でも結

構でありますが、こういった研究機関と連携を

して進めていきながら、このスマート水産業も

進めていくということも非常に重要なポイント

かと思いますが、現在、こういった大学をはじ

め研究機関との連携をしながら進めているとい

う分野がございますでしょうか。

【渡邉水産加工流通課長】先ほど川崎委員から

お話がありました長崎大学との連携ということ

ですけれども、これは平成30年に長崎大学と連
携をしてやったもので、佐世保高専や五島市、

ながさき地域政策研究所、ＫＤＤＩ等業者の方

を含めて総務省の事業を使って赤潮対策の実証

事業を行ったというものだと思います。

これはドローンを使って赤潮の分布状況を把

握して、採水して、その採水した海水を取って

その中の赤潮プランクトンを同定する、自動判

別するということで、速やかに養殖業者にそう

いう情報を与えられないかということの実証事

業だったということです。これは、県の中では

産業労働部が行っておりましたが、水産部とし

ても技術的な助言等をこの事業の中で行って支

援をしていったところでございます。

現在、このドローンについて、まだまだ改良

すべき点とか改善すべき点があるということで

ございますので、そういうことについて現在鋭

意努力をしているという状況でございます。

【川崎委員】ぜひ連携を深めていただいて、実

用に向けて、こういったテーマでぜひ検討して

くださいと大学等にもご相談をすると、実用に

向けた形で研究も進めていかれるんじゃないか

なと思っていまして、やはり商業用につながら

なければ研究しても、モチベーションというこ

ともあるでしょうし、こういったことで活用で

きないかという意味で積極的に、待ちの姿勢じ

ゃなくて、テーマを提案しながら検討してもら

うということにも、今後、ぜひ力を入れていた

だきたいなと思いますので、よろしくお願いい

たします。

次に、コロナ禍における鮮魚、水産加工品等

の輸出状況ということでお尋ねをいたします。

水産物の輸出状況ということで、長崎県の水

産業振興基本計画で輸出額が平成30年度27億
円を令和7年度には50億円にするということを、
これも2月でしたか、議論をさせていただいて、
少々高めの目標であるけれども、新たな需要を

開拓して進めていくと、こういうご答弁だった

と記憶をいたしております。コロナ禍で様々な

制限もあっているんだろうと思っておりますが、

現在、今年度の目標、そしてその進捗について、

まずお尋ねをいたします。

【齋藤水産加工流通課企画監】輸出につきまし

ては、まず今年度の目標としては40億という額
のところを目指して取組をしているところでご

ざいます。

現状でございますけれども、まず、ちょっと

仕向け地別で申し上げますと、まず東南アジア

向けの冷凍品というのは、向こうの経済も動い

ているということもあって、特にそこに支障が

出ているというお話は現状では聞いていないと

ころでございます。

アメリカや韓国向けには、ブリがメインの輸

出の商品になってまいりますけれども、ブリに

つきましては今からの時期の輸出ということに

なりますので、それは今から状況を注視してま

いりたいと考えております。

中国についてでございますけれども、中国に

つきましては、これまで、コロナ前にやってき
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た福岡から上海、北京向けの航空便というのが

現在も止まっている状況にあって、今でも関西

空港から上海の方に向けているというような現

状がございます。便数も少ないという中では、

どうしても支障が出るということもあって、送

る量的には、コロナ前まで送っていた量の倍を

1回で送るような状況で進めております。その
中でプラスして日数も多くかかりますので、保

冷剤をかなりたくさん入れて対応しているよう

な状況でございます。

そういうところで、中国向けには、今、努力

をしているということもあって、厳しい状況に

はあるんですけれども、進捗の具体的な数値と

いうのはなかなかわかりかねるところもあるん

ですけれども、そういったところでもって目標

に向かって進めていきたいと考えているところ

でございます。

【川崎委員】 今、輸出に向けて、とりわけ冷凍

品はいいとしても、中国向けの鮮魚ルートが、

福岡便が少なくなって関西からと。確かに距離

も、反対の方向に飛んでいって、そこからまた

長崎を飛び越えて元に戻すので非常にもったい

ないような気がいたしますが、その辺はいたし

方ないということはあるとしても、先ほど40億
円の目標に対して、数字はぜひつかんでくださ

い。50億円を令和7年の目標にしていますから、
40億円というのは一つのステップでしょう。い
きなり50億円にはならないわけで、それはよく
長崎県内の事業者と意見交換をしていただきた

いと思います。

事業者から鮮魚の輸出ができないとか、輸出

しづらいとかというお声を直接聞くんですが、

今、おっしゃった内容の程度ですか。もっと深

刻な制限というものがかけられたりしていませ

んか。

【齋藤水産加工流通課企画監】まず、中国につ

いては、魚種の向こう側の指定というのもあっ

て、こちらが出したい魚種が出せないといった

ような現状もあるところでございます。

また、中国国内で、上海空港の方でコロナの

職員が発生したということがあると、もう輸出

が止まるといった状況もございました。そうい

った様々なことがあって、やはり鮮魚の輸出と

いうのは難しいというのもあるし、先ほど申し

上げましたとおり、やはり関西空港から送ると、

どうしても日数がかかるというところもあって、

鮮度保持というところが非常に問題であって、

今後、そういった課題に向けて取組をしていき

たいと考えているところでございます。

【川崎委員】明らかに、今の説明ですと事業者

には大きな影響があっているということは事実

でしょう。

鮮魚の命は鮮度であり、日数がかかってそれ

が落ちてしまうということは最悪の状況でして、

ここをどう解決していくかということについて

は検討されているということでしたが、やはり

目の前の話でありますし、もう少し具体的にこ

ういう支援でもって輸出額を達成する、そうい

った強い思いが必要かというふうに思います。

具体的にどう対策を講じていくのか、お尋ねい

たします。

【齋藤水産加工流通課企画監】達成額に向けて

は、中国向けの鮮魚というところが非常に単価

も高いし、額も取れるということもあって、そ

こに力を注いでいかなければいけないというと

ころもあるかと思っています。

そういった中で、先ほど申し上げた鮮度の問

題が非常に大きいということもありますので、

そういったところで一つは新しい鮮度保持の技

術であるとか、そういったところを踏まえた魚
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を仕立て上げるとか、あとは高鮮度の冷凍加工

品、冷凍の魚でもってそれを解かしても刺身で

食べられるような高鮮度の冷凍のものを輸出す

ることによって、あとは中国、今現在は沿海部

である上海や北京、深圳あたりに出している状

況にありますけれども、そういったところをも

う少し、深圳あたりは南部の方に広げていくと

か、あとは中国の内陸部の方を目指してやって

いくために、そういった新しい鮮魚の鮮度保持

の技術であるとか、冷凍品の開発というのは必

要になりますので、そういったところを事業者

とともに見ながらやっていきたいと考えており

ます。

また、輸出のルートにつきましても、今現在

関空から送っている状況にもありますけれども、

もっとほかにルートがないのか、いろいろ試行

錯誤しながら、できるところは少し前倒ししな

がら、試験的に取り組みたいと考えているとこ

ろでございます。

【久保田委員長】 残り3分です。川崎委員、ど
うぞ。

【川崎委員】 しっかり取り組んでください。

先ほど、冷凍は比較的いいような話がありま

したが、今、小長井の方でカキがなかなか消費

されてないということからストックがあるやに

伺っているんですが、こういったものは輸出に

向けられないんでしょうか。

【齋藤水産加工流通課企画監】冷凍カキにつき

ましては、確かに昨年度、シーズン終盤に小型

のサイズのカキが例年より多く捕れたというこ

とがあって、主に加工用というところで今スト

ックをされて、その一部を漁協の直売所とか、

漁連のネットの販売あたりでも販売していると

いう状況にあるというふうには聞いております。

ただ、加工品の原料で今ストックをしている

状況ということもありますので、輸出というこ

とになれば、向こうでは恐らく、今現在では深

圳向けにいわゆる活魚として出している状況に

あって、多分向こうも生食で食べられているよ

うな状況にありますので、この冷凍のカキは生

食というのはどうかというところも含めて、ち

ょっと輸出のルートとか、そういったところも

検討しながら、輸出というお話があればそうい

ったところも相談をしていきたいというふうに

思っております。

【久保田委員長】 ほかにございませんか。

【山本(由)委員】 私の方から、食育に関する水
産部の取組についてということで通告をさせて

いただきました。

本件につきましては、今議会の一般質問で山

口(経)副委員長が取り上げられていますので、
重複する部分が多いと思いますけれども、よろ

しくお願いします。

第3次長崎県食育推進計画の実績と第4次食
育推進計画の取組についてお尋ねをします。

本県では、平成17年の国の食育基本法を受け
て、平成18年に長崎県の食育推進計画を策定し、
5年毎に更新をしていって、第3次が令和2年度
に終わって、第4次が令和3年度から始まってい
るということなんですけれども、この中で関係

者として県民とか県とか教育とか、農林漁業者、

食品関連事業者などということが挙げられてい

て、それぞれの役割ということで農林漁業者等

につきましては、体験活動などが食に関する県

民の関心、理解を促進するうえで非常に重要だ

ということで、農林漁業に関する多様な体験の

機会を積極的に提供することで自然の恩恵と食

に関わる人の活動の重要性について県民の理解

が深まるように努めるというふうなことが書い

てあります。
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この内容については、第3次も第4次も同じと
理解をしているんですけれども、水産部におい

ても第3次、第4次計画について、関係課という
形で施策に関わっておられますので、この施策

に関する第3次計画の実績、特に令和2年度とい
うことなるんでしょうけれども、それと第4次
計画での新たな取組などがありましたら、ご説

明をお願いします。

【岩田水産経営課長】 第3次の食育計画につき
まして、水産部の方で私ども水産経営課としま

しては、魚料理教室や定置網漁業の体験、種苗

放流の体験取組というのを実施しております。

この取組の令和2年度の実績としましては、延
べ96回、2,244人を対象として実施しておりま
す。この取組につきましては、第4次につきま
しても同様に、進めていく計画でございます。

【山本(由)委員】 今度、第4次計画の方ですけ
れども、新たに全ての世代に、県の取組をわか

りやすく伝えるということで、6つのライフス
テージ毎にそれぞれ目標を掲げて、一人ひとり

が目標を意識して食育への関心を高めていくと

いう施策になっているんですけれども、ここに

おいては、当然関係部局が連携をして様々な施

策に取り組んでいくという形になると思うんで

すけれども、そのライフステージ毎の取組につ

いて、それぞれ具体的に、例えば水産部として

こういうふうに取り組んでいく計画があるとい

うものがありましたらご紹介をお願いします。

【岩田水産経営課長】一つは、料理教室などに

つきましては、低学年から、あるいは中学校、

高校まで幅広く実施をしております。

それともう一つ、一般の方につきましては、

県内に3つの魚市場協会がございますけれども、
魚市場協会の方は主に一般の方を対象に料理教

室をすると。特に、最近は一般の方を対象にす

る場合、お子さんを連れてきてくださいと。例

えば赤ちゃんとかを連れてきて一緒にやりまし

ょうというような動きをされて、全年代といい

ますか、小学校から高校、さらに一般の方、幼

児の方も連れて来てくださいというような活動

で幅広くやっている状況でございます。

【山本(由)委員】 体験であるとか、幼児教室と
か、そういったものはこれまでも取り組んでお

られるんですけれども、今回、6ライフステー
ジというんですか、その中で、後段の方ですよ

ね、青年期、今は青年期でお子さん連れという

ふうなお話があったんですけれども、もうちょ

っと上の壮年期とか、老年期、高齢期というん

ですかね、こういった方に対して水産に関する

食育とか、そういうものに関する取組というの

は特にあるんでしょうか。

【岩田水産経営課長】 水産教室といいますか、

我々の方じゃなくて、魚市場協会が実施される

料理教室というのは非常に幅広くて、公民館講

座とかの、例えば単身の方が魚を料理するとい

うような研修を対象にされているということで、

かなり幅広くやられております。それは今後も

当然続けていくという状況でございます。

【山本(由)委員】 わかりました。
今度は県の食育推進計画のベースといいます

か、基本的には食育基本法からスタートしてい

るから、当然国の食育推進計画というのがある

わけですけれども、これも第3次、期間はだか
ら同じですね。令和2年度までが第3次で、令和
3年度から第4次ということなんですけれども、
これを見てみたんですが、かなり今回変わって

いるんですね。基本目標であったり、重点項目

であったり、目標というのがかなり変わってい

ると、基本的な方向は一緒なんでしょうけれど

も。
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例えば、持続可能な食を支える食育であった

り、新たな日常やデジタル化に対応した食育の

推進ということで、食と環境の調和とか、農山

漁村を支える多様な主体とのつながりの深化と

か、ＩＣＴなどのデジタル技術を有効活用した

情報発信という形の取組を進めるという方向性

が出ています。

県の第4次計画の中にも一部当然盛り込まれ
ているんだと思うんですけれども、新たな目標

として、学校給食における地場産物を活用した

取組を増やすということであったり、栄養バラ

ンスに配慮した食生活を実践する国民を増やす

という形で、あと産地とか生産者を意識した、

環境に配慮した農林水産物、食品を選ぶという

ふうな形が新たに出てきているなと感じたんで

すけれども、こういった国の新しい目標とか、

デジタル化に対応する県の今後の取組について、

ざくっとした話で総論的なことになるんですけ

れども、水産部長のご見解をお聞きしてもよろ

しいですか。

【斎藤水産部長】やはり魚食を普及させるため

に、食育というのは一番重要なことだと考えて

います。それはいろんな、要するに子ども時代

を含めて水産物をとって健康な体をつくってい

ただくといったことは、非常にそれは重要なこ

とであろうかと思います。

一方で、学校給食に水産物をどんどん打って

いくというのは、その水産物自体が単価が高い

とか、なかなか量がそろわないとか、いろんな

問題が実はあります。その中で、コロナにおい

て、国の事業も活用しながら、何回か学校給食

に水産物を入れて非常に評判もよかったという

経験もございます。

改めまして、ご指摘のとおり、第4次の食育
計画ができまして、金額ベースで前年よりアッ

プした形でどんどん努力していきましょうと、

少し取り組みやすい形、今までは要するに3割
以上みたいな目的があったわけですけれども、

そこからもう少し、我々としても上げていきや

すいような目標に国の方も設定されたんじゃな

いかと考えております。

これまでの経験を踏まえまして、我々といた

しましても、食育という形、給食もあるかもし

れません、あるいは、今やっている水産物の魚

教室といったものもあるかもしれない、そうい

った形を積極的に取り組んで、そういう形で食

育基本計画なりの趣旨に沿った取組を進めてま

いりたいと思います。

【山本(由)委員】 ありがとうございます。まさ
に、その答えをお聞きしたかったので。

結局、食育というのは、非常に大事なことで

はあるんですけれども、食育基本法自体ができ

たのが平成17年ということで比較的新しい。昔
からやっているんだけれども、体系づけたのは

比較的新しいということがあって、さらに社会

のあらゆる分野に関わってくるというところだ

から、どこが主体で、どう連携していくのか、

指令塔みたいなところがあんまりはっきりして

ないようなイメージがまだあるんです。

多分これは、国の所管は農林水産省じゃない

かと思うんですね、食育に関して。では、都道

府県はどうかと見たところ、農林水産が所管で

あったり、それから本県みたいに生活とか環境

といったところが所管であったり、あるいは、

多いのは福祉や健康といったところが所管をし

ているという形で、所管がまちまち、それだけ

幅広いということだと思うんですね。

ですから、こういった事業をしたのが結果的

に食育になりますという形ではなくて、先ほど

部長がおっしゃったような形で、食育という視
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点が最初にあって、もちろん食育だけではない

んでしょうけれども、その視点の中に食育とい

うのがあって、こういう事業をやっていきます

というような形で、より主体的に、今までやっ

ていらっしゃる以上に、食育という視点で取り

組んでいただければなと、これは農林部も同じ

だと思うんですけれども、そういったことをお

願いしまして質問を終わりたいと思います。あ

りがとうございました。

【久保田委員長】通告をされた方で、ほかにご

ざいませんか。

【外間委員】私の通告については、水産業の所

得向上対策について問題提起をし、聴き取りも

させていただいて、その中で一番の問題だと思

っているのは、所得向上対策を行っていく際に、

2040年問題を含めまして、本当にもうかる漁業
や人材育成、漁業に関する様々な施策を講じて

いったにしても、この2040年問題をどうクリア
していくかという大きな、先のことを考えなが

ら今あるチャレンジ2020、あるいはチャレンジ
2025に見られるような総合計画に数値目標を
明確に立てて、人を育て、もうかる漁業者を育

て、水産における技術やスマート水産業や、様々

な考える努力をする施策を講じていくことで、

これから長期の水産業の所得向上をどうやって

確保していくかということが一番の問題だと思

っておりまして、そのことについて水産部とし

て、現状、課題も含めて、これからどのように

進めていかれるおつもりか、1点に絞ってお尋
ねしたいと存じます。

【佐古漁政課長】現在取り組んでおります平成

28年度からの県民所得向上対策におきまして
は、県全体では5年間で1,028億円、このうち水
産業については25億円の増加というのを目指
しているところです。

直近の現状を申し上げますと、平成30年度の
実績で、平成27年の284億円から平成30年度に
は316億円と32億円増加をしまして、目標が15
億円でございましたので、2倍を超える実績と
なっております。これを今後も引き続き実績に

結びつけていくためには、当たり前の言い方に

はなってしまいますけれども、まずは水産資源

の維持・増大を図りながら、漁獲された水産物

については、とにかく高い価格で販売をする。

併せて、生産コストの削減にも力を入れて、結

果として収益性を上げていくということが必要

になろうかと思っています。

一方で、水産業につきましては、現在のコロ

ナ禍の影響が示しますように社会情勢にも影響

を受けますし、それから、そもそもの資源の動

向、こういったものにも影響を受けやすい、い

わゆる外的要因に左右されるところがございま

すので、そうした環境の変化に強い経営体づく

りというのが最大の課題だと思っているところ

でございます。

そのため、今後につきましては、委員からも

お話いただきましたけれども、ＩＣＴ等を活用

したスマート水産業に力を入れるということを

一つ考えております。

それから、個別の分野毎で申し上げますと、

養殖業につきましては、やはり国内については

人口減少に伴って市場の縮小というのが予想さ

れますので、国内の競争に打ち勝つ、それから

国外への展開というのも視野に入れた養殖魚づ

くりというのが課題であり、これに取り組んで

まいりたいと、マーケットイン型の市場のニー

ズに応じた養殖魚づくりというのに取り組んで

まいります。

それから、輸出につきましては、これは国内

あらゆる地域が、様々な地域が輸出にも取り組
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んでおりまして、海外での競争というのも激化

しておりますので、そういう競争にも打ち勝て

るようなしっかりした競争力のある商品づくり、

それから新しい販売ルートの確立ですとか、こ

ういったところに力を入れてまいりたいと思っ

ています。

それから、少し長くなりますけれども、やは

り今申し上げたような様々な分野別の取組を進

めるプレーヤーになりますのは、あくまでも就

業者の皆様でございますので、今日の委員会で

も就業者数の減少という状況はございましたけ

れども、水産部としてもいろんな取組を進めな

がら、まずは水産業が魅力ある業なんだという

ふうな形をまずつくって、それをしっかり県内

外に情報発信をして、水産業に従事してみたい

というような思いを持っていただいて、実際に

就業していただくと。また、新しく入ってきた

方には新たな考えを持って、さらに業としての

魅力を高めていっていただいて、この産業とし

ての好循環を生み出すことで所得向上を目指し

てまいりたい。

いろんな分野で部内各課が取り組んでおりま

すので、部一丸となって力を注いでまいりたい

と考えております。

【外間委員】漁政課長、どうもありがとうござ

いました。

4つの質問に対し、答弁も4つに分けてご答弁
いただきありがとうございました。しっかりと

取り組んでいくことによって、どうか魅力ある

人材をどう確保すべきかという大きな課題に向

けて、また、2040年問題も、この水産部門にお
ける課題も、解決していくには、本当に難解な

問題がたくさんあろうかと思いますので、様々

な付加価値や水産資源、収益性向上に向けた環

境の変化をしっかりと捉えながら前に進める水

産業、行政体であってほしいと思っております。

ありがとうございました。

【久保田委員長】それでは、午前中の審査はこ

れにてとどめ、午後は1時30分から再開をいた
します。

しばらく休憩いたします。

― 午後 零時 ３分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

午前に引き続き、所管事務一般に対する質問

を行うことといたします。

事前通告をされた委員の方でご質問はござい

ませんか。

【吉村委員】私のために午後まで会議を開いて

いただきまして誠にありがとうございます。

早速始めさせていただきたいと思います。

先ほど、堤委員から就業者の確保ということ

について質問があったんですが、私も県内の水

産物の状況とざっくり大枠で書いておるんです

が、先ほどの質問の中で、平成10年に2万4,000
人おった就業者が、平成30年、20年後には1万
1,700人と半減しているわけですね。ここら辺で、
働く人が減ると水揚げも減っていくのかなと思

うんですが、先ほどはその就業者をどうやって

確保していくかということについて集中して聞

かれたので、その周辺の水揚高、就業者が減る

ことによってどのように減少してきたのかなと

思うんですが、これを比較して、海面、養殖、

沿岸、それから沖合と、いろいろ形態があろう

かと思いますが、そういうところでの特徴的な

ことがあればお知らせいただきたいと思うんで

すが、いかがですか。

【岩田水産経営課長】 平成30年に大体30万ト
ン水揚げがございまして、それがそのままトレ
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ンドでいきますと、令和7年には25万トン程度
まで落ちてしまうということでした。

それは、特にといいますか、養殖業、あるい

は漁業、いろいろ細かく漁業種類を分けて見て

いるんですけれども、どれも落ちていると。就

業者が減っていきますので、それは同様に落ち

ていくという状況にございます。

例えば、その中で平成30年と令和7年の目標
で掲げておりますけれども、例えば平成30年に
養殖業が実績として2万3,000トンございます。
それから養殖以外の一般漁業が29万1,000トン
の水揚げがありまして、合計で31万4,000トン
ございます。これを令和7年の目標としても、
これを30万トンは確保したいということでト
レンドの分析をしまして、それで目標としまし

ては細かく言いますと、養殖業の方は2万トン、
一般漁業の方で28万4,000トンで30万トンを何
とか維持したいということで目標を立てて、そ

れについて就業者の数も1,200人の新規就業者
を確保したいということで考えております。

【吉村委員】 今、漁獲量というか、これで平成

30年は養殖で2万3,000トン、それ以外で29万
1,000トンということで、これを令和7年には養
殖で2万トンと、ちょっと量が減ってくる、全
体にも1万4,000トン減っているので、その率で
減るのかなと思うけど、養殖とそれ以外の割合

も変わらんみたいじゃけど、養殖を増やしてい

くとか、そういう考え方というのは現在のとこ

ろはどういう考え方を持っておられるんですか。

【渡邉水産加工流通課長】養殖については、こ

れまではプロダクトアウトということで、つく

った数量に合わせて養殖業を展開していこうと

考えていたんですけれども、これからはマーケ

ットのニーズをつかんで、それに合わせたよう

な形で養殖業を展開していこうと、伸ばしてい

こうと考えております。

また、先ほど、就業者の話をされましたけれ

ども、当然就業者が減ることによって、その従

業員とかも減っていきます。そういう中で何を

するかということで、ここでスマート養殖と、

ＩＣＴとかそういうものを使って、いかに経費

を落として、また労働力が減る中で、そういう

ものを補う形でそのような機器を使って、何と

か今の養殖業を展開して、やはり様々なニーズ

が出てきていますので、それに合わせた養殖業

を展開して増やしていこうということで考えて

おります。

【吉村委員】今の答弁を聞いておると、養殖の

方が伸びやすいというか、そういう感じも受け

るんじゃけど、マーケットのニーズに合わせる

とか、スマート養殖をやっていくとなると。こ

の令和7年度に向けての目標値の設定というと
ころでは、この養殖をもう少し増やしていくと

いう何か形が見られたらと思うんじゃけど。

それと併せて、この就業者が減ると言うんじ

ゃけど、確認ですけど、平成10年で2万4,000人、
平成30年で1万1,760人というのは、これは全就
業者数ですか、組合員数とか、そういうのでは

なくて。

【岩田水産経営課長】それは正組合員とか、漁

業者の正・准の合計ではなくて、漁業に就業し

ている方の合計数でございます。

【吉村委員】全就業者数ということでわかった

んですが、それとここで量はわかったんですけ

れども、これが金額にしてどうなるのかという

ところも気にかかるわけですが、この平成30年
と令和7年の比較の中で、金額的にはどういう
動きがありますか。想定しておりますか。

【川口水産部次長】 金額につきましては、2月
にご説明した、今後5か年の基本計画の中で、
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海面漁業におきましては基準年が平成30年で
636億円、目標値が平成7年で660億円。養殖に
つきましては、これは基準年がずれているんで

すが、平成29年で378億円、令和7年で400億円
の目標を立て、合計1,060億円という5年後の目
標に向かって推進していくということにいたし

ております。

【吉村委員】 わかりました。金額にすると、目

標値設定はちょこっと増えるぐらいか。これは

減っていくところを維持していくという面も十

分あるので、わからんこともないんですけれど

も、目標設定はある程度高くにもっていくよう

な気持ちを持っとってほしいと思います。

それで、さっきからこの養殖で、もう少し増

えるように取組を進めんばいかんちゃないかと

いうのが、昨年も言われておるんですが、この

コロナ対策で特に、それと流通対策ということ

で水産物学校給食活用推進事業という事業を展

開されておると思うんですが、これが昨年の時

には小・中学校等に約103万食を提供するとい
うことに出ておるわけですが、これの目標に対

しての実施率というか、それと今年は、今回の

部長の説明でも、昨年来、流通対策として養殖

魚を中心に学校給食への食材提供と、こうなっ

ているけれども、103万食とかの数値設定は出
てこんわけですよ。そういうところの中身につ

いて、ちょっとお知らせいただけますか。

【渡邉水産加工流通課長】学校給食の昨年度の

コロナの実績等になりますけれども、今委員が

おっしゃるように目標を立てて実施してきた中

で、これまでのコロナの対策事業で、学校給食

は養殖ブリ、マダイ、トラフグなどを県内517
校に80万1,000食を提供、県外では、東京、群
馬、埼玉、佐賀県の334校に対して養殖ブリ、
マダイ等を49万8,000食、合計で851校に129万

9,000食の提供を行ったということでございま
す。

現在はこの事業はないんですけれども、今、

国の事業を活用して民間の業者というか、漁連

とかそういうところが取り組もうということで

進めているところです。これは県を通らないで、

直接国から民間業者にいくということで、それ

を使ってやっているという状況でございます。

【吉村委員】今、説明で129万食と言ったかな、
確認です。129万食ね、もじゃもじゃ言うけん
わからん。103万食を目標値と設定して、129
万9,000食というところが実績値として上がっ
たわけね。

そいけん、これは今年はどうなっとやろうか

なと思ったわけよね、さっきの説明でも養殖魚

を中心に学校給食へ提供していくと。これで養

殖に従事する人たちの経営の安定化というのも

図れるとよねと思って、去年1年だけの国のコ
ロナ対策で、今年はそれはもうないというのか

な。なからんば、ここの説明に「養殖魚を学校

給食に提供する」と書かれんと思うんじゃけど、

そこら辺は今回の中身はどがんなっとっとです

か。

【渡邉水産加工流通課長】昨年度までは、国の

事業を県が受けて、それを使って学校給食とい

うことで出させていただいたんですけれども、

現在は県を通してやる事業がなくなりまして、

国から直接事業主体にお金を通してやっている

と。県を通らないでやるので、全くなくなった

というわけではなくて、やはり同じように漁連

等の事業主体が、今現在、学校給食に対して支

援を行っているという状況でございます。

【吉村委員】去年は、県を通してやったから数

がある程度把握できておるし設定できたと。今

年度については、国が直接事業主体へと、今、
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漁連と言ったけれども、漁連を通じて学校の給

食にいくわけですか、そこら辺、もうちょっと

説明して。

【渡邉水産加工流通課長】漁連というのは、食

材を提供する事業主体ということで、それを学

校給食ですから、当然学校の給食会とか、そう

いうところに食材を提供して、そこがまた学校

側に配るという形になっております。

【吉村委員】 わかりました。でも、これはずっ

とここで説明にも載っとるように、養殖魚を給

食へ提供するんだと、これは県の言葉で言うと

るわけよね。だから、もう国から直接事業主体

にいって、それが学校に配給されるということ

なのでと言うとかんで、その数がどれぐらい設

定されて実施されるのかというのは把握しても

らいたいと思うんですが、これは今後とも続け

てもらいたいと思うからそういうふうに言うん

じゃけど、いかがですかね。

【渡邉水産加工流通課長】正確な数字というか、

聴き取りでございますけれども、学校給食に対

して20万人、トータルでいけば23万人程度の
方々に食材を提供しようということまでは聞い

ておりますけれども、何食ということで正確な

数字としては出てこないですけれども、そうい

う形で目標は持ってやっているということです。

【吉村委員】漁連から出ていくんだろうけんか、

そこは、そこに問い合わせていけばだんだんと

数字はある程度つかめていくと思うので、それ

は数字をつかんでいただきたいと思います。

今、23万人と言ったけど、昨年は129万食と
言うし、そこら辺大分縮小しているんじゃなか

ろうかと見えるけれども、これは同じように農

産物も学校給食に提供していくんだということ

があって、明日質問するけど、こういうことで

計画的に出せると流通ができるわけよね。だか

ら、それは生産者にとっては非常に見込める数

字が具体に出てくるわけやけんか、いい事業と

思うので、そういった意味で数字の把握という

のを、よそごとのようにせんで、連携をとって

やっていただきたいと思うんですが、どうです

か。もう一回、その数の把握。

【渡邉水産加工流通課長】委員ご指摘のように、

確かに学校給食に対してこういう形で食材を出

すと。私たちも当然学校給食というのは小・中・

高の学生、子どもさん達に対して魚を食べてい

ただいて、これからそういう食材、魚に対して

興味を持っていただいて、もっと魚を食べてい

ただくような形でということで進めている部分

もございますので、大変重要なことだと思って

おります。

今、委員がご指摘のように、そういう視点で

考えれば、そういうふうな数字とか、そういう

ことを漁連や関係団体とお話をしながら、しっ

かりと進めてまいりたいと思っております。

【吉村委員】そういったことで、販路開拓とい

うことも当然並行して行われていて、先ほどの

答弁の中でも中国へ出荷するとかいうのもある

んじゃけど、中国に食べさせるより日本人にま

ず食べさせんばいかんと。それで、こういう小・

中学校という子どもの時から魚食ということを

刻み込んでいくというか、何か抵抗感なく食べ

れるということの習慣づけをさせるという意味

もあるんで、そういった意味で今後とも取組を

やっていただきたいと思います。

以上です。

【久保田委員長】ほかに質問がないようですの

で、水産部関係の審査結果について整理したい

と思います。

しばらく休憩いたします。
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― 午後 １時４７分 休憩 ―

― 午後 １時４７分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時から委員会を再開し、農林部関係の審査を行

います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 １時４８分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和３年９月２９日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ３時２２分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 久保田将誠 君

副委員長(副会長) 山口 経正 君

委   員 溝口芙美雄 君

〃 瀬川 光之 君

〃 外間 雅広 君

〃 西川 克己 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 吉村  洋 君

〃 山本 由夫 君

〃 堤  典子 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

農 林 部 長 綾香 直芳 君

農 林 部 次 長 吉田 弘毅 君

農 林 部 次 長 渋谷 隆秀 君

農林 部参事 監
(農村整備事業・諫早湾干拓担当)

鈴木 豊志 君

農 政 課 長 小畑 英二 君

農政 課企画 監
(スマート農業・技術普及担当)

一丸 禎樹 君

団体検査指導室長 村岡 彰信 君

農山村振興課長 村木 満宏 君

農業 経営課 長 溝口  聖 君

農産 園芸課 長 清水 治弥 君

農産加工流通課長 長門  潤 君

畜 産 課 長 山形 雅宏 君

農村 整備課 長 土井 幸寿 君

諫早湾干拓課長 安達 有生 君

林 政 課 長 永田 明広 君

森林 整備室 長 髙橋 祐一 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【久保田委員長】 おはようございます。

これより、農林部関係の審査を行います。

【久保田分科会長】まず、分科会による審査を

行います。

予算議案を議題といたします。

農林部長より、予算議案説明をお願いいたし

ます。

【綾香農林部長】 おはようございます。

私の方から、農林部関係の議案について、ご

説明いたします。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料の農林部の1ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第110号議案「令和3年度長崎県一般会計補正予
算（第11号）」のうち関係部分であります。
歳入予算は、国庫支出金1億1,025万5,000円

の増、諸収入1億6,727万9,000円の増、合計2億
7,753万4,000円の増。
歳出予算は、農業費2億614万9,000円の増、

林業費1億1,615万4,000円の増、合計3億2,230
万3,000円の増となっております。
まず、歳入予算についてご説明いたします。

（国庫支出金について）
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病害虫防除対策費に係る国庫補助金の増に伴

い、国庫支出金1億1,025万5,000円の増を計上
いたしております。

（諸収入について）

国庫補助事業により整備した施設等の財産処

分に伴い生じた返還金の受入れに伴い、諸収入

1億6,727万9,000円の増を計上いたしておりま
す。

2ページをお開きください。
次に、歳出予算の主な内容についてご説明い

たします。

（園芸振興対策費について）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴う

需要低迷により厳しい環境にある花き生産者へ

の支援等を実施するために要する経費として、

園芸振興対策費4,476万9,000円の増を計上い
たしております。

（病害虫防除対策費について）

柑橘類等に寄生する重要害虫であるミカンコ

ミバエを防除するため、誘殺板の設置及び有人

ヘリからの散布を実施するために要する経費と

して、病害虫防除対策費1億1,025万5,000円の
増を計上いたしております。

（繰越明許費について）

繰越明許費については、計画、設計及び工法

の変更や地元との調整に日時を要したことによ

る工事の遅延等により、年度内に適切な工期が

確保できないことから、農地費2億2,100万円、
林業費9億4,145万8,000円、合計11億6,245万
8,000円の繰越明許費を設定するものでありま
す。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【久保田分科会長】次に、農産園芸課長より補

足説明を求めます。

【清水農産園芸課長】農産園芸課の補正予算に

つきまして、補足説明をさせていただきます。

補足説明資料の1ページをお開きください。
資料に掲載してある分が、今回、補正予算で

計上している農産園芸課分の事業でございます。

事業の具体的な内容につきましては、2ペー
ジをご覧ください。

持続可能な花き産地づくり事業費について、

ご説明いたします。

本事業につきましては、今回の補正予算にお

きまして、国の臨時交付金を活用し、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大に伴い、需要低迷によ

り厳しい環境にある花き生産者への支援に要す

る経費として、4,476万9,000円を計上しており
ます。

具体的には、販売実績が、本年の春以降も大

幅に低迷している「きく類」、「ストック」を

栽培している生産者の経営継続に向けて、上位

等級品の生産拡大に必要な設備整備や、新品目、

新品種への転換等の取組への支援、また、長崎

県花き振興協議会が実施する県産のきくなどの

需要創出に向けた、小学校でのアレンジメント

教室や生花店での県産きくのフェア開催などの

取組を支援するものでございます。

続きまして、説明資料の3ページをご覧くだ
さい。

ミカンコミバエ防除対策費について、ご説明

いたします。

本予算につきましては、今回の補正予算にお

きまして、国庫事業を活用し、柑橘類やその他

の果菜類に大きな被害をもたらすミカンコミバ

エの蔓延防止対策に要する経費として、1億
1,025万5,000円を計上しております。
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この資料には、8月31日時点の数字で、トラ
ップ調査の誘殺頭数を記載しておりますが、昨

日も誘殺がありまして、直近の状況では101頭
の誘殺が確認されております。

このミカンコミバエの防除に要する経費とし

まして、ミカンコミバエのトラップ調査におい

て誘殺が確認された地点の半径5キロ以内に誘
殺板を手作業で設置するなどの地上防除と、車

が入れない山間部等のエリアにおいて、有人ヘ

リコプターを用いて誘殺板を散布する航空防除

を実施するために要する経費でございます。

【久保田分科会長】次に、農政課長より補足説

明を求めます。

【小畑農政課長】私の方から、農林部関係の繰

越明許費について、ご説明いたします。

お手元にお配りしております補足説明資料

「繰越事業理由別調書」の1ページをお開きく
ださい。

今回、計上しておりますのは、農林部全体で

22件、11億6,245万8,000円となっております。
繰越理由としましては、「②計画、設計及び

工法の変更による遅れ」によるものが9件、5億
7,505万8,000円でございます。
これは、主に予防治山費及び地すべり防止費

において、同一地区内の先行工事が、令和2年
台風第9号の波浪により再度被災したことや、
水抜きボーリングの地質が想定以上に硬いこと

が確認されたことにより、工法の再検討等が必

要となり、年度内に適正な工期が確保できない

ため、繰越を行うものであります。

次に、「③地元との調整に日時を要したもの」

が11件、4億8,090万円でございます。
これは、主に予防治山費及び復旧治山費にお

いて、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、

工事用道路のルート選定にかかる地元調整に不

測の日数を要したこと等により、年度内に適正

な工期が確保できないため、繰越を行うもので

あります。

次に、「⑤その他」の理由によるものが2件、
1億650万円でございます。
これは、経営体育成基盤整備事業及び県営自

然災害防止事業において入札不調により、年度

内に適正な工期が確保できないため、繰越を行

うものであります。

また、2ページから4ページに、事業別内訳と
して、繰越箇所、事業内容等をまとめておりま

す。

今後は、残る事業の早期完成に向けて最大限

努力してまいりたいと存じます。

【久保田分科会長】以上で説明が終わりました

ので、これより予算議案に対する質疑を行いま

す。

質疑はありませんか。

【山口(初)委員】 おはようございます。お尋ね

します。

今、ミカンコミバエについての、いわゆる予

算についてのご説明をいただいたところであり

ますけれども、今、私の地域でもあります多良

見町の伊木力においてもミカンコミバエは発生

しまして、県当局にもいろいろとご指導いただ

き、ご迷惑もかけている状況にあるんですが、

少し教えていだきたいと思いますが、これまで

に95頭が捕獲、誘殺されていますけれども、そ
のときの状況をもう少し、それぞれの個体がそ

れぞれの地域においていろいろ、それぞれの地

域に与える不安があっていると思うんですが、

いま少しご説明いただけますか。

【清水農産園芸課長】ミカンコミバエの本年の

誘殺状況についてご説明いたします。

まず、トラップ調査での誘殺の状況ですが、
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昨日の誘殺も加えて、直近で県内合計で101頭
の誘殺が確認されております。

地域別に申し上げますと、長崎市が35頭、佐
世保市が19頭、西海市が16頭、諫早市が13頭な
どとなっております。

このトラップ調査での誘殺につきましては、

特に前線の停滞等による南風が流れ込んできた

後、やはり新規の飛来があって、誘殺が見られ

ているような状況でございます。

それから、トラップ調査と並行して寄主果実

調査、ミカンコミバエが果実に卵を産んでいな

いか、産卵等をしていないかというのを確認す

る調査も行っております。こちらにつきまして

は、9月21日と26日に、諫早市と長崎市の民家
に植わっている柿が落下して腐敗した果実から

幼虫が確認されております。ただ、これは出荷

用のミカン等の果実ではなくて、防除等はされ

ていない民家の柿の果実からの発見ということ

でございます。

現在確認されているミカンコミバエの状況と

いうのは、以上でございます。

【山口(初)委員】もう101頭まできたんですね。
そうしますと、101頭それぞれの地域で、今、
ご説明があったように、捕獲といいますか誘殺

といいますか、発見されているわけなんですね。

多良見町の伊木力の関係、みかんの関係、あ

るいは柿の関係なんですが、これはこの後に話

しますけれども、それまでにそれぞれの地域で

ミカンコミバエが発見された。その地域におけ

るいろんな産物があると思うんですね。それに

対する対策等も何らかのものがとられたんじゃ

ないかと思うんですが、主なものについてでい

いですから、ご報告いただけますか。

【清水農産園芸課長】ミカンコミバエに対する

対策ですが、まず、トラップ調査で誘殺された

地点の周囲5キロにテックス板を設置して、そ
れによって防除をする、そういう対策をとって

おります。

また、生産者の皆様、あるいは住民の皆様に

対しては、やはり発生源、産卵源となりかねな

い不要果実、食べない、あるいは出荷したりし

ないような果実については、園地や庭に放置し

ないでくださいという呼びかけを行ってきてお

ります。

また、当然のことながら、生産者の皆様には、

通常の防除をしっかり徹底するようにというこ

とでお願いしているところでございます。

【山口(初)委員】 それぞれ各地域、それぞれの
産物ですから、対処の仕方も違うかと思うんで

すが、先日発生しました多良見町のみかんの関

係、柿の関係からいきますと、私もここにおる

もんですから、現場から詳細には報告を受けな

いんですが、みかん部会の皆さんとか、ＪＡの

実行組合の皆さんとかから連絡がきます。そう

いうことで早急に、最終的には7トンぐらいに
なったのかな、5～6トンと言っていましたけれ
ども、集めていまして、それを埋設するという

ことで、埋設場については県の指導があって、

指定の場所に埋設できたと思います。物を見に

行ったら、もうなかったものですから、できて

いると思います。

そういうことで、現実にみかん農家の皆さん

が今心配しているのは、いわゆる出荷停止にな

らんごとと思っているわけですね。長崎県有数

のみかん産地でありますから、出荷停止には絶

対なさないと。

そういうことで農家の皆さんの要望、昨日も

そういう会合をしているんですけれども、夕方

電話があって、こういうことだったので、県当

局にお願いできんだろうかと。どういうことか
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というと、このテックス板をそれぞれ生産者農

家に、今、それぞれのヘリコプターから、ある

いはそれぞれ人力を用して設置されているんで

すが、これをみかん農家にそれぞれ、平米当た

り、あるいは1反当たりとか、それは判断して
もらいたいんですが、もらえんじゃろうかと、

そうしたら、的確に設置できると。そうすると、

いろんな当局の手を煩わすこともなくなってく

るだろうと、労力もあるということで、ぜひ相

談をしてほしいということだったので、個別に

相談していい案件だったんですが、今ここで申

し上げますが、ご見解をいただけますか。

【清水農産園芸課長】まず、諫早市多良見町に

おいて落下した柿の果実から幼虫が発見された

ことにつきましては、これは国の防除マニュア

ルに沿いまして、その発見地点から周囲1キロ
の圏内にある、同様の柿の落下果実ですとか、

あるいはみかんの摘果をして落としてある果実

を回収し、そこからさらに羽化したりしないよ

うに封じ込めるということで埋設処分を行う、

これは本日も作業を続けています。この作業に

当たりましては、県、市、ＪＡのみならず地元

の生産者の皆様にもご協力をいただいて進めて

いるところであります。

その生産者の方からご提案のありました生産

者ご自身によるテックス板の設置ということで

ありますが、実はこれまでも各ＪＡの柑橘部会

の部会員等の皆様とご相談をし、もしご協力い

ただける場合は、ご自分の園地なり、あとご自

宅の庭にテックス板を設置していただくという

ことで、テックス板を配布して設置のご協力を

お願いしている経緯もございます。

また、今後、さらにテックス板の設置密度を

高めていくということを考えましても、今、委

員からご指摘いただきました、生産者によるテ

ックス板の設置というのも、より活用していく

必要があるだろうということを考えておりまし

て、引き続き、生産者のご協力もいただきなが

ら、職員による設置もしっかりやりますけれど

も、関係者のご協力もいただきながらテックス

板を設置し、しっかり防除していきたいという

ふうに思います。

【山口(初)委員】 ありがとうございます。そう
いうことで、各生産者農家に作業もやってもら

うということで配布をしてもらうと。実際、そ

れを発案したのは、ＪＡ関係の実行組合の会議

体の中で出た話だそうです。そういうことで、

早急にという話でしたので、ぜひきっちり対処

していただければと思っています。

ちなみに、どれくらいの規模で配布される状

況になり得ますか。物の関係もあると思うんで

すが。

【清水農産園芸課長】テックス板の設置につき

ましては、誘殺が確認された地点の周囲で、大

体1ヘクタール当たり1枚から3枚の密度で設置
をするということになっております。ですので、

通常、もし園地が1ヘクタール以内の方であれ
ば、園地に1枚、それからご自宅に1枚というよ
うな配布になるかと思います。

【山口(初)委員】 分かりました。いずれにして
も、今からみかんの出荷時期を迎えます。それ

で、最終に極早生とか入っていく状況にありま

すから、早急に対処したいという旨の話があっ

ていますから、ぜひ速やかに対応をお願いした

いと思います。

【久保田分科会長】 ほかにありませんか。

【西川委員】ミカンコミバエですが、冬は昆虫

として乗り越えきるのか、それと、卵とか幼虫

とかの関係をどう見ているのか、みかんや柿と

か果実類がなくなった季節にどう動いていくの
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か、そして、防除対策をどのようにしていくの

か。絶対根絶しなければ、また来年も心配だと

思いますので、その辺の対策の考え方をお尋ね

いたします。

【清水農産園芸課長】ミカンコミバエにつきま

しては、熱帯原産の昆虫でございまして、生育

の適温というのが、最高気温13度以上と言われ
ています。それによりまして、13度より下がる
冬場については活動しない、あるいは卵や幼虫

がそれ以上成長しないというふうに言われてお

ります。

ただ、冬を越すかどうかという知見は十分で

はないんですけど、少なくともこれまで本県等

において冬を越せるといったような話は承知し

ておりません。

ですので、まずは気温が下がる時期までにし

っかりと防除をする、テックス板の設置等によ

って、冬になる前にしっかり断ち切るというこ

とが重要かと思います。冬になれば、ある程度

もう活動なり成長も止まって、低温が続く時期

になれば、餌も食べられなくなってそれ以上成

長しないと、死んでいくというふうに考えてお

ります。

【西川委員】分かりました。少し安心しました

けど、やはり最終的には人力、マンパワーが必

要だと思いますので、今、山口(初)委員のお話
がありましたように、生産者と関係農業者とよ

く連携して、撲滅のために頑張っていただきた

いと思います。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【吉村委員】同じ関連ですけど、死ぬか死なん

か言うてくれん。結局、越冬すると、餌を食べ

きらんでも。そこをはっきり言うてくれません

か。

【清水農産園芸課長】越冬につきましては、生

育適温13度を下回ると、それ以上もう成長しな
い、あるいは活動もしないというふうに言われ

ております。

ということは、そういった低温が続く時期に

なれば、それ以上成育できない、成長できない

ということで、恐らくこれまでの知見によれば、

越冬はできないものというふうに聞いておりま

す。

【吉村委員】何となく奥歯に物の挟まったよう

な言い方で、死ぬと分かれば、それは安心する

んだけど、何か冬眠のごたる形で、また気温が

上がってきたら復活してくるかもしれん、そう

いう可能性はあるとかないとか、もう少し言う

てくれませんか。

【清水農産園芸課長】申し訳ございません。こ

の休眠、越冬に関する知見が十分にないという

ことも正直なところでございまして、ただ、そ

のため、植物防疫所と協議をしておりますが、

念のためトラップ調査につきましては、この冬

を越した以降もまだ残っていなかということは、

春以降もしっかり確認をしようということで検

討しているところでございます。

【吉村委員】 そこら辺は知見があるなしとか、

詳しいところに聞けばわかるのかもしれんし、

今後もはっきりするように調べていただきたい

と思います。

それから、この予算ですけど、1億1,000万円、
国が10割の事業なんで、県が出すということも
ないのですけど、1,000万円以上の契約状況のと
ころを見ると、航空防除が3,570万円、テックス
板の購入が4,400万円と出ているわけね。これは
契約が6月から8月の間にされているんだけれ
ども、どっちも随意契約。

それで、航空防除は佐賀県のエス・ジー・シ

ー（ＳＧＣ）佐賀航空、テックス板は鹿児島県
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のサンケイ化学と、どちらも長崎県内ではない

んだけど、ここら辺、県内で対応ができるとこ

ろがなかったのか。それと、テックス板につい

ては長崎県内で取扱い、例えばＪＡとか、そう

いうところで取扱うということはなかったのか、

そこら辺についてお知らせいただきたい。

【清水農産園芸課長】ミカンコミバエの防除に

要する航空防除の作業委託、それから、テック

ス板の購入にかかる随意契約についてのお尋ね

でございます。

まず、航空防除につきましては、通常のヘリ

コプターで薬剤を散布するのとは異なりまして、

このテックス板の散布というのは、ヘリを低空

飛行して、そこから目視でテックス板を投げ落

とすというような作業になります。

ということで、飛行中も投げ落とすことがで

きるようなヘリの改造とか、あるいは、低空飛

行して散布するような技術というのが要求され

る作業になりまして、私ども調べたところ、西

日本、特に九州でテックス板の散布作業ができ

るというのが、このＳＧＣ佐賀航空1者であっ
たことから、随意契約をしたということでござ

います。

それから、テックス板の購入につきましても、

本県に今年はこれだけ誘殺が確認されておりま

すが、これまでは沖縄とか鹿児島を中心に確認

をされていた害虫でございます。

全国を見渡しても、鹿児島あるいは沖縄にし

かテックス板を供給できる業者がなく、かつ、

沖縄の業者が県内限定ということでしたので、

本県にテックス板を供給できる業者が、この鹿

児島県のサンケイ化学1者であったことから随
意契約をしたという事情でございます。

【吉村委員】このミカンコミバエは、長崎県に

ついては、この頃急に出てきたような感触があ

るんだけど、沖縄とか鹿児島とかは前からずっ

とありよったと。今の話で、ここら辺は、北部

九州については、昔からミカンコミバエの被害

等はあまり聞いたことはないんだけど、そうい

う中でできるのは、ＳＧＣ佐賀航空しかないと、

もともとなかったのに、どうしてここはそがん

でくっとやろうと思っちゃけど、ОＲＣなんか
はヘリコプターを持たんやったとかね。そうい

うところを活用してやるとかいうこと、緊急を

要するということもあったんだろうけど、検討

はされなかったのか、お伺いします。

【清水農産園芸課長】このミカンコミバエの航

空防除につきましては、通常のヘリによる飛行、

乗客の輸送とは違いまして、やはり低空飛行し

てテックス板を目視で投げ落とす、散布をする

という作業になります。

そのために、まず、国内で防除をしている、

薬剤散布と肥料を使った薬剤散布の防除作業が

できる業者というのを当たりまして、その中で

テックス板の散布が可能な業者はどこかという

ことで確認をしましたところ、このＳＧＣ佐賀

航空1者であったということでございます。
【吉村委員】それじゃ、この散布の期間という

のはどういうふうに設定されているのか、お伺

いします。

【清水農産園芸課長】散布の期間でございます

が、まず、散布のエリアを決めまして、そこに、

先ほど申し上げました1ヘクタール1枚から3枚
の密度で散布をするということになります。

あとは、航空会社と相談をして、必要な枚数、

必要なエリアに必要な枚数を散布できる期間と

いうことですが、今回、第1回目、8月27日から
実施しました航空防除につきましては、9月20

日までのおよそ3週間強をもって実施したとこ
ろでございます。
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【吉村委員】 今、8月27日から9月20日に散布
しましたと。これで契約金額を見ると3,570万円
で、予算で見ると6,376万円となっているわけよ。
テックス板は4,600万円の予算で4,400万円、ほ
ぼ予算どおり購入しているということになるの

かなと思うけど、航空機防除については、まだ

今後も、例えば発生したらこれをやるというこ

とで、その後の散布期間というのも想定をされ

ているのか、いかがかというところをお知らせ

いただきたいと思います。

【清水農産園芸課長】今後の航空防除の実施に

つきましては、まさにトラップ調査での誘殺状

況を見て判断をすることになりますが、先ほど

の気温13度以下になるまでしっかり対策をと
るということで、11月ごろまではしっかり対策
をとる必要があるだろうということで、10月及
び11月にも、必要になった場合、航空防除はで
きるような金額を計上しているところでござい

ます。

【吉村委員】多分、そういうことをせんといか

んとやろうなと思いますけど、テックス板を散

布したり置いたりすると死滅するんだろうから、

その範囲については、だんだん狭まっていくと

は思うんだけど、それについて、防除内容で、

航空防除が32回で10万4,000枚、今まいており
ますと、実績ね。それから、設置の方で、地上

防除で16万800枚、合わせると27万枚ぐらいの
テックス板をもう既にまいてあるわけね。予算

的にも、ほぼほぼ、あと200万円ぐらいしか残
ってないんだけど、今後、まだテックス板は在

庫はあるのかな。これは1枚、単価は幾らにな
るんですか。そして、何枚購入しているのか、

教えてください。

【清水農産園芸課長】これまでテックス板を設

置した枚数でありますが、地上防除でおよそ16

万5,000枚、そして、航空防除で10万4,000枚と
いうような状況でございます。

テックス板につきましては、先ほどの鹿児島

県のサンケイ化学から購入しているわけであり

ますが、サンケイ化学には、今年非常に発生が

多いということで増産といいますか、前倒しで

増産をするように依頼をしているところであり

ます。

また、単価でありますが、これまで他県も同

様の単価と聞いておりますが、1枚約270円とい
うことで、薬剤を浸した板ですね、購入してい

るところでございます。

【吉村委員】 そうしたら、270円を散布した枚
数に掛けると、大体4,400万円ですよということ
で理解していいのかな。まだ在庫が、もう少し

残っておりますとか、これ以上に買って、まい

たのはこの枚数だけど、まだ在庫はこれぐらい

ありますというのがあれば、お知らせ願いたい。

【清水農産園芸課長】 この1,000万円以上の
契約状況に記載している契約金額、こちらにつ

きましては、既に予備費で購入をさせていただ

いたものでございます。

今回、補正予算でご審議をお願いしておるの

は、今後の購入分ということになります。

これまでの予備費を活用して購入した分とい

うことですけれども、これだけ発生が続いてお

りますので、購入した分は、航空防除なり、あ

るいは地上防除でほぼ使っているというような

ことで、毎週注文をして納品をしてもらってい

るような状況であります。

【吉村委員】これは予備費で対応して、今回の

補正予算はまた別ということ。ということは、

これは実績ではなくて、今後、国の予算でまく

やつを見込んでいるということか、既に予備費

で購入した分を国の補助金で埋め込むというこ
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とか、どっちですか。

【清水農産園芸課長】予備費で対応した分につ

きましても、また今後、補正予算で対応する分

につきましても、いずれも国の交付金を使いま

して、国庫で10分の10での対応となります。
今回、契約状況に記載してある4,419万8,000

円というのは、これまでに購入した金額という

ことでございます。

【吉村委員】 そうすると、この1,000万円以上
のやつとは全く別で、今度の補正が組まれてい

ると。これはプラスせんばいかんわけたいね、

予算的にも数でも何でも。分かりました。それ

なら、結構な額になるんだなと思います。

それと最後に、みかんの農園はあらかじめ置

いていけば、歩いて入れるところだから防除で

きるんだろうと思うけど、柿とこの前から聞い

て、柿の木はあちこちに県内にあって、うちの

庭にも2～3本あるんだけど、それが途中でよく
落ちて、熟したようになってね。それがミカン

コミバエだったとなると、大変たいね。そうい

う落ちたのがあったら、穴を掘って埋めてくだ

さいよとこの前から言われたけど、そういうと

ころにもテックス板を、これが半径5キロに1～
3枚だったかな。庭とかやったら、そこに1枚置
いておけば、かなりのところができる。そうい

うところにも頒布してもらえるということには

ならんのやろうか、いかがですか。

【清水農産園芸課長】委員ご指摘のように、庭

木にある柿の木への対応というのも必要になる

かと思います。

具体的には、先ほど生産者のご協力を得て、

ご自宅にもテックス板を設置していただくとい

うのもありますし、また、今回幼虫が見つかっ

たエリア、特に長崎市の方は住宅地でもござい

まして、落下果実の回収作業と併せて、柿の木

やみかんの木がお庭にあるような住民の方には、

ご了解をいただいて、そこにテックス板をつけ

させていただくというようなことも、今後やっ

てまいりたいと思います。

【吉村委員】最後にしますけど、了解をいただ

いて設置させていただくという丁寧な言葉遣い

になるんだけれど、町内会連合会とか通じてそ

ういう広報をやって、そういうのがある方は申

し出てください、分けてあげますよ、それで置

いておってくださいとか、そういうことの周知

もやっていただければなと思うので、今後の対

策として、そういうことも頭に入れてやってい

ただければと思います。

以上です。

【久保田分科会長】 ほかにありませんか。

【山口(初)委員】 すみません。当初申し上げる
べきところだったんですが、申し上げることが

できてなかったので、本件は、農産園芸課長に

は、一応ご報告というか、ご相談していた分な

んです、お金に絡む話なんで。

集荷をして埋めるまでの経費ですね、みかん

とか柿を１か所に持ち込むまでは、これは各農

家がそれぞれ持ってくると。ここに経費をかけ

るということはないと思うんですが、問題は、

持ってきたのを集めると、当初5トン、6トンと
言っていましたけど、どうも7トンぐらいにな
ったようだと言っています。コンテナで560個
ぐらい。

そういうことで、それを再度トラックに積み

込んで、指定していただいた埋めるところまで

また持ち込んでいるわけですね。それに対する

経費は、それは個人の作業じゃないもんですか

ら、しかし、それぞれ寄っていただいて、それ

なりの有志の方に作業をやっていただいている

んです。細かい話をすると、みかん部会部会長
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からの指示で、それぞれやっているわけなんで

すが、そこに一定の経費がどうしてもかかって

いるわけですね。このことについては、県とし

てミカンコミバエそのものが特殊な関係にあり

ますので、きちんと配慮をしてほしいなと思っ

ているんですが、このことは部長裁定の、これ

は部長にお願いせないかん部分になると思うん

ですが、何かご見解がありましたら、よろしく

お願いします。

【綾香農林部長】このミカンコミバエは、長崎

県だけで、今回、飛来が確認されているもので

はなくて、熊本も鹿児島も沖縄も佐賀も、今年

飛来が確認されて、それぞれ飛来の頻度に応じ

た対策が今とられているところです。

これは国の重要害虫でございますので、日本

国には定着をしていない、そもそも日本にはい

ない害虫が飛来してやってきているということ

で、飛来してすぐ駆逐してしまおうということ

で、全て国のお金で、国の交付金をもってこの

対策はとられることになっております。

ということで、今回の集めて持ってきていた

だいた果実、落ちた果実とかの埋設の経費等に

ついては、全て国費をもって対策をとらせてい

ただきたいということで、国の方とも今相談を

して、恐らく大丈夫だというふうに考えており

ます。

今後もそういうことで、県費ではなくて国費

で対応するように、しっかりと国の方とも協議

をしてまいりたいと考えております。

【山口(初)委員】 ありがとうございます。農家
の方も緊急性を要するので、そういう理解とか

じゃなくて、即対応しようという気構えでいま

すので、それに要した、いわゆる経費等につい

ては、ぜひご対応を、よろしくお願いしたいと

思います。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【山本(由)委員】 持続可能な花き産地づくり事
業費について、確認をさせてください。

このうち、花き生産農家の新たな取組への支

援、3,500万円ということなんですけれども、花
き農家への支援としては、国の高収益作物次期

作支援交付金というのがあったと思うんですけ

れども、前回取り上げましたけど、第4次につ
いても、切り花については対象になっていたと

いうふうに理解しているんですが、今回の事業

は、次期作支援交付金とどう違うのか、この事

業とどういう関連性があるのかということにつ

いて、お尋ねします。

【清水農産園芸課長】持続可能な花き産地づく

り事業費と国の高収益作物次期作支援交付金の

違い、あるいは重複についてのお尋ねです。

国の高収益作物次期作支援交付金につきまし

ては、第4次公募しておりましたのは、本年の1
月から3月に売上げが減少した農家、切り花等
の農家に対する支援ということで実施しており

ます。

今回、9月補正予算で盛り込んでおります持
続可能な花き産地づくり事業費につきましては、

それ以後、4月以降、本県の花の状況を見ます
と、カーネーション、ガーベラ等の花は家庭需

要に支えられて販売が回復している一方で、業

務用需要中心の「きく」、あるいは「ストック」

につきましては、販売が低迷している。同じ花

の中でも差があらわれておりまして、特に4月
以降も販売の低迷が続いている、きく、ストッ

クの生産者の方が、新しい設備に投資したり、

あるいは需要のある品目、品種に転換する経費

への支援をするということで、それぞれ1月～3
月の影響分の次期作支援交付金と、4月以降の
影響分に対するこの持続可能な花き産地づくり
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事業費ということで、当然、両方該当する生産

者の方には、両方対象になるということでござ

います。

【山本(由)委員】 次期作支援交付金を受けた農
家も受けることができるのかというのをお聞き

しようと思ったんですけれども、それは受ける

ことができると。

これが、私が勘違いして、転作というのか新

しい転換をした人が対象かなと思ったんですけ

ど、そういうわけではないということで、もう

既に転換をしている、去年ぐらいから転換して

いる人でも対象にはなり得るというふうな理解

でよろしいんでしょうか。

【清水農産園芸課長】今回の対象につきまして

は、昨年の転換というよりも、まさに今年の春

以降の需要に応じた新しい品目の導入、あるい

は品種の切り替え、あるいは同じきくをつくり

続けるにしても、上位等級品を確実にとってい

くための資機材の導入といったものが対象にな

ります。

【山本(由)委員】 最後に、これは金額は3,500
万円ということで、10アール当たり25万円が補
助上限ということですから、単純に計算すると、

これは14ヘクタール分になると思うんですけ
ど、県内の対象となり得る花き農家というのが

何戸ぐらいあって、そのうち何戸ぐらいを今回

対象にされているのかということを、最後にお

聞きします。

【清水農産園芸課長】本県におきまして、きく

あるいはストックを生産されている農家の数、

約140戸ございます。この140戸が全体の母集団
になるわけですけれども、事業の積算上は、こ

の140戸の農家のうちおよそ半分ぐらいの方が、
こういう新たな取組をされるということで想定

し、平均的な経営規模の3分の1ぐらい、平均的

な経営規模が60アールなので、その3分の1ぐら
いの規模で、20アールの規模で新たな取組をさ
れるという想定をし、この所要額を計上してお

ります。

【外間委員】 関連してお尋ねしたいんですが、

今の持続可能な花き生産地づくりの事業費の中

の花き生産農家のきく類、ストック生産農家の

取組の支援のことなんです。

1月から3月までの売上が減少した花き農家
の支援、そしてそれ以降、4月以降、カーネー
ションやガーベラではうまく取り戻しているけ

れども、業務用やそういう葬儀での需要がある

きく、こういったものがなかなか難しいので、

新しい品目、品種へ転換させたり、需要を創出

させるということでのお話なんですけれども、

実は産業労働部の経営支援課の中で、5,000万円
のオール国庫で、コロナ禍に影響を受けて新し

く事業を展開する際に、こういった農業等も関

連して事業転換ということで、相乗りとか、連

携とか、ただいまの需要創出という新しい品目

というところで、サービス産業の支援と関連し

て横断的に組織が連携してやれないものかどう

か、その点についてお尋ねしたいと思います。

【清水農産園芸課長】まず、この持続可能な花

き産地づくり事業につきましては、既に今年の

春の時点で、きくなりストックを生産されてい

た生産者の方が対象になります。要は、これま

で花をつくってなくて、今後新たに花をつくら

れる方までは対象にしてないというところで、

先ほどの産業労働部の事業転換のものとはすみ

分けをしているところでございます。

それから、他業種等の連携でございますが、

きくについて、葬儀など、あるいは仏花といっ

た需要以外の、例えば家庭用の需要などをつく

り出していくことが今後重要だと考えておりま
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して、今想定しているのは、県内の花屋さん、

生花店にご協力いただいて、県産のきくをはじ

めとする県産の花を応援していただこうという

ような取組を支援することを考えておりますが、

新たな需要創出ということで、委員ご指摘のあ

りましたサービス業といったところへの需要創

出という取組がもしあれば、そういった取組を

含めて進めていきたいと考えております。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

【山口(経)副会長】 先ほどからミカンコミバエ
につきましては、各委員から心配いただいてお

りまして、植物防疫法によって、国の重要害虫

であるということで適用で、国庫支出でほとん

ど賄われるということなんですけれども、これ

が越冬するかどうかということで、いろいろ議

論もあっておりました。卵で越冬する、そうい

うふうな適応をする可能性も秘めているわけで

すね。油断はならないと思うんですけれども、

九州各県、南西風に乗ってやってくるというこ

となので、九州各県の情報はどう捉えておられ

ますか。

【清水農産園芸課長】九州各県でのミカンコミ

バエの誘殺状況でありますが、本年は、九州で

は、本県のほかには、これは9月27日現在のデ
ータですが、熊本県で32頭、鹿児島県で22頭、
佐賀県で2頭、それから福岡県は港での確認で
すが、1頭というような状況でございます。
【山口(経)副会長】 そうすると、トラップ調査
では、長崎県が一番多いということになります

けれども、このトラップ調査によって、101頭
ですけれども、生息数といいますか、飛来数は

もっと多いということで確認をしておかないと

いけないと思うんですね。

そういう中で、ミカンコミバエが果実ばかり

じゃなくて果菜類、ピーマンとかそういった果

菜類にもつくということなので、これが蔓延し

てしまえば、農業に対して大きな打撃になって

くるわけですね。ですから、今のうちにたたい

ておかなければならないということなんですけ

れども、ミカンコミバエの被害に対して周知徹

底、庭先の果実とか家庭菜園とか、そういった

ものにもつくということなので、住民の皆様、

あるいは農家、そういったところに十分周知徹

底をする必要があると思うんです。そういった

ことをどう今から協力の呼びかけをやっていく

のか、その点についてお尋ねいたします。

【清水農産園芸課長】委員ご指摘のとおり、こ

のミカンコミバエにつきましては、みかん、あ

るいは柿のみならず、トマトやスイカやパプリ

カといったような幅広い果菜類を対象として寄

生して食害をするような大害虫でございます。

このために周知の徹底ということで、これま

でも自治会を通じて回覧板等で、こういった防

除を行っていますと、テックス板の設置をして

おりますということに加えて、園地や庭に不要

な果実を放置しないでくださいということを呼

びかけてまいりました。

これにつきましては、今、現下の確認状況も

踏まえて、さらに周知徹底を図っていく必要が

あると考えておりまして、今回、寄主果実調査

で見つかった地域はもちろんのことですが、そ

れ以外の地域、特にトラップ調査で確認されて

いるエリアを含めて幅広く、再度周知徹底をし

てまいりたいと思います。

【山口(経)副会長】 住民の皆さん方にもそうい
う協力をいただかんばいかんわけですたいね。

庭先になっている柿とかほかの果実が落下して

いるのは、取って集めてくださいよと、そして、

ごみ袋に詰めて処分してくださいということを

しっかりとその辺も徹底していかんと、みかん
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畑だけじゃなくて、そういったところが一番危

ないわけで、みかん畑は、みかんの場合は、こ

れからカメムシの防除があります。そうしたら、

カメムシの防除と一緒に、同時防除できるとい

うことなので、本当は登録農薬じゃないんです

けれども、ミカンコミバエにも効くということ

なので、園地はかえって安全なほうなんです。

ただ、各住宅に至ってそういったものがあれば

広がっていくということなので、そこら辺はも

うちょっと周知徹底をやっていただきたい、強

力な呼びかけをやっていただきたいと思います。

それから、誘殺板の効果といいますか、これ

はフェロモンをしみ込ませて、そして雄の成虫

だけ呼び寄せて、そしてダイアジノンで殺して

いくということなんですけれども、その効果で

すね、どれくらいあるのか。そしてまた、皆さ

んに航空防除するよと言ったら、大々的にやる

よという形で、それは安全なのかという危惧が

あります。

そういったことをいろんな形で呼びかけもせ

んばいかんとですけど、安全性と効果について

は、いかがですか。

【清水農産園芸課長】まず、効果でありますが、

効果につきましては、このテックス板、合板に

薬剤、ミカンコミバエの雄の成虫を特異的に引

きつける誘引剤と、それから殺虫剤としてのダ

イアジノンをしみ込ませておりまして、ただ、

これは、特に誘引剤は揮発成分でございますの

で、大体効果は1か月と言われております。こ
のため、設置した箇所につきましては、必要に

応じて更新作業、再度の設置というのも行って

いるところでございます。

次に、安全性につきましては、このテックス

板については、国の農薬取締法上の登録農薬で

ありますので、その基準に従って使用している

限り安全性は確認をされているということです。

あと、航空防除でヘリから散布をしますとい

う時に、今回、住民の皆様にもご説明をさせて

いただいたんですが、薬剤を空から噴霧するの

ではなくて、今回、薬剤をしみ込ませた板を目

視で投げ落とすんですということで、何か薬剤

が広く広がって民家に入ってくるようなことは

なくて、その薬剤をしみ込ませた板を散布して、

そこにミカンコミバエの雄がやってきて殺虫す

る効果があるということで、これにつきまして

は、今後また、航空防除をする際にはしっかり

周知をしてまいりたいと思います。

【山口(経)副会長】 安全であるということを、

住民の皆さん方にしっかりお知らせをいただき

たいと思います。

それから、登録農薬がミカンコミバエに対し

ては少ないということで、みかん農家では、害

虫に対してはいろんな防除も打っていくわけで

すけれども、登録農薬を増やしていけるように、

こういう緊急時に増やしていけるように、国に

そういうことはお願いをしていかんばじゃない

かと思うんですよ。そのことについては、いか

がですか。

【清水農産園芸課長】登録農薬が少ないという

ご指摘は、まさにそのとおりでございます。

本県にもともといる害虫ではなくて、海外か

ら飛来する害虫であるということもありまして、

現状では、登録農薬がテックス板を含めてごく

わずか、限られているということであります。

ご指摘も踏まえまして、今後、登録の拡大等

に向けて、必要なところへの要請等を行ってま

いりたいと思います。

【山口(経)副会長】 また、みかん農家が一番心
配するのは、蔓延して出荷制限に至るというこ

となんです。大きな打撃となりますので、先ほ
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ど山口(初)委員も言われておられたように、こ
れは農家の心配事なんですよ。ですから、蔓延

する前にどう防ぐのかということもあるんです

けれども、出荷制限まで至った場合の予算措置、

出荷制限になった時の対応、こういったことも

今からしっかり考えておかなければならないと

思うんです。そのことについては、いかがです

か。

【清水農産園芸課長】今現在は、出荷制限とい

うことではなくて、初動防除の強化という、通

常の防除マニュアルに沿った対応の範囲内で対

応しております。

仮にですが、今後、出荷制限、あるいは緊急

防除という事態に至った場合には、これは5年
ほど前、平成27年の秋だったと思いますが、鹿
児島県の奄美大島でそういう事態に至った例が

ございます。このときには、寄主果実の出荷制

限と廃棄処分、それから、封じ込めをしている

間のテックス板の設置による防除ということが

行われたと承知しております。

こういった過去の事例を参考にして、そうな

らないようにするというのが第一ですけれども、

万が一起こった場合には、こういう対応が必要

になるという点につきましては、私どもの方で

しっかり事前の頭の体操をしてまいりたいと思

います。

【山口(経)副会長】 出荷制限に至った場合の予
算措置というのはしっかりやっていくというこ

となんですけれども、こういう心配があるわけ

ですね。特に幼虫が見つかったということは、

こちらで繁殖がもう行われているということで、

それがまた、越冬できるかできないかまだわか

らないんですけれども、毎年こういうことを繰

り返してくれば、虫というのは気候に対して適

応してくるわけですね。ですから、そこが、今

はたたいておかんといかんということなんで、

しっかりとやっていただきたいと思うんですけ

れども、部長、最後にいかがですか。

【綾香農林部長】このミカンコミバエが飛来に

とどまらず、落下果実、防除されてない民家の

柿の落下果実の腐ったものからではあるんです

が、幼虫が発見されたということで、この事態

は大変重く受け止めております。

今後、本県の主要果実であるみかんをはじめ

ほかの農産物に影響を及ぼさないように、まず、

初動防疫をしっかり、今後も徹底をやっていき

たいと思います。

それと、万が一そういう出荷の制限とかに入

った場合の対応については、そこも農家の所得

に直接影響してまいりますので、その辺の対応

については、以前、1例だけ発生した県があり
ますので、そのときの事例の収集とか、あと、

国の方ともしっかり協議をして、農家の所得の

確保がしっかりできるように努めてまいりたい

と考えております。

いずれにしても、長崎のみかんが、今後も、

風評被害も含めてそういうことが発生しないよ

うに、情報の発信の方法とかも丁寧にやりまし

て、それからみかん農家、住民の皆様の不安の

解消にもしっかり努める対策もとりながら、虫

もしっかり封じ込めて、長崎のみかんが今年も

消費地の方に送り届けて所得を確保できるよう

に、今後も気を緩めることなく、しっかり取り

組んでまいりたいと考えております。

【久保田分科会長】 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】ほかに質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、予算議案に対する討論を行います。

討論はありませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第110号議案のうち関係部分については、原
案のとおり、可決することにご異議ございませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田分科会長】 ご異議なしと認めます。

予算議案は、原案のとおり、可決すべきもの

と決定されました。

ここで、換気のために、しばらく休憩をいた

します。

11時15分から再開いたします。

― 午前１１時 ３分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

【久保田委員長】 再開いたします。

次に、委員会による審査を行います。

農林部においては、今回、委員会付託議案が

ないことから、所管事項説明後、陳情審査、所

管事項について質問を行います。

農林部長より、所管事項説明をお願いいたし

ます。

【綾香農林部長】農林部関係の議案等について、

ご説明いたします。

農水経済委員会関係議案説明資料 農林部並

びに同資料の追加1及び追加2をご覧ください。
今回、ご報告いたしますのは、令和3年8月大

雨による農林業被害について、ながさき農林業

大賞について、「いちご」の過去最高の販売額

達成について、県内における「ミカンコミバエ」

の誘殺と防除の実施について、肉用牛の分娩間

隔日本一について、「ながさき森林環境税」に

ついて、諫早湾干拓事業の開門問題等について、

令和5年度以降の諫早湾干拓農地の利用の検討
について、長崎県地方機関再編の基本方針に基

づく振興局見直し実施計画案についてでござい

ます。

そのうち主な事項につきまして、ご報告いた

します。

まず、農水経済委員会関係議案説明資料 追加

2の1ページをお開きください。
（令和3年8月大雨による農林業被害について）
令和3年8月11日から17日にわたる大雨での

農林業の被害状況は、県全体で、農作物・ハウ

ス等が9,426万円、農地・農道等が50億8,800万
円、林地・林道が29億5,925万円、合計で81億
4,151万円の被害額となっております。
県としましては、大雨に対する事前・事後の

技術対策について、関係機関や農家への周知に

努め、被害発生後は、林野庁とともに被害の拡

大防止や早期復旧に向けた技術的検討のほか、

市町と連携した農地等の復旧対策の検討、更に

は共済金の早期支払い要請、被害を受けた農産

物の技術指導を行ってまいりました。

また、去る8月21日には、棚橋内閣府特命担
当大臣に対し、激甚災害への早期指定、災害復

旧事業の早期実施、営農被災者向け金融支援等

の実施など、緊急かつ重点的な支援について要

望を行ったところであります。

ここで、大変申し訳ございませんが、訂正を

お願いいたします。説明書には、「8月31日に
激甚災害に指定する見込みである」と記載して

おりますが、昨日、9月28日、正式に激甚災害
として指定する旨閣議決定されたと、内閣府よ

り公表をされております。

さらに、葉梨農林水産副大臣による現地視察

が9月9日に行われた際にも、同様に災害復旧事



令和３年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２９日）

- 92 -

業の早期実施、営農被災者向け金融支援等の実

施、災害対策に係る財源措置について要望を行

ったところであります。

今後とも、関係市町や関係団体と連携し、速

やかな災害復旧に努め、産地の１日も早い復

旧・復興に取り組んでまいります。

次に、農水経済委員会関係議案説明資料の3
ページ目をお開きください。

（「ながさき森林環境税」について）

県では、平成19年度に「ながさき森林環境税」
を創設し、これを財源として「環境重視の森林

づくり」と「県民参加の森林づくり」の視点に

基づいた施策に取り組んでまいりましたが、今

年度をもって第3期の事業期間及び課税期間が
終了することから、これまでの事業成果の検証

に加え、今後の「ながさき森林環境税」のあり

方等について、県政モニターを対象としたＷＥ

Ｂによる県政アンケートや、外部の有識者から

なる「ながさき森林環境基金管理運営委員会」

にご意見をお伺いしたところです。

県政アンケートでは、森林の公益的機能の重

要性や「ながさき森林環境税」の継続への理解

が約8割を占め、また、「ながさき森林環境基
金管理運営委員会」においても、社会情勢の変

化に対応し、継続した取組が必要などとのご意

見をいただいたところです。

加えて、県としては、近年のＳＤＧsやカーボ
ンニュートラルなどの社会的要請に対応し、未

整備森林の解消や里山林の整備、木育の推進、

県産材の利用促進など各種施策を引き続き推進

していく必要があると判断し、令和4年度以降
の取扱いの方向性を示した「「ながさき森林環

境税」についての基本的な考え（案）」を取り

まとめたところです。

今後は、県議会をはじめ、パブリックコメン

トを通じた県民の皆様のご意見を賜りながら、

次年度以降の「ながさき森林環境税」のあり方

について検討してまいります。

詳細につきましては、後ほど担当課長より補

足説明をさせていただきます。

次に、農水経済委員会関係議案説明資料の5
ページ目をお開きください。

（令和5年度以降の諫早湾干拓農地の利用の検
討について）

諫早湾干拓農地については、平成20年4月か
ら本格的な営農が開始されており、環境保全型

農業のモデルとして先進的な営農が展開されて

いるところです。

入植している営農者に対しましては、5年間
を単位として農地の利用権の設定を行っており、

現在、平成30年度から令和4年度までの第3期の
期間中で、35戸の方々が営農を行われておりま
す。

この契約期限が令和5年3月までとなってい
ることから、令和5年度以降の諫早湾干拓農地
の利用等についての基本方針を策定するために、

農業関係者の代表や法律の専門家、学識経験者

11名の外部の有識者からなる「諫早湾干拓農地
の利用権再設定等に関する検討委員会」（仮称）

を10月に設置し、ご意見をお伺いすることとい
たしております。

今後、検討委員会からの提言を踏まえ、利用

権の再設定等に向けた基本方針（案）を作成し、

県議会からのご意見をお伺いしたうえで策定し

てまいります。

詳細につきましては、後ほど担当課長より補

足説明をさせていただきます。

その他の事項の内容につきましては、記載の

とおりであります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上
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げます。

【久保田委員長】次に、諫早湾干拓課長より補

足説明を求めます。

【安達諫早湾干拓課長】 令和5年度以降の諫早
湾干拓農地の利用の検討につきまして、補足説

明いたします。

お手元の補足説明資料、「令和5年度以降の
諫早湾干拓農地の利用の検討について」、ご覧

ください。

1枚おめくりください。
まず、諫早湾干拓農地の概況でございますが、

耕地面積が666ヘクタール、耕地区画について
は、標準区画が100メートル掛ける600メートル
の6ヘクタールとなっております。この農地を、
所有者である長崎県農業振興公社が、営農者へ

5年間の利用権の設定を行っております。
法人、個人ごとの経営体数、平均面積、主な

作付は、記載のとおりでございます。

次に、（2）の営農の特徴でございますが、
営農者はエコファーマーの認定を受けるなど、

諫早湾干拓農地では環境保全型農業を推進して

おります。

次に、（3）の耕地の利用状況及びリース料
の納付状況についてでございますが、係争中の

農地41ヘクタールを除きまして625ヘクタール
は、全て営農されており、耕作されていない農

地はなく、また、現在、営農されている方にリ

ース料の未納はないという状況でございます。

次に、2のリース事業にかかる、前回の営農
者選定の流れでございますが、平成29年時の際
は、まず、①ですが、農業関係者の代表や法律

の専門家、学識経験者11名の外部有識者からな
る「諫早湾干拓農地の利用権設定等に関する検

討委員会」を設置し、第三者からの意見に基づ

き、県及び長崎県農業振興公社がリース事業の

利用権再設定の基本方針を定めました。

次に、検討委員会とは別組織として、②です

が、農業技術、財務、法律の専門家など外部有

識者の15名からなる「審査委員会」を設置して
おります。

審査委員会の審査は、③ですが、まず、現在

営農している営農者を対象に、利用権再設定希

望者の審査を行います。外部有識者による審査

委員会が、「経営面」、「技術面」等について

分析して審査を行い、現在の営農者との契約の

更新の有無を決定しております。

その上で、次のページの④ですが、再設定を

希望しない土地などが出た場合には、現在の入

植者で規模拡大の意向を持っている方も含めて、

一般に公募を行い、審査を経て、営農者を選定

しております。

3の今回の今後の利用の検討についてでござ
いますが、現在の営農者との契約期限は、令和

5年3月までとなっていることから、令和5年4月
以降の利用について、前回の①と同様に、県、

長崎県農業振興公社が基本方針を策定する予定

であります。

この基本方針の策定に当たっては、前回と同

様に、外部有識者による検討の場、仮称となり

ますが、諫早湾干拓農地の利用権再設定等に関

する検討委員会を設置して提言をいただきたい

と考えております。

検討委員会での主な協議内容につきましては、

記載のとおりでございます。

今後、検討委員会からご提言をいただき、こ

れをもとに基本方針を作成したいと考えており

ます。

簡単でございますが、以上で説明を終わりま

す。

【久保田委員長】次に、林政課長より補足説明
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を求めます。

【永田林政課長】 私の方から、「ながさき森林

環境税」について、補足説明をさせていただき

ます。

令和3年9月定例県議会農水経済委員会補足
説明資料の「ながさき森林環境税」についての

基本的な考え方（案）概要版の方をご覧くださ

い。

1ページをお開きください。
ながさき森林環境税創設の目的ですが、かけ

がえのない森林を守り育て、次世代に引き継い

でいくため、森林の公益的機能による恵みを享

受している県民に対し、森林整備にかかる費用

を広く負担していただき、森林を社会全体で支

える仕組みとして、平成19年度に導入させてい
ただいたところでございます。

その下●になりますが、第3期事業、5か年間
の実績につきましては、6月議会の当委員会に
おいてご説明させていただきましたが、「環境

重視の森林づくり」として取り組んでいる事業

の中で、環境保全林緊急整備の荒廃した里山林

の整備、「県民参加の森林づくり」として取り

組んでいる事業の中で、ながさ木・なごみの街

づくりによる県産材の利用促進の取組などの進

捗率が低い状況となっております。

2ページをご覧ください。
これまでの事業実績につきましても、前回の

委員会でご説明させていただきましたとおり、

「環境重視の森林づくり」につきましては、森

林整備の面積が増加し、森林の公益的機能の発

揮が図られるとともに、「県民参加の森林づく

り」につきましては、森林ボランティア活動の

参加者が増加し、森林保全に対する県民参加と

理解の促進につながっているところでございま

す。

3ページをご覧ください。
残された課題でございますけれども、左側、

「環境重視の森林づくり」につきましては、間

伐を実施することで整備された森林は年々増加

し、下の円グラフのように、整備された森林、

水色の部分になりますが、令和3年度末見込み
で約5万2,000ヘクタールとなっており、今後は、
残りの未整備森林、赤の部分になります、約

8,000ヘクタールの計画的な整備が必要となっ
ております。

また、過疎化、高齢化により、人口減少が進

んでいる山村集落の生活環境保全のための里山

林整備の促進や、高齢級化している人工林資源

のうち、循環利用が可能な箇所での主伐・再造

林が必要と考えております。

その右側になります「県民参加の森林づくり」

では、県政モニターを対象としたＷebによる県
政アンケートの結果として、森林環境税が導入

されていることの認知度が2割と低いことや、
木育の教材作成や指導者の育成を図ってまいり

ましたが、活用はこれからとなっていることな

ど、木とふれあい、木材を使う意義を広く知っ

ていただくための活動やＰＲについて、さらな

る取組が必要となっております。

4ページをご覧ください。
県民意識アンケートでは、森林を守ることへ

の応援や参加については約9割、森林環境税の
継続については約8割が理解を示されているこ
と、外部有識者からなる「ながさき森林環境基

金管理運営委員会」においても、社会情勢の変

化に対応し、継続した取組が必要などとのご意

見をいただいているところでございます。

こうしたことに加え、県では、近年のＳＤＧs
やカーボンニュートラルなどの社会的要請に対

応し、未整備森林の解消や里山林の整備など、
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多様で健全な森林づくりを進めるとともに、木

育の推進、県産材の利用促進など、各種施策を

引き続き推進していくことが必要であると考え

ております。

5ページをご覧ください。
ながさき森林環境税の第4期における施策の

方向性（案）でございます。

今後の施策の方向性としましては、「環境重

視の森林づくり」では、新たな取組として、身

近で親しみやすい里山林整備の拡充、公益的機

能の維持に配慮した計画的な主伐・再造林の推

進を新規とし、多様で健全な森林づくりの推進

を図るとともに、「県民参加の森林づくり」で

は、自然体験施設と連携した森林教育や木育活

動の支援を通じて、森林や県産材とふれあう場

を創設するなど、都市と山村との交流にも取り

組んでまいりたいと考えております。

今後は、県議会をはじめパブリックコメント

を通じた県民の皆様のご意見を賜りながら、次

年度以降のながさき森林環境税のあり方につい

て、検討してまいります。

以上で、補足説明を終わらせていただきます。

【久保田委員長】以上で説明が終わりましたの

で、次に、陳情審査を行います。

配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。

審査対象の陳情番号は、40、43、45、49、
52、53、58、60、68です。
陳情書について、何かご質問はございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】質問がないようですので、陳

情につきましては、承っておくこととします。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

事前通告された委員の方で、ご質問はありま

せんか。

時間は、1人当たり20分を目安に、よろしく
お願いいたします。

【川崎委員】通告に従い、質問させていただき

ます。

記載の順番と違いますが、まず、有機農業の

推進についてお尋ねをいたします。

まず、有機農業と環境という点でお尋ねをい

たしますが、環境には非常に優しいということ

は共通の認識と承知をしておりますけれども、

まず、慣行農業が環境に与える影響について説

明をお願いします。

【清水農産園芸課長】まず、環境への影響とい

うことで、全世界の温室効果ガスの排出量、全

体のうち農林業由来が23％、農業由来が12％と
いうふうに言われております。また、農業の中

でも過剰な施肥は温室効果ガスの一つでありま

す一酸化二窒素の発生源となるほか、国内の地

下水の基準超過の9割が過剰施肥が原因である
というふうに言われております。

また、農薬につきましては、化学農薬に依存

した防除体系では、病害虫や雑草の薬剤抵抗性

が発達し、防除が困難となっている事例もござ

います。

こういったものが慣行農業だけに限られるも

のではないですが、特に化学肥料、化学農薬へ

の依存が高い栽培体系では、こういった懸念が

されるところでございます。

【川崎委員】 温室効果ガスの約4分の1ぐらい
が、おっしゃられた農業の方で出ていると、ま

さに食ないし人間の命を維持するための産業が、

環境に大きな負荷を与えているという状況でご

ざいました。
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そういった中で、有機農業のバイブルみたい

なのがあるんですね、「有機農業の技術と考え

方」と。この中に、やはりぴしゃっと書いてあ

るんですね。「有機農業とは、自然との共生を

求める農業である。有機農業技術の基本は低投

入、低栄養と内部循環の追求であり、それには

技術と時間の蓄積が必要で、次第に豊かな自然

共生の世界へと成熟をしていく」と、これは研

究者にも農業者にも共通の認識ということで学

ばせていただいております。

では、こういったことから、環境負荷の軽減

に向けてどう取り組むか、県の認識をお尋ねい

たします。

【清水農産園芸課長】本県におきましては、閉

鎖性水域が多く、また、水源を地下水に頼って

いる地域もあることから、特に本県では水質保

全のために農業生産現場での化学肥料、農薬の

低減が求められているところであります。

また、消費者が求める安全・安心な農産物の

生産供給をするとともに、生物多様性の保全で

すとか、地球温暖化防止に貢献していく必要が

あると考えております。

このような観点から、本県の農業について環

境負荷低減に取り組んでいく必要があるものと

考えております。

【川崎委員】環境負荷の低減に取り組む、ほん

と当たり前かもしれませんけれども、そのとお

りです。

じゃ、具体、この農業の分野において、この

有機農業がどの程度の状況なのか、地域や農家

数、作付面積、その占める割合についてお尋ね

いたします。

【清水農産園芸課長】まず、有機農業につきま

しては、これは「栽培当年を含めて3年以上、
化学肥料、化学農薬を使用せずに、それから遺

伝子組換え技術を利用せずに栽培された農産

物」ということで定義されています。

本県の有機農産物の栽培面積は、令和2年度
末で195ヘクタールとなっております。これは
10年前の平成22年の77ヘクタールと比較して
2.5倍ということで伸びておりますが、県内の経
営耕地面積の0.7％の割合にとどまっていると
ころでございます。

また、農家数につきましては、こちらは有機

ＪＡＳの第三者認証を受けた戸数がございます

が、令和2年度末57ということで、全国の有機
ＪＡＳ認証農家戸数3,790戸に対して1.5％の割
合となっております。

また、県内の地域別に見ますと、野菜につき

ましては諫早市、雲仙市、南島原市、水稲や果

樹は長崎市での取組が見られ、近年伸びている

のは、五島のカンショの取組が伸びているとこ

ろでございます。

【川崎委員】 詳しくありがとうございました。

国においては、「有機農業の推進に関する法律」

というのを平成18年に制定をされて、その中に
は、「都道府県はこの基本方針に即し、有機農

業の推進に関する施策について計画を定めるよ

う努めなければならない」という記載があって、

それに基づいて、平成22年7月に、長崎県も推
進計画を立てておられます。

資料を拝見いたしましたら、先ほど説明いた

だいた有機栽培農家の割合ということについて、

平成20年が0.5だったのを、10年後、だから平
成30年、もう3年前でしょうか、ここには2％に
上げるという目標でありましたが、そこについ

ては、やはり到達をしていないという状況かと

思います。必然的に作付面積についても、おの

ずと比例をしていくんだろうと推測をいたしま

す。
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そういった状況の中において、なぜこれが目

標を達成できず、普及になかなか至らないのか、

お尋ねをいたします。

【清水農産園芸課長】有機農業が十分に広まっ

ていない理由ということですが、生産面、販売

面ともにあろうかと認識しております。

まず、生産面では雑草を防除する除草などに

非常に労力がかかる、労働時間が長いというこ

と、それから、収量や品質が必ずしも安定しな

い、不安定な場合が多いというようなことが課

題として挙げられます。また、販売面におきま

しても、コストがかかる分、付加価値をつけて

販売する必要があるわけですが、必ずしもこの

販売価格が期待している水準になっていないこ

と、あるいは販路の確保が必ずしも十分できて

ない、個別に取り組む場合には、特に困難な場

合が多いというようなことが課題であるという

ふうに承知をしております。

【川崎委員】数多くの課題があるということは、

今説明いただきましたし、そうだろうなと。

一方で、環境負荷の低減、さらには安全・安

心な食を求めているという需要、こういったも

のがあるのも事実でして、県がつくった有機農

業推進計画では、やはり取り組みたい、積極的

にやりたいという農家の方もいらっしゃるんで

す、意識はですね。しかしながら、やはり今お

っしゃられたような内容でなかなか具体的に一

歩踏み出せない、そのような状況かというふう

に思います。

そういった中に、国も当然、この環境負荷に

向けての動き、報道で知りましたけれども、

2050年には有機農業をかなりの比率に上げて
いくという目標も立てられております。ヨーロ

ッパ、ＥＵに負けないようにという取組目標だ

と思いますが、相当な高い目標かというふうに

思います。

そういった意味で、国、そして長崎県、どう

いった支援を行いながら推進していかれるのか、

お尋ねをいたします。

【清水農産園芸課長】有機農業に対する支援策

についてでございます。

まず、既存のこれまでにある支援策としまし

て、環境保全型農業直接支払交付金という支援

策がございます。これは化学肥料・農薬を5割
低減と併せて温暖化防止や生物多様性保全の取

組を行った場合に支援をする、国2分の1、県4
分の1、市町4分の1の負担で支援をするもので
ございまして、この中で有機農業の取組につき

ましては、10アール1万2,000円の支援を行って
いるところでございます。

それから、国の有機農業推進総合対策という

対策がございまして、この中で有機農業を指導

する方、指導員の育成、それから有機ＪＡＳ認

証の取得に向けた費用の助成等を行っていると

ころでございます。本県におきましても、この

指導員の育成に取り組んでまいりました。

それから、今後ですけれども、国が本年5月
に「みどりの食料システム戦略」という戦略を

策定いたしまして、この実現に向けた新たな予

算といたしまして、令和4年度概算要求におき
まして、みどりの食料システム戦略推進交付金

というものが盛り込まれております。この中で

環境に優しい栽培体系への転換支援や有機農業

のモデル的先進地区の創出支援等を支援すると

いうことになっておりまして、本県といたしま

しても、こういった交付金等の活用を視野に入

れて支援を行ってまいりたいと思います。

【川崎委員】そういう制度も活用しながら普及

に努めていただきたいなと思います。

前回の委員会だったでしょうか、有機野菜を
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学校給食に活用してはどうかという質疑もさせ

ていただきました。様々なケースを、機会を利

用して促進をしていくというご答弁もいただい

たところですが、先日、化学物質過敏症の方と

お会いすることがありました。香りの害「香害」

という方が、今、よく一般的に言われますが、

まさに香り、いわゆる柔軟剤とか香水とか、そ

ういったものの匂いに過剰に反応して、まさに

体調不良、ひどい時には起き上がれないような

状況、重度の方もいらっしゃる。私がお会いし

たのは、まさにそういう方でした。食事はどう

されているんですかと聞いたら、普通量販店で

販売している野菜等を購入すると、やはり受け

付けないらしいんですよ。だから、どうしてい

るかというと、有機野菜をインターネットで注

文して取り寄せていると。相当なコストという

ことを言われておりました。しかし、生きる上

ではそこは避けられないので、そのようにされ

ておりました。これは肉も魚も、やはりそんな

状況なんだそうです。聞いていてかわいそうで

なりませんでした。

やはり需要はあろうかと思います。まだまだ

よくわからないだけで、需要はたくさんあろう

かと思います。ぜひそういったところも考えて

いって、そして、新たに取り組んでいこうとい

う若い就農者も励ましながら、制度も紹介しな

がら、ぜひ促進に努めていただければと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

次に、県産材の活用状況についてお尋ねいた

します。

ハウスメーカーさんと意見交換をさせていた

だいた時に、まず、県産材の状況もさることな

がら、木材が高くなって大変ということで、い

わゆるウッドショックのことも冒頭おっしゃら

れました。どういった構造で発生をしているん

でしょうか、まずお尋ねいたします。

【永田林政課長】ウッドショックでございます

けれども、アメリカにおけるコロナ対策による

金融緩和、低金利政策が打たれております。そ

れと、コロナに対して、今まで都市で働いてい

た方が地方へ流れていって家を求めるという住

宅ブームが起きて、アメリカの方で木材価格が

高騰しているというのが1点。
もう一つは、木材輸送に使われるコンテナが

滞留し世界的に不足し、日本に対して木材が入

ってきにくい状況、なかなか入ってこないとい

う状況、そういうこともありまして、日本への

輸入材の木材価格が、いわゆる外材の価格が高

騰したと。木材が高騰したのもありますけれど

も、量も減ってきていますので、それを補完す

るために、国産材に代替え需要が発生し、国産

材の価格が上昇していると、そういった状況で

ございます。

【川崎委員】県内経済の影響についてどうなの

かということも、大体分かるので、今の答弁で

いろんな影響が起こっているということも承知

をしておりますが、できれば国内産、そして、

ひいては長崎県産材で安定供給でもって、そう

いった住宅にしろ様々な需要に向けて供給体制

がとれれば、これは望ましい形であろうかとい

うふうに思います。

そういった中に、これは議会でも随分多くの

方が質疑をされておりますが、ＣＬＴ（直交集

成板）についてお尋ねいたします。

まず、県産材を使って県内で製造といったも

のが考えられるものなのか、お尋ねをいたしま

す。

【永田林政課長】国においては、ＣＬＴ工法を

普及させるためには、鉄筋コンクリート構造物

と対抗できるＣＬＴの価格にするということを
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目指しておりまして、現在、1立方当たり約15
万円しますけれども、国においてはこの価格を

7万円から8万円まで引き下げたいということ。
その価格に引き下げるためには、一つの工場で

年間5万立方ほどを製造する必要があり、それ
にかかる、いわゆる原木については、13万立方
程度の原木が必要になるということでございま

す。

本県の素材生産量は、令和元年度で15万立方
であり、うち7万立方が対馬ということで産地
が分散していることから、ＣＬＴ用の県産材を

集約するということはなかなか難しいというこ

と。また、15万立方の中にはバイオマス材も含
まれていますので、全てがＣＬＴに使えるもの

ではないということ。

それと、ＣＬＴの工場の建設費でございます

けれども、年間3万立方ほどを製造する工場を
建設した事例がございますが、それで約36億円
かかっておると聞いております。

本県では、産地が分散している関係から、Ｃ

ＬＴの材料となる板を生産できる原木取扱量年

間1万立方程度の中核となる製材工場は県央に
一つ、対馬に一つということで、板を供給する

のも県内の製材工場はなかなか厳しいという状

況でございます。

以上のことから、原木の供給面、ＣＬＴ製造

面からも、本県単独でのＣＬＴ製造工場を建設

するのは困難であるため、広域で検討する必要

があると考えております。

【川崎委員】なかなか難しいお話でございまし

た。

そうしますと、導入コストの低減に資する公

的支援というのはあるんでしょうか。

【永田林政課長】ＣＬＴのコスト低減のための

公的支援ということでございますけれども、林

野庁所管の補助事業として、林業・木材成長産

業化総合対策事業というものの中で、ＣＬＴな

ど先駆的な材料を使ったり、ＰＲ効果の高い公

共建築物については、木造の部分になりますが、

2分の1の補助ということで補助上限、補助金が
2億円という事業がございます。
そのほかにも、国交省関係でＣＬＴを活用し

た建築物実証事業であったり、サステナブル建

築物等先導事業等、補助率が3割とかあります
けれども、そういったものも活用できる事業が

ございます。

【川崎委員】要するに、そういったものがあれ

ば、ＣＬＴの導入も検討していただきたいなと

思うんですが、先ほど県内の工場を建ててＣＬ

Ｔを生産ということは、現実的にかなり難しい

ということでありましたが、県産材をＣＬＴを

つくっている工場に持っていって加工していた

だいて、そしてそれをまた、長崎県の公共事業、

今からいっぱい出てくると思いますが、そうい

ったところに利用することができないのか、も

し実績等もあれば、ご紹介ください。

【永田林政課長】これまでで県産材を用いたＣ

ＬＴの活用事例につきましては、県内では、ハ

ウステンボスにあります「変なホテル」で、県

産スギが全体の2割ほど使われています。
それと、波佐見町の西原の方に住宅がござい

ますが、そこにつきましては、県産のスギ・ヒ

ノキが100％という形でＣＬＴが使われている
という事例が2例ございます。
それと、県外の事例になりますけれども、108
メートルのトンネル型の空間を持つパラリンピ

アのトレーニングセンター、これは新豊洲市場

の真正面にございますけれども、そこの壁や天

井にＣＬＴが使われているという事例がござい

ます。
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【川崎委員】長崎県産材を他県で加工してＣＬ

Ｔ化して、そして、今おっしゃられたハウステ

ンボスや波佐見や、また、東京のパラリンピッ

クの施設に利用されるということがありました。

そういったことが可能であれば、県庁も大分

頑張っていただいていますけれども、いわゆる

構造体というところで県産材が活用できるよう

に促進を図っていただきたいと思うんですが、

一つ提案なんですけど、県庁跡地に情報発信交

流支援施設が整備されるように計画がされてい

ます。今、パブコメを求めているような状況で

ありますが、ぜひそういったところでも採用を

検討していただきたいなと思うんです。関係部

局とぜひ検討を進めていただきたいと思います

が、ご見解をお尋ねいたします。

【永田林政課長】県庁跡地でのＣＬＴ活用につ

きましては、普及性や先駆性が高いＣＬＴ建築

物に対する国の補助などの活用も含め、担当で

ある県庁舎跡地活用室とも情報共有を図りなが

ら、検討してまいりたいと思います。

【久保田委員長】それでは、午前中の審査はこ

れにてとどめ、午後は1時30分より再開をいた
します。

― 午前１１時５７分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

午前に引き続き、所管事務一般に対する質問

を行うことといたします。

事前通告をされた委員の方で、ご質問はござ

いませんか。

【西川委員】 私は、3つ質問しておりますが、
1点目の今夏の天候不順による米作とか露地野
菜への影響の状況はどうなのか、簡単にお願い

いたします。

【清水農産園芸課長】この夏の米や露地野菜の

生育ですが、この夏、8月の大雨、それから9月
の台風等がありました。

まず、米についてですけれども、8月の大雨
及び9月の台風で、倒伏が一部ありましたが、
いずれも早期水稲の面積割合で0.7％、普通期の
水稲の面積割合で1.4％と、倒伏自体はごく限ら
れておりました。ただ、普通期の水稲では、日

照不測の影響で、ややもみ数が不足するのでは

ないかという懸念がございましたが、その後9
月、秋以降天候も回復してまいりまして、その

後の生育は回復しつつあるという状況です。今

後、10月に入りましたら、今週末頃から収穫が
始まるという時期にきております。

それから、露地野菜ですけれども、8月の大
雨でニンジンですとか大根、こういった作物の

種をまいたものが流れてしまう、あるいは種ま

きの準備作業が遅れるといった影響がございま

した。それによりまして、流れた種のまき直し

はされておりますが、やや時期が後ろにずれ込

むといったような影響が懸念されるところでご

ざいます。

【西川委員】農産園芸課長、ありがとうござい

ました。

続きまして、2点目の林業についてお尋ねし
ます。

木材の販売につきましては、午前中の説明で

も幾らかあっておりましたが、やはりウッドシ

ョックなど、先ほどの説明のアメリカ、それに

中国、また国内も一戸建て住宅などの需要が高

まって、木材価格の上昇や品不足が聞かれてお

りますが、県内産の販売量とか金額とかについ

てどのように把握されておって、見通しなどは

どうなのでしょうか。

【永田林政課長】まず、ご質問いただいた丸太
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価格でございますが、8月の丸太価格、伊万里
木材市場になりますけれども、昨年がコロナの

影響でかなり下がっていましたので、一昨年と

比べまして、ヒノキで約90％高の2万9,000円、
通常ヒノキは1万6,000円程度ですけれども、そ
れが2万9,000円で、スギが26％高の1万6,000円、
通常1万2,000円程度ですので、それからすると、
依然として高い状況でございます。ただ、7月
に比べますと、生産量も増えてきていますので、

一定下落してきているということで、スギにお

きましては、前月期からしますと17％下落して
いるという状況でございますけれども、まだま

だ高い状況が続いているところです。

森林組合系統とか林業公社については、協定

販売ということで、協定価格を定めてやってい

ますけれども、それについても市場の価格が上

がっているということから、3割から6割程度上
昇しているという状況でございます。

供給量につきましてですけれども、令和7年
度の木材生産量を20万立方を目指して、今生産
をしています。令和2年度における木材の生産
量が、平成27年度と比較して143％、15万5,000
立方と伸びており、年度年度を見ますと右肩上

がりに上がっているという状況で、しっかりと

木材の生産に取り組んでいるところでございま

す。

また、令和3年度のウッドショックにより丸
太価格が上昇したことから、各林業事業体は、

事業計画に基づき、積極的な出材を行っている

ところであり、聞き取りで把握している限りで

は、例年以上に木材がしっかり出てきていると

いうことでございます。

あと、製材工場等につきましては、一時品不

足、原木が入ってこないということがございま

したけれども、9月に入って、原木の価格も高

い、そのかわり製材費も高いという状況で、品

薄感はなくなってきていると、一定安定してき

ているという状況だということを聞いておりま

す。

【西川委員】 ありがとうございました。

それでは、林業振興のため、また充実のため

にも、就業者、マンパワーの確保が大事ですが、

皆様からいただいております「長崎の林業」と

か新聞、テレビなどの情報でも、高校生、若者

対策、また、地域でいろんなフォーラムなどを

したりして、林業に親しむようなことを努力さ

れておるのは知っておりますが、就業者確保に

ついて、一番手っ取り早いというか、目先にあ

るのは、高校の林業的な科のあるところだと思

いますが、そのようなところに対しての働きか

け、また、Ｉターン、Ｕターンしている人たち

への就業の働きかけはどのようになされており

ますでしょうか、お尋ねします。

【永田林政課長】林業の就業者対策でございま

すけれども、まず、高校に対しましては、県立

諫早農業高校、県立の北松農業高校及び離島の

高校に対して、林業の仕事がどのようなもので

あるかということの理解を深めてもらうことで、

地元就業規模を拡大させるとともに、林業就業

者の若返りを図る目的で就業説明会を地元市町、

県農林部局、林業協会、あと、関係団体の協力

を得ながら、そういった説明会を行っていると

ころであります。

令和2年度におきましては、新上五島町の県
立上五島高校で9月に、参加者が102名でござい
ます。諫早農業高校につきましては10月、40名
が参加、県立北松農業高校については12月に20
名参加をいただき、説明会を行っているところ

でございます。

その説明会を行った後になりますけれども、
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諫早農業高校の林業コース40名に対しまして
は、高性能林業機械の操作の体験の実習を行い、

また、伊万里木材市場や中国木材市場の見学を

していただいて、県産材の流通状況を学習して

いただき、林業についての理解を深めてもらう

取組を行っております。

また、一般の方におきましては、県内の林業

事業体や林業労働力確保支援センター、県森林

組合連合会が主催します森の仕事ガイダンスに

おきまして、林業に関する情報、林業作業の内

容や就業までの流れについて説明、参加者から

の相談に応じております。

令和2年度の実績でございますが、佐世保と
諫早において、昨年9月にガイダンスを開催し、
46名の方が参加していただいております。東京、
福岡はウェブになりますけれども、これについ

ては、それぞれ4名の方が参加していただいて
いるという状況でございます。

森の仕事ガイダンスで森林・林業へ興味を持

っていただいた方を対象に、林産の現場で機械

化されている間伐作業の説明や作業体験の見学

なども行う「お試し林業体験」というものを行

っております。林業へ興味のある方へ職業とし

て林業の選択の機会を広げ、新たな林業就業者

を増やしてまいりたいと考えております。

お試し林業体験の令和2年度の実績でござい
ますけれども、見学会に2名が参加していただ
いております。お試し林業体験で、県央地区で

5名、県北地区で6名、計11名参加していただき、
そのうち実際に就業につながった方が3名とい
う実績でございます。

【西川委員】ありがとうございました。最近は、

ＮＨＫの朝ドラで、モネちゃんが森林組合に就

職したというようなことで、一躍林業について、

山についての理解や関心が上がったと思います。

そしてまた、テレビも最近、林業について、特

にＮＨＫなど特集するようになっておりました

し、林野庁の高性能林業機械という機械が、名

前を言えば、フェラーバンチャ、ハーベスタ、

プロセッサ、スキッダ、フォワーダ、タワーヤ

ーダ、スイングヤーダとか、面白そうな機械が

あって、今はもう体力じゃない、ちょっと言え

ばオペレータ―でいいんだ。そして、ある林業
関係の会社というか企業は、週3日制を目指し
ておるとか、そういうきつくない、汚れない、

そして楽しい、高収入という働く場所というこ

とで、だんだんと広まっているんじゃないかと

思いますが、この高性能機械の導入によって、

大分若者の関心が深まったり、また、若者じゃ

なくても高齢者なども楽になったりして、安

全・安心な仕事がされるんじゃないかと思いま

すが、高性能機械の導入については、農林部と

してはどのような考え方を持っておられますで

しょうか。

【髙橋森林整備室長】 県では、第3期ながさき
農林業・農山村活性化計画におきまして、先ほ

ど委員がおっしゃいました、生産性の向上、事

業量の拡大、それから就業者の確保ということ

で、令和12年度までに木材生産量26万立米、林
業専業作業員を420名、平均年収520万円確保を
目指しております。

そういった目標を達成するためには、作業道

などの路網整備や、高性能林業機械の導入を通

じて、生産性を上げてコストを削減すると、そ

ういったことが重要になってきますので、国の

補助事業、合板製材というＴＰＰ対策といった

事業がございます。それから、林業成長産業化

といった補助事業のメニューがございます。そ

れに加えまして、県の森林環境税を活用いたし

まして、機械が高額なものですから、リースと



令和３年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２９日）

- 103 -

いうことで高性能林業機械導入の支援をさせて

いただいているところでございます。

県といたしましては、林業機械を導入して生

産性の向上とコスト削減に取り組む林業事業体

が中心になってきますけれども、そういったと

ころを積極的に支援してまいりたいと考えてお

ります。

なお、現在103台の、先ほど委員がご紹介い
ただきました高性能林業機械が各事業体に導入

されている状況でございます。

【西川委員】そういう高性能機械の導入によっ

て、就業者が増えるということがありますし、

また、先ほど言いましたように、安心、そして

効率がいい作業につながるし、また、路網の整

備にもつながりますので、ぜひ進めていただき

たいと思います。

営農型太陽光発電について、県内の設置状況、

または申請が今出ているのか、そういう設置状

況と、それから、営農型でありますから、農産

物を生産しなければならないと思いますが、そ

の状況についてお尋ねいたします。

【村木農山村振興課長】営農型太陽光発電につ

きましてですが、営農型の太陽光発電について

は、農地に支柱を立てまして、上部空間に太陽

光パネルを設置しまして、そこで売電を行うと

いうことと、その下部では農業生産を行うとい

う形態のことでございます。

お尋ねの設置状況につきましては、本県にお

いては、平成28年度から始まっておりまして、
件数といたしましては、平成28年度が2件、平
成30年度が1件、令和2年度が3件と、現在のと
ころ合計6件となっております。
太陽光パネルの下部で営農する面積について

は、幅はございますが、約500平米から、多い
てころでは1万7,000平米となっておりますけ

れども、作物については、シキミ、ハラン、ブ

ルーベリー等が栽培されている状況でございま

す。

次に、生産高につきましては、先ほどの作物

については、例えばシキミであれば6～7年、ブ
ルーベリーであれば5年程度、収穫するまでに
期間を要するということで、現在のところ、ま

だほとんど収量がないという状況でございます。

しかしながら、例えばブルーベリーであれば、

10アール当たりの収量が357キロとなっており
ますので、その達成に向けて、市町の農業委員

会を通じて県の方から指導をしているところで

ございます。

【西川委員】 栽培の品種、種類によって、そう

いう5年から7年もかかるということですが、農
水省の指導とか、または営農型太陽光発電とい

う縛りの中で、そういう条件を満たしているの

だろうと思いますが、ぎりぎり満たしきれない

というような難しい状況の設置者のところとか

はないんですか。大丈夫ですか。

【村木農山村振興課長】営農の状況については、

毎年県の方に農業委員会を通じて報告をしてい

ただくようになっております。

現在のところ、例えば雲仙市の方でシキミを

栽培されておりますけれども、やはり遮光率も

ありますし、年数もたってないというところな

んですけれども、地域の平均収量が約1,000キロ
に対しまして、現在のところ、5年目で300キロ
程度ということで、まだ3割程度になっている
んですけれども、通常の営農で肥培管理等が適

切に行われているかというふうなところが大事

な視点になってきますので、収量確保というの

も大事なところなんですけれども、そういった

ところも含めて指導を行っているところでござ

います。
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【西川委員】最後にしますが、やはりパネルの

下での生産体制ですので、難しいところもあろ

うかと思いますので、農林部としましては、市

町の農林課とか農協とか農業団体などと連携を

取ってご指導のほど、よろしくお願いします。

終わります。

【久保田委員長】 ほかに、通告をされた方で、

ありませんか。

【堤委員】 3点通告をしていましたが、本県の
有機農業の現状と推進についてというのは、午

前中に川崎委員が聞かれて、大体のところはご

答弁いただいたと思っています。

今年、農水省が化学肥料や農薬を使わない有

機農業を、2050年までに国内の農地の25％、
100万ヘクタールまで増やすという「みどりの
食料システム戦略」を取りまとめたということ

なんですけれども、2050年というと、今から約
30年かけて取り組んでいくという目標になり
ます。

今、本当にＳＤＧsということが言われて、脱
炭素社会の実現とか環境に配慮した持続可能な

産業への移行というのが大きな動きになってい

ますが、この有機農業について、大体のところ

は分かったんですけれども、やはり温帯モンス

ーン気候で雑草や害虫も多い日本ではなかなか

難しいというご答弁でしたけれども、いろんな

資料などを見てみると、土づくり、身近にある

有機物をたくさん利用して、土壌の微生物を増

やしていくことによって健全な生育ができるよ

うな土ができて、そして病害虫も減るというよ

うなことを知りました。

そういう栽培技術というか、そういったとこ

ろを取り組む農家さんで共有して推進していく

ということは大事なことではないかなと思いま

すけれども、県内でそういった栽培技術の向上

とか情報交換をするような組織、団体というの

があるのかどうか、お尋ねします。

【清水農産園芸課長】本県におきましては、有

機農業に取り組まれる農家さんを集めてネット

ワーク化して、有機農業推進ネットワークとい

うものを組織化しております。

こういった農家グループの中でそういった情

報共有をしたり、あるいは一緒に販路拡大にも

取り組んだりというような活動がなされており

ます。

また、県といたしましても、有機農業の指導

員ということで育成を図っておりまして、その

地域の有機農業に取り組まれる農業者の方に技

術の情報提供等を行っているところでございま

す。

【堤委員】ネットワークがあるということです

が、大体そこに参加していらっしゃる数という

のはどのくらいかわかりますか。

【久保田委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 １時５２分 休憩 ―

― 午後 １時５２分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開します。

【堤委員】後で教えていただきたいと思います。

今、1次産業に従事する人たちがどんどん減
っていって、本当に後継者不足というようなこ

とも問題になっていますけれども、耕作放棄地

が増えていったりする中で有機農業をやってみ

よう、新規参入をしてみようというような、Ｕ

Ｉターンの人とか、そういった人も出てくるの

ではないかと思っています。そういうことを考

えますと、やはり情報を共有してスキルアップ

を目指していくというのは大変有効だと思いま

すし、この有機農業の推進には効果があると思

いますので、ぜひそういったところに支援をし
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ていただいて、そして、積極的に推進をしてい

ただきたいと思います。

次の質問に移ります。

「ながさき森林環境税」についての基本的な

考え（案）が出されました。6月定例会の時も
質問したんですけれども、里山林の整備などが

目標に達しなかったのは、不在地主がいたり、

共有名義が多くて、事業を進めるのがなかなか

困難だったというようなご答弁がありました。

所有規模が小さくて、あるいはたくさんの人が

所有しているようなとか、あるいは登記しない

でずうっと長く経って、どんなふうになってい

るかわからないとか、そういう困難はたくさん

あると思うんですが、今後の進め方の中で、高

性能機械を使って進めていくというようなこと

も書かれていますが、逆に私はそれとともに、

小規模な林業というのも進めてはどうかと思っ

ています。

他県において自伐型林業とか、あるいは副業

型の林業というか、そういう小規模の林業の振

興を図っている例があります。そういうものを

使って生かした、小規模の林業者向けの取組と

いうのも進めてみてはどうかと思っているんで

すが、いかがでしょうか。

【永田林政課長】自伐型林業、自伐林家を進め

てはどうかということのご質問でございます。

自伐型林業と一言でいいましても、ボランテ

ィア的なものから森林の管理や造成など専門的

な技術や知識が必要な、いわゆる専業、兼業的

なものまで幅広い取組を指して自伐型林業と言

っております。

自伐型林業につきましては、委員ご指摘のと

おり、一般的には、林業事業体に比べ、自家労

働が中心となることや、事業規模が小さいこと、

このことによって労災保険への加入、あと、社

会保険への加入ができないなどの問題がありま

す。

また、高性能林業機械の導入によるというの

は、生産性を高めるだけではなく、現場の労働

環境の安全性の確保ということからも必要とな

っていますが、規模が小さければ、高性能林業

機械を使うというのもなかなか難しい状況にあ

るということ。

あと、自家労働とはいえ、継続的な取組を行

うためには、経営や管理への従事者が収入が得

られる仕組みが必要となり、通常、収穫された

木材収入の一部を充てている、木材はあくまで

森林所有者のものですので、作業した人はその

一部をいただいているということでございます。

県といたしましては、対馬の方に自伐林家、

まさに自分の山を持って自分の山を経営されて

いる方がたくさんいらっしゃいましたけれども、

先ほど述べたような問題点を考えながら、認定

事業体という形に引き上げる。認定事業体にな

ると、高性能林業機械のリースもできますし、

社会保険への加入の補助とかもありますので、

自伐型林家というよりも認定事業体に引き上げ

て、小規模な部分もやっていただいていますけ

れども、そういった形で育成を図ってまいりた

いと考えております。

【堤委員】労災保険や社会保険の加入ができな

いというところ、どんなふうにクリアしたらい

いのかというのは、私も研究をしてまいりたい

と思いますけれども、林業とサラリーマンであ

ったり、そういうことを兼業で、週末だけの林

業に取り組んだりとか、あるいはほかの仕事と

半々で取り組んだりとか、単独でされる方もあ

ると思うんですが、いろんなところ、情報を集

めてみると、様々な取組が進められています。

それから、高性能機械を使うためには、やは
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り大がかりに作業道をつくらないといけないで

すが、小規模の林業で取り組むならば、作業道

も小さくてつくることができる、高性能機械を

入れなければですね。そういう林業であれば、

作業道なんかもそんなに大がかりにする必要が

ない。しかも、そういう自伐型林業の皆さんが

持っている技術で、災害などの時も、大雨で道

路が流出したりとか、そういうことがなくてし

っかり保たれているとか、そういうこともいろ

いろお聞きをしています。

また、戦後に植えた木がどんどん大きくなっ

て伐採の時期を迎えていると。それで、主伐・

再造林の必要がきているというお話も聞いてい

ますけれども、大きく育てる、間伐をしながら

もっと長い期間育てる栽培をする。そして、間

伐に少しずつ取り組んでいきながらということ

で、ちょっとずつ収入を得ながらというような

やり方もあるんだというような、そういうお話

も聞いたりしています。主伐でまた再造林とい

いますと、収益を上げるまでがものすごく長く

期間がかかって、その間に獣害に遭ったりとい

うこともあるかと思うんですが、そういった面

で検討をする余地があるのではないかと思いま

すが、改めてお聞きいたします。

【永田林政課長】主伐ではなく、間伐を繰り返

すことで木を大きくして育てていっては、そう

いう施業をしてはどうかというご質問だと思い

ますが、県が経営する県営林や林業公社につき

ましては、森林の育成について、契約期間、土

地所有者と契約を結んでおりますが、それを50
年から80年に延長し、長期にわたって間伐を繰
り返す長伐施業により、木を大きく育てるばか

りではなく、太陽光が地表に届き、次の世代と

なる多様な樹木等の育成を促すことで、森林の

公益的機能の持続的な発揮に努めているところ

でございます。

また、県全体の人工林においても、搬出間伐

を中心に森林の整備と木材の生産を併せた形で

行っており、その面積は、令和元年度でいきま

すと、搬出間伐が2,081ヘクタール、主伐面積が
59ヘクタールということで、30倍もの面積が、
主伐に比べると多いということで、毎年整備さ

れている状況であり、未整備森林の解消に向け

て、引き続き搬出間伐を繰り返して行うことで、

森林の公益的機能の発揮に努めてまいりたいと

考えております。

一方で、委員ご指摘のとおり、人工林の46年
生以上が7割を占めているということで、高齢
級化しています。もうかなり大きくなって成熟

しているということから、持続可能な森林経

営・管理を進めるためには、切って植えて育て

るといった森林資源の循環を図る必要もあり、

例えば主伐・再造林の適地において、計画的に

小面積伐採や植栽を行うなど、環境や防災に配

慮した主伐についても、一定程度取り組む必要

があるかと考えているところでございます。

【堤委員】搬出間伐の方にたくさん取り組んで

いらっしゃるということで、そして高齢級化し

た木についても、小面積の伐採を進めていらっ

しゃるということで、よく分かりました。

自伐型林業という小規模な林業を進めること

で、農山村地域への新たな移住者を招いたり、

あるいは林業に携わる人口を少し増やしたりと

か、様々な面があるかなと思っています。納得

のいくようなご答弁はあまりいただけなかった

んですが、また研究しながら質問させていただ

きたいと思います。

最後の質問です。コロナ後を見据えたグリー

ンツーリズムの推進ということで、本当に今、

コロナ禍で農家民泊とか修学旅行の教育の面も
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全く止まっていますし、県内各地にそういうツ

ーリズムの団体があって、体験的なものは進め

られていますけれども、だんだん縮小していっ

ているのではないかと思っています。

そういう中で、やはり引き受けて受入れると

ころがどんどん少なくなってきている、あるい

は高齢化してきている、そういう問題があるの

ではないかと思うんですが、コロナ後はまたさ

らに、そういった取組が活発になるのではない

かと思います。そういうに担い手の確保という

か、そういったところをどう進めていかれるの

か、ご質問します。

【村木農山村振興課長】まず、県内でグリーン

ツーリズムを実践されている農林漁業体験民宿

につきましては、令和3年4月1日現在で912件ご
ざいます。令和2年の4月1日に比べまして、約
10件減少はしております。
その実績につきましては、近年、修学旅行と

か一般客の宿泊体験などによりまして、年間10
万人を超える実績となっております。

しかしながら、委員からご指摘がございまし

たように、昨年度は新型コロナウイルス感染症

の影響を受けまして、受入側として受入れ中止

を判断せざるを得ないと。また、修学旅行の学

校側からもキャンセルや延期が発生したという

ことで、約3万人ということで大幅に減少した
ところでございます。

まずは、コロナ後を見据えて、一層の誘客拡

大を図る必要があるということで、農泊の魅力

を満載したパンフレットをつくりまして、今年

度は県内の小・中学校にも配布をいたしまして、

その結果、県内の学校から、例えば松浦の方に

体験をしに行っていただいたりとか、そういっ

た実績も上がっておりますし、今後は、体験プ

ログラムをさらに充実していくような支援とか、

あるいは、近年、外国人も増えてきておりまし

て、聞き取りによりますと、平成28年が1,600
人だったんですけれども、令和元年度について

は8,200人ということで、約5倍に増えておりま
す。このインバウンド需要をさらに取り込んで

いくということも必要になってきますので、そ

ういった受入側の体制整備の研修会なり、例え

ばパンフレットについても、中国とか韓国に配

布する時に、外国語に翻訳したパンフレットを

作成しまして、旅行会社等を通じて配布したり

というふうなこともやっております。

併せまして、人材育成という観点からは、新

規開業のセミナーあるいは手引を作成している

んですけれども、今、地域の中でも、うちも農

泊をやりたいというふうな声も上がってきてお

りますので、そういった現場の声をしっかりと

捉えながら、先ほど言いましたセミナーとか手

引をご紹介することで、市町あるいは関係団体

と一体となって、グリーンツーリズムをさらに

推進してまいりたいと考えております。

【堤委員】ありがとうございます。本当にコロ

ナがなければ、もっともっと拡大していけてい

たのではないかと思いますし、外国人がこんな

にたくさんインバウンド需要で増えてきている

というのは、私もびっくりしています。

日本人にとっても、外国人にとっても中山間

地域、あるいは長崎のしまであったりの魅力と

いうのは、私たちが感じるよりもものすごく皆

さん感じていて、そういうところに私たちがも

っと目を向けて、それを観光の資源として生か

していく必要があるんではないかなと思ってい

ますので、ぜひしっかり受入先の確保とか、そ

ういう声にも応えていただいて取り組んでいた

だきたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。



令和３年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２９日）

- 108 -

【清水農産園芸課長】先ほど有機農業の推進ネ

ットワークについてのお尋ねがございました。

長崎県有機農業推進ネットワーク、こちらは

個人で参加されている方と、あと、組織で参加

されている方がおられますが、構成員としては

個人、組織合わせて24が参加しております。
【堤委員】ありがとうございました。まだまだ

少ないですね。そういうネットワークをもっと

大きくというか、参入する人たちを受入れて有

機農業を進めていただきたいと思います。

以上で終わります。

【外間委員】県民所得向上対策の農業所得向上

対策について、お尋ねをいたします。

今回、農水経済委員会の所管である産業労働

部、水産部、そして農林部とそれぞれに、中村

知事が平成25年に力強い産業を育てるべく数
値を明確に目標化させて、それぞれの産業部門

で所得の向上に向けたそれぞれの生産性を高め

ることによって、県民の所得を向上させること、

それは肝いりでやられたということで、もうか

れこれ10年近くになるんですけれども、いまだ
そのチャレンジ2020、次のチャレンジ2025にも
それぞれの農水部門で目標を数値化して打ち出

して、そしてそれぞれの分野別に目標を立てて

達成に向けて努力をした積み上げの結果が、

様々な農産物の売上向上にもつながっておりま

す。

ただ、問題提起として、これから2040年問題、
もう目の前にきた、20年先のこういう時代に、
果たして農業分野だけで人を確保して、そして、

技術だけを高めていって、本当に所得向上が保

たれるのかどうか、本当にみんなで考えていか

ないと大変な問題になるということで、それに

向けてもそれぞれ全庁的にやっておられること

だと思いますので、どういう方法、もうかる農

業が必要なのか、担い手をどうやって守ってい

くのか、そういったところについて、後ほどお

聞かせいただきたいと思います。

平成25年に所得向上対策として、農業部門の
目標、そしてその達成率、そして2020における
農業部門の目標、達成率、増加目標でも結構で

ございますので、改めてこの10年間における目
標に対する達成、そういった数値をお示しいた

だきたいと思います。

【小畑農政課長】委員からご指摘がございまし

た、県民所得における農業所得の状況でござい

ますけれども、おっしゃったように、県の総合

計画におきましても、農業分野のＫＰＩといた

しまして、生産農業所得を増大させる目標を設

定しているところでございます。

今回の県の総合計画におきましては、平成30
年において570億円をベースに、令和7年に686
億円まで増やすというような目標を掲げており

まして、現状についての直近のデータで申し上

げますと、生産農業所得につきましては、令和

元年で593億円と、これは10年前と比較しまし
て62％の増と、とても大きな伸びを示している
ところでございます。

これらの伸びの要因といたしましては、ハウ

ス、畜舎、集出荷施設、基盤整備など、そうい

った生産基盤整備事業の実施ですとか、優良品

種の導入、肉用牛の導入事業、ブランド化、そ

ういった生産性向上の取組を進めたことにより

まして、規模拡大や多収化、高単価化、低コス

ト化が図れたからというふうに考えております。

総合計画の目標達成に向けて、引き続き取り

組んでまいりたいと考えております。

【外間委員】ありがとうございました。総合計

画は、まさに県民に対する農水部門のマニフェ

ストでありますから、約束した数値計画がどう
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行き渡っていったかということの結果が、ただ

いまの目標達成に対する農政課長の結果報告に

つながっていくものということで、ここ数年、

その伸び率は全国的にも3本指に入るぐらい、
農業の生産部門は伸びてきているというのは、

やはり県民に向けてどう目標を設定して、待っ

たなしでその事業に取り組んでいくかというこ

とが、まさに民間企業も同じように、経営利益

を、計画を立ててどうやって利益を上げるか、

売上よりもむしろ利益を上げて、その利益計画

を立てることが大切なことだと。売上は後から

ついてくるわけでありますから、やはり矛先も

考えて、そういう計画が実施できていっている

のではないかというふうに、農林部のそれぞれ

のセクションにおける生産の計画についての実

行度は非常に評価できるものだと私は思ってお

りますが、さて、問題提起の中で、どう担い手

を確保していくかということについて、農林部

門でその担い手確保についての目ざといお話等

お聞かせいただければと思います。

【小畑農政課長】先ほど、一定生産農業所得に

ついては伸びているというようなお話をさせて

いただきましたが、委員からも問題提起があり

ましたとおり、本県では、全国よりも早いスピ

ードで少子高齢化、人口減少が進むという中で、

農業従事者の減少というのは当然ございますの

で、今後、産地の縮小が懸念されます。

併せまして、近年頻発する自然災害や気候変

動への対応ですとか、新型コロナウイルス感染

症の影響というのがございますので、農林・農

山村地域における生産基盤の縮小ですとか、活

力低下などが危惧されているのが課題だという

ふうに捉えております。

これらの課題解決に向けて、先ほど委員がお

っしゃった後継者といいますか、新規就農者を

どうやって確保していくかということにもつな

がるんですが、農林部におきましては、第3期
ながさき農林業・農山村活性化計画を策定いた

しまして、スマート農林業の導入、生産基盤整

備の加速化等を通しまして、生産性の高い産地

の育成と所得の向上を図るということを産地ぐ

るみで行いまして、そういった効果を発現する

ことによって、若者をとどめる、もしくは呼び

込む、さらに呼び戻すといった流れを強化する

ことにより、今後、産地の維持拡大を図ってい

こうというふうに考えております。

具体的に取組を申し上げますと、農業所得の

向上ということでありますので、中山間地域や

離島の多い本県の地理的特性を踏まえまして、

農地の基盤整備をさらに進めまして、大型機械

の導入による省力化、効率化、規模拡大に取り

組んでいきます。そういったものですとか、露

地野菜などではＩＣＴやＡＩを使った生育予測

システムや無人トラクター、そういったスマー

ト農業の導入を促進いたしまして、省力化、高

品質化、規模拡大を進めるとともに、外国人材

などの労力確保を図っていこうというようなこ

とも考えております。

また、施設園芸におきましては、高規格のハ

ウスの整備ですとか、ハウス内の気温、湿度、

二酸化炭素濃度などの環境制御技術の導入によ

りまして、単位当たりの収穫量の向上、品質向

上を進めてまいりたいと考えております。

併せまして、肉用牛などではＩＣＴ技術を活

用しました分娩期間の短縮、放牧技術の普及、

さらにはヘルパー組織活用など、労力軽減を進

めることといたしております。

これらの取組を着実に展開していくことで、

本県の農業の生産性向上を図り、所得向上につ

なげていくと、その上で若者を呼び戻していく
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といった流れを今後つくっていこうというふう

に考えております。

【外間委員】農政課長、どうもありがとうござ

いました。幅広い分野においていろんな問題、

課題解決に向けた取組をお話しいただきました。

その言葉の中に、「若者をどうやって呼び戻す

か、とどめるか、呼び込むか」というこのフレ

ーズ、実にいいフレーズで大切だなというふう

に聞かせていただきましたけれども、この第3
期ながさき農林業・農山村活性化計画、スマー

ト農業等がどれだけ収益性を高める農業に展開

していくものか、大変楽しみでありますし、農

家に関わる以外のどういう若者を、外国人を、

移住政策を、いろんなものも含めて、他所管と

も連携を図りながら、農業に取り組む人、関係

者をしっかり魅力あるものに導いていくための

手助けをどうぞしっかりと行政でやっていただ

きたい。

そして、来るべき20年先の大変な問題に対し
て、長崎県がせっかく今までつくってきた様々

な魅力あるブランド製品を、いっぱい抱えてい

るものが、この人口減少によってなくなってし

まうということのないように、どうかこの問題

に向けても、計画は計画としてしっかりとやっ

ていただきながらも、大きな問題に向けての取

組というのも併せてご検討していただきたいと

いうことをお願いして、終わります。

【久保田委員長】ここで換気のため、しばらく

休憩します。

再開は、14時35分からです。

― 午後 ２時２０分 休憩 ―

― 午後 ２時３４分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質問はございませんか。

【山本(由)委員】 それでは、食育に関する農林
部の取組について、お伺いをします。

この件については、今議会の一般質問で山口

(経)副委員長が取り上げられていますので、重
複する部分が多いかと思います。また、全く同

じ質問を、昨日、水産部でしております。よろ

しくお願いいたします。

第3次長崎県食育推進計画の実績と第4次食
育推進計画の取組についてということで、本県

では、国の食育基本法の制定を受けて、平成18
年に長崎県食育推進計画を策定し、5年ごとに
更新という形で、令和2年度までが第3次、本年
度から第4次計画を策定しておられます。
その中で、関係者として農林漁業者、それか

ら農林漁業者等の役割としては、多様な体験の

機会を積極的に提供し、自然の恩恵と食に関わ

る人々の活動の重要性について、県民の理解を

深めるように努めると、それから、食育の推進

に関する活動を行うように努めるというふうに

なっておりまして、内容的には、第3次、第4次
同じかと思います。

農林部におかれましても、第3次、第4次計画、
さらっと見ましたけれども、4つ、5つ、複数の
課が関係課ということで関わっておられますの

で、これらの施策に関する第3次計画の実績と、
第4次計画の取組について、概略ご説明をいた
だければと思います。

【村木農山村振興課長】 第3次県食育推進計画
におきましては、農林業体験による生産者との

交流や食の情報提供、食への感謝の気持ちの醸

成、地産地消の推進、特色ある食文化の継承な

ど、農林業者や関係機関と一体となってこれら

の取組を進めてまいりました。

実績につきましては、農林部の目標としまし

て、子どものほか大人の方々も農林業や食の体
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験をすることで、農林業への理解促進とともに、

地元農産物への関心と消費拡大などにつながる

ものと考えまして、農産物直売所とグリーンツ

ーリズムの売上額としているところでございま

す。令和2年度の売上額につきましては、目標
の117億円に対しまして、実績は109億円となっ
ており、達成率は93％となっているところです。
未達成の要因につきましては、農産物直売所

については売上額の目標を達成しましたけれど

も、農泊につきましては、高齢化等によります

農林漁業体験民宿の件数の減少に加えまして、

昨年度は新型コロナウイルスの影響によりまし

て、受入側として、農泊はホテル等と異なって、

人と人との接触機会が多いということで慎重な

対応が必要であったこと、地元の方々の理解を

得るのが難しかったこと、加えて、修学旅行の

学校側からもキャンセルがあったことなどによ

りまして、令和2年度の売上額については、目
標を達成できておりません。

第4次の計画につきましては、昨年度からの
コロナの影響もあるんですけれども、コロナ後

を見据えて、先ほどの低下要因でございました

グリーンツーリズムの売上額もしっかりと回復

できるような取組も含めて、第3次計画と同様
の取組を継続してまいりたいと考えております。

【山本(由)委員】 ありがとうございます。今回
の4次計画の中では、全ての世代に県の取組を
分かりやすく伝えるという観点から、新たに乳

幼児から高齢期まで6つのライフステージに分
けて、それぞれ目標を掲げて、県民一人ひとり

が目標を意識して食育の関心を高めるというこ

とで、関係部局が連携して取り組んでいきます

よというふうな、少し新しい内容になっている

んですけれども、このライフステージごととい

うのは非常に重要なんだろうと。子どもさんで

あったり、小さな子どもさんのいる親御さんだ

けじゃなくて、少年期といいますか、それから

高齢期というところに対して、どういうふうに

食育という形で取り組んでいくのか、いわゆる

農水産物に対してですね。

その辺のところについて、ステージごとに具

体的に農林部としてどういうふうに取り組んで

いかれようとされているのかをご答弁お願いし

ます。

【村木農山村振興課長】 第4次食育推進計画に
おきましては、6つのステージにおいて設定さ
れておりますけれども、農林部としましては、

乳幼児期を除く全世代を通じまして、地産地消

や郷土料理、体験などを通じて、農林業に関わ

る人々への感謝の気持ちの醸成、あるいは食文

化の理解促進と継承など、それぞれのライフス

テージに応じて果たしていただきたい役割とい

うことを位置づけながら、この取組を進めてい

くこととしております。

具体的には、県では地域に密着した農林業体

験の充実、あるいは生産者と消費者をつなぐた

めに地域で開催されます「ながさき収穫感謝祭」

への支援、学校給食での地場産農畜産物の活用

促進、直売所における持続的な生産体制の整備、

あるいは、直売所がＳＮＳなどを活用した情報

発信といったところを、農林業者や関係機関一

体となって進めてまいりたいということで考え

ております。

【山本(由)委員】 ありがとうございます。それ
から、県の食育推進計画のベースといいますか、

国の食育推進計画も同じ時期に第3次、第4次と
いうふうな形になるわけでしょうけれども、そ

れで、国の食育推進計画もさらっと見たんです

けれども、基本的な考え方は同様としても、健

康とか食を取り巻く環境の変化とか、社会のデ
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ジタル化というふうな流れの中で、重点課題の

表現の方法であったり、それから基本目標とい

うのがかなり変わっているなというふうな印象

を持ちました。

例えば新たな目標として、栄養バランスに配

慮した食生活を実践する国民を増やすことであ

るとか、産地とか生産者を意識した農林水産物、

食品、それから環境に配慮した農林水産物、食

品を選ぶ国民を増やすというふうな目標が挙げ

られております。県の方も、当然それに沿って

動かれると思うんですけれども、食と環境の調

和とか、多様な主体とのつながりの深化である

とか、ＩＣＴなどのデジタル技術を有効活用し

た効果的な情報発信、今お話がありましたけれ

ども、そういったものの取組を進めていくとい

うふうな、ここに少し踏み込んでいる感じがす

るんですね。

ですから、こういう国の新しい目標であった

り、デジタル化に対する県の今後の取組につい

て、ちょっと総論的になるかと思いますので、

農林部長の見解をお願いします。

【綾香農林部長】私どもは、食は人が生きてい

く上で一番大切なものであるというふうに考え

ておりまして、そのため、農林部といたしまし

ても、食育を通じてしっかり各世代において食

の大切さや生産を行っていただいている農林業

そのもの、農業者の皆様の暮らし、そういうも

のまで含めて理解を深めていただきたいと考え

ております。そういうことを通じて、本県の農

林畜産物への関心と消費にもつなげていきたい

と考えております。

また、食育の取組、数ある取組の中でも、特

に農林業の実際の現場で学ぶ農林業体験が私は

一番大切だと思っておりまして、自ら農作物を

育て、そして収穫して、それを実際に料理をし

て食する、伝統料理とかも含めてですね、食し

ていくと。そういう喜びを通しまして食の大切

さ、農林業への感謝の気持ちを、「簡単には、

そう食べられんと」というのを分かってもらう

ということも含めて、しっかりと体験を通じて

しみ込ませていただければなというふうに考え

ております。

また、そういう体験の現場は、今までの慣行

農業の現場だけにとどまらず、先ほどから話題

となっておりました有機農産物でご苦労されて

いる現場であったりとか、あと、栄養バランス

にもしっかり気をつけてつくっておられる、機

能性とかも含めた農産物であったり、それを料

理されている婦人のグループだったり、そうい

うところのお力も借りながら、総合的に長崎で

ずっと育まれてきた農、食、食文化、そういう

ものを含めて、小さい頃から大人の世代まで、

しっかりと実際に体験して身につけて、そして、

長崎を離れても長崎の食が恋しいと思ってもら

えるような人が一人でも増えるように、しっか

りと頑張っていきたいと考えておりますので、

よろしくお願いいたします。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。食
育というのは非常に重要な内容ではあるんです

けれども、こういう食育基本法自体が平成17年
ということで、比較的新しいということもあり

ますし、何せ社会の変化でどんどん、これも食

育に関係ある、これも食育に関係あるというこ

とで、どこが最終的に、いわゆる役所とかで主

体になるのか、どういうふうに当事者意識を持

って連携していくのかというところが、まだ確

立してないのかなというふうな印象を持ってお

ります。

私も今回調べていて分かったんですけれども、

国の所管は農林水産省が食育をしていて、都道
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府県ベースで見た時に、例えば福岡県とか宮崎

県とか鹿児島県は農林水産部というか農政の方

がやっているし、長崎県みたいに環境とか生活

がやっているところもあれば、健康とか福祉と

か、そちらの方が所管しているというところが

あります。もちろん、そこだけがやるというこ

とではないんですけれども、ともすれば、今ま

での取組が結果的に食育につながっているとか

いうことにもなりかねませんので、今、部長の

お話を聞いたら、すごく主体的に考えておられ

るということが分かって安心したんですけれど

も、結果的になるということじゃなくて、それ

ぞれの事業が食育のためにというふうな視点を

これまで以上に持って取り組んでいただければ

と思いますので、よろしくお願いいたします。

次に、振興局の見直しの件なんですけれども、

今回の振興局の見直し実施計画案というのは、

ご承知のとおり、長崎、県央、島原の3つの振
興局を令和8年度ごろに諫早に設置されます県
南振興局に集約しようという計画案になります。

このうち島原振興局については、その中でも農

林部門については、原則として県南振興局に集

約をしますと。ただ、農業普及機能とか家畜保

健衛生所は島原地区で、現在と同様の体制を継

続、配置をし、また島原地区には新たに、農業

土木のうち現場で事業推進のための機能を行う、

島原農村整備推進室を配置するというふうにさ

れています、今回の計画案では。

当初の昨年までの案では、農業普及機能と家

畜保健衛生所以外は全て県南振興局に集約され

るという計画になっていましたので、その部分

について、農業土木関係が一部残るというふう

な形で、少し安心をしているところであります。

そこで、当初案、昨年までの案からこれまで

の経緯と、今回の計画案に対する農林部として

の見解をお聞かせください。

【小畑農政課長】振興局の再編に伴います農林

部門におけます島原農村整備推進室配置につき

ましてのご質問ですけれども、委員おっしゃっ

たとおり、当初につきましては、先ほどおっし

ゃった内容で再編を進めるということで進んで

おりましたけれども、その後のやり取りといい

ますか、当然、島原半島地域は、農業産出額が

県全体の4割を占めるという農業地帯でもあり
ますし、まさしく島原半島、3市を含めまして
地元の声といたしましては、農業土木部門の集

約による農業農村整備事業への影響といったも

のに対する懸念が多くご意見として出されてお

りました。

そういったご意見等も踏まえまして、今回、

今後の半島地域の農業農村整備事業の推進のた

めに、島原地区に、先ほど申し上げました島原

農村整備推進室を配置することとしております。

機能といたしましては、市町担当部局や施工地

区の農業者の皆様との総合調整ですとか、計画

策定に向けた新設される県南振興局本所と地元

をつなぐ役割と、そういったものを担う組織と

して新たに配置をするということで、今回、案

の中に出させていただいたという状況でござい

ます。

今後は、新しくできる室と集約された本所の

農業土木部門とが十分連携した上で、併せまし

て、島原地区に存置します農業普及部門と一体

となって、島原半島地域の農業振興にしっかり

と取り組んでいきたいということで進めること

を考えております。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。
次に、この県南振興局への集約の規模につい

てなんですけれども、今のところ、全体の規模

として、トータルで30人程度の減員というのが
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出されているぐらいで、細かいところというの

は、もちろん出ていないところなんですけれど

も、ざっと試算した時に、島原振興局について

は、明らかに集約をするというところと、残す

というところがある程度見えてきているんです

ね。そうなってくると、農林であったり、要は

農林部門と建設部門になるんですけれども、こ

こが、多分3分の1ぐらいになるだろうなという
ふうな感覚があるんですね。その中で、新たに

設置予定の農村整備推進室の、機能については、

今、農政課長がお話しされたんですけれども、

規模感というんですかね、そういったものが、

もしお考えがあれば、お示しいただきたい。

【小畑農政課長】新設する推進室の規模感でご

ざいますけれども、具体的な人数とか、どうい

った体制かというのは、まだ今後もいろいろ検

討が必要でございますので、今この時点で正式

なものは申し上げられませんけれども、先ほど

も申し上げたとおり、基本的には専門性を備え

た県南振興局の農林部門と連携を図るという中

で、この推進室が担う内容というものが、今後

の事業計画の申請ですとか、島原半島3市や地
元等との調整、そういった事業を主とします。

併せまして、団体や事業の指導監督といったも

のに特化してやるような形になりますので、規

模感からいきますと、当然、今の規模からかな

り縮小される形になろうかと思っております。

【山本(由)委員】 なかなか数字的なところは難
しいかなと思うんですけれども、最後に、もっ

と細かい話で恐縮なんですけれども、今回の案

の中で、「当分の間、島原農村整備推進室を配

置する」という書き方がしてあって、それが句

読点で挟まれて、わざわざ「当分の間」という

のがえらい強調されているような感じがしまし

て、それで、今お話があったとおり、県内随一

の農業地帯でありますし、今現在、多くの基盤

整備事業が実施され、あるいは計画をされて、

当然令和8年度頃の集約以降も、引き続き農地
の基盤整備というのを継続的に、強力に進めて

いく必要があるというふうに考えるんですけれ

ども、そこでわざわざ「当分の間」と入ったよ

うな気がして、ここが何か引っかかるところが

あるんですけれども、期間について何か意味が

あるのか、そういったところを最後にお聞きし

たいと思います。

【小畑農政課長】「当分の間」という文言につ

きましては、この実施案の中に農業普及機能、

家畜保健衛生機能については、引き続き継続し

て島原市に残すといったものが、まず一つあり

ます。

原則といたしましては、県央、県南振興局の

方に再編・統合するというのが大きな原則でご

ざいますけれども、先ほども申し上げたとおり、

新しく設置します整備推進室につきましては、

委員もおっしゃったとおり、今後も島原半島地

域においては、農業農村整備事業で既に計画さ

れている地区ですとか、推進組織が発足して、

計画が今後進んでいくものといったものもござ

いますので、それについては、当然、着実に推

進していく必要があるということで、期間を限

定するものではございませんけれども、今後の

事業箇所や進捗状況、将来的な事業量を見なが

ら検討していくという意味合いを含めて、「当

分の間」といった表現を使わせていただいてお

ります。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。

この件については、まだ流動的な部分といいま

すか、大まかな方向性はもう決まっているかと

思いますので、やっぱり地元の状況であったり、

いろんな意見をまた聞きながら要望していきた
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いと思いますので、よろしくお願いいたします。

【久保田委員長】 ほかにありませんか。

【吉村委員】毎回最後に質問になって、気が弱

いもんだから、なかなか手を挙げきらんで最後

になりますが、お疲れのところ、最後までお願

いします。

まず1点、和牛共進会の準備についてという
ことで、これは毎回質問があっているかと思う

んですが、いよいよ来年、鹿児島全共というこ

とを控えて、その進捗状況についてお伺いをし

たいところです。

【山形畜産課長】 和牛共進会については、5年
ごとに開催される和牛のオリンピックと称され

る、非常に注目度の高い大会でございます。こ

れが来年10月、鹿児島の方で開かれるというこ
とで、あと1年というところになっております。
現在、鹿児島大会に本県から、出品部門が1

区から8区までありまして、そこの20頭、それ
から、新たに創設されました農業高校・農業大

学校の部に1頭、合わせて21頭の出品を予定し
て、今、準備を進めております。

具体的には、肉質や肉量を競う肉牛の部とい

うのがありまして、ここについては、今年の4
月に、県内各地で育成された60頭を、優れた肥
育技術を持つ肥育農家15戸に引き渡しをして、
現在、順調に発育をしているところで、最終的

には、ここからさらに7頭に絞り込んで大会に
持っていくと。

それから、牛の外貌とか体形を競う種牛の部

というのがございますけれども、これについて

は、計画的な交配をしながら、昨年の10月以降、
子牛がずっと生まれてきておりまして、その生

まれた子牛の発育状況を確認しながら、地域へ

の保留促進というのに取り組んでおります。

今後、各地域での選考会を経て、来年の7月に

県の代表牛選考会というのを予定しております。

そこで、先ほど申しました肉牛の部と合わせて

20頭、それから農業高校・農業大学校の部の1
頭、合計21頭を選抜して、鹿児島県の方に持っ
ていって、第10回全共の時に、長崎であった時
に日本一をとりましたので、ぜひ鹿児島大会で

も日本一をとりたいというところで頑張ってま

いりたいと思っております。

【吉村委員】そういう一体の流れのことはわか

るんだけれども、ここにスケジュール表をもら

っとるんだけど、令和3年9月という段階で、第
1区が候補牛直接検定調査、それから3区が候補
牛のリストアップ、6区はもう8月で終わってい
るのかな。4区、5区もそこら辺がもう始まって
いくんだろうと思うけど、ここら辺のスケジュ

ール的には、進捗としては順調に進んでいると

いうことで判断していいのか、お尋ねをします。

【山形畜産課長】各区ごとに出品の月齢である

とかがずっと決まっておりますので、その基準

に合っている中から最高の牛が出せるようにと

いうことで、地域の方でも取組を進めていただ

いているところであります。

【吉村委員】大体順調に進んでいるということ

で、非常に期待をするところですが、この中で、

これまであまり聞いたことがない言葉があって、

ＳＣＤ遺伝子型検査、ゲノミック評価採材とい

うのがあるんだけど、ここら辺は新たに取り入

れられた技術かなと思うんですけど、そこら辺

の説明、これによってどういうところがよくな

るのかというところが分かれば、お知らせくだ

さい。

【山形畜産課長】この鹿児島全共から、肉の脂

肪の質というのが非常に重視されると。前回の

宮城大会の時、長崎県が「交雑脂肪の形状賞」

を獲得し、脂肪の質が非常に評価されました。
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前回は特別賞だったんですけれども、鹿児島大

会からはそれを区としてしっかり評価していこ

うという区ができます。要は、脂肪のおいしさ

であるオレイン酸とか、こういったものを評価

していこうというところで、先ほどその中で、

いかに精度の高い牛を選び出すかというところ

で、ＳＣＤ遺伝子というのは、オレイン酸等を

つくる能力があるかというのを血液検査をして、

その遺伝子を持っていれば、そういう能力があ

るということでありますし、ゲノミック評価に

ついても、さらに肉の質とか量とか、脂肪交雑、

さしの入り具合とか、そういったものを遺伝子

的に調べて比較対照することにより、遺伝的に

優れたものを選び出すことによって、精度をよ

り高くして、他県より一歩でも二歩でも上をい

けるようにということで取り組んでおります。

【吉村委員】今の答弁で大体わかったんだけれ

ども、遺伝子を調べるというのは何かなと思っ

て聞いたんだけど、というのは、この前から、

九州の枝肉共励会で、長崎の牛が肉質とか脂肪

交雑はいいんだけど、いわゆる取れ高というか、

骨が大きいとか、全体的に1頭当たりの肉の量
というのが少ないというので、少し評価が下が

った時があったやに聞いたもんだから、そこら

辺で、こういう遺伝子を検査して調べて掛け合

わせをやっていくということでレベルを上げて

いきよるのかなと思ったんだけど、今の説明は

大体そういうことと理解をして、期待をしたい

と思います。今後とも、事故がないように進め

ていただきたいと思います。

続いて、県内農産物の状況についてですが、

今まさに山本(由)委員から食育の質問で出てい
たのを聞いて、それと同じような感じです。学

校給食に、これはコロナ対策もあって、令和2
年度で長崎県産の牛肉等の学校給食活用促進事

業というのがあったと思うんだけど、これは令

和3年度についても同じような事業がされてい
るのかなと思うんですけど、いかがですか。

【長門農産加工流通課長】委員お話にありまし

た、令和2年度に実施いたしました「長崎和牛」
の学校給食への提供ですけれども、これにつき

ましては、令和2年度の緊急経済対策補正とい
うことで、国の経済対策を活用して実施した事

業でございます。

これにつきましては1年限りということで、
令和2年限りの事業になっておりまして、令和3
年度からは、新たに事業者が取り組む場合に、

そういう新たな販路として学校給食に供給でき

るということで国の事業が変わっておりまして、

実際、県でその事業には取り組んでいない状況

でございます。

【吉村委員】事業者直で国との間で同じような

ことが、県を通さないでやって、学校給食に令

和3年度も使われているという実態とかという
のは把握しておりますか。

【長門農産加工流通課長】 この令和3年度の事
業が開始されるに当たって、食肉の卸さんとか

に、こういった事業も始まりますよということ

のお話をさせていただいたところでございます。

その状況の中では、令和2年度の事業の効果と
いうのもあるのかと思いますけれども、一定枝

肉価格がコロナ前から回復してきているという

状況、それと、卸の在庫自体も、その時点は適

正な在庫量で推移していたということで、事業

者としては、今のところ取り組む予定はないと、

実際、事業はされてないというふうにお聞きし

ております。

【吉村委員】それは残念ねと思うけど、学校給

食に、こういう県産の牛肉等をどんどん使って

ほしいと思うたいね。だから、昨日も水産部で
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も聞いたんだけど、県内の水産物の学校給食へ

の利活用ということで、令和2年に103万食を目
標にやって、合計851校に対して129万食の実績
でしたと、こう言うわけです。

それなら、今度はここも、結局令和3年度は
事業主体が国から、漁連とかを通して直接納入

されるというような話で、23万人ぐらいかなと
かこういう話が出ていたんだけれど、それに何

食か出すと、またこうと、同じような事業があ

る程度続いていくと。だから、県としてもそこ

ら辺は把握しとってねということをお願いした

んだけど、農林部としても、去年が和牛と地鶏

が納入してあるみたいだけれども、基本的に予

算が3億5,000万円で、その半分ぐらいしか、9
月時点で消化してないと。そこは何の問題があ

るかと聞いているんだけれども、そこら辺で食

育とかいうことから考えて、やっぱり事業主体

とも話をしながら、そこら辺の商品についても

継続してやれるようなことを考えていただけた

らなと思うんだけど、いかがですか。

【長門農産加工流通課長】特に今回、学校給食

に関しましては、長崎和牛自体の在庫量が滞留

していたということで、令和2年度は緊急的に
やらせていただきました経緯もございます。

やはり学校給食の中では長崎和牛自体が単価

が高い、肉自体が単価が高いということと、や

っぱりカロリーが高いということでなかなか使

われてないと、量的にも使われてないという部

分があるかと思いますけれども、今回の事業の

中でも活用されるような事業者がいらっしゃれ

ば、そういった形で、こういう事業が活用でき

ますということを推進してまいりたいと思いま

す。

実際、令和3年度が、第3次募集までは終わっ
ているものですから、第4次以降、またそうい

う事業が出てくれば、事業者の方々にも、こう

いう事業も活用できますということをお話しし

てまいりたいと考えています。

【吉村委員】 さっき聞いていて、食育は、なる

ほどそういうもんだと、やっぱり県内でできた

農水産物を県内の子どもたちに給食として食べ

させて、自分たちの地元でこういうのができよ

るということを学んでもらうというか、親しん

でもらう。それが将来の食べ物の考え方にもず

っと残っていくということになるだろうと思う

ので、そこら辺は前向きに捉えて、水産物と同

じように考えてもらえればと思いますので、よ

ろしくお願いします。

それともう一つ、農産物の状況と書いている

んですけど、農産物に対する影響と考えて、鳥

獣被害が、令和2年の佐世保市の要望にも出て
いるし、その後、ちょっと忘れていたけれども、

この要望は、県の負担分を復活してくれという

要望なんだけど、これは国の特交がついて、特

交の分、市町の負担が減るのでこうこうという

ことで、いきなり県はゼロにしようとしたけど、

1頭当たり500円か残してくれた。非常にありが
たかったんだけれども、その事業が鳥獣被害防

止総合対策事業で、令和元年から3年まで、一
応期限を切って予算をつけてあるわけね。それ

で、今年3年度が終わるんだけれども、今後に
ついても、県単の補助事業というのは継続され

るべきと考えるけど、どのように考えておられ

るか、お尋ねしたいと思います。

【村木農山村振興課長】今、委員からご指摘ご

ざいましたように、この制度につきましては、

平成30年度をもって、市町の方には特別交付税、
特交措置を最大限生かしていただくということ

で、県と市町の役割分担の中で、今後進めてい

きましょうということで設けた制度なんですが、
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やはり報奨金を廃止することによって、市町の

真水負担が増えるということで、先ほど委員か

らご指摘ございました措置をしているところで

ございます。

今後の考え方につきましては、事業の期間上、

令和3年度というふうになっておりますけれど
も、市町あるいは猟友会、農林業者一体となっ

てイノシシ対策も含めて進めていく必要性があ

る事業でございますので、予算継続に向けて、

まずは予算要求をしてまいりたいということで

考えております。

【吉村委員】 これは、結局、市の支出が増える

ところ、市の支出も増えてないわけよね。だか

ら、復活してというよりも、私らとしては、そ

こに市の負担分が増えないように、この500円
というのを県が出してよとお願いしているとこ

ろだから、ありがたいという話にはなるんだけ

れど、まだまだ被害があって農家は困っている

ので、予算要求をしてまいりますじゃなくて、

予算を獲得しますと言ってほしいんだけど、い

かがですか、部長。

【綾香農林部長】 1頭当たり500円の市町負担
の軽減の部分については、しつかりと予算を獲

得して、県と市町が一体となって鳥獣被害対策

に打ち込めるようにしっかりと努力をしてまい

りたいと思います。

【吉村委員】ありがとうございます。そのよう

に言っていただかないとね、最後は、しっかり

と努力になったけど、獲得してくださいね。お

願いします。

もう一つ、鳥獣関係で、防護柵整備というの

があって、シカ、アライグマあたりの捕獲報奨

金も新設してくださいよと要望は出ているんだ

けれども、なかなかそれは難しいところもある。

それでも、県北の方もシカがどんどん増えてき

て、ワイヤーメッシュを張ってある、これの更

新時期もきているということもあるし、そのワ

イヤーメッシュの1メートルぐらいの高さは、
シカは簡単に飛び越えて田んぼの中に入るわけ

よ。だから、その上にもう一枚、ワイヤーメッ

シュを継ぎ足して張るということは、これは国

で認めてもらって、メニューに入れてもらって

できるようにはなっているんだけど、そのため

には、結構補強もせんといかんだろうし、この

前も鹿町で、農家の人たちが竹を切ってきて、

そしてひもを張って、ぴらぴら光るのを下げて、

これで効果があるんじゃなかろうかと、実証試

験みたいなもんでやろうよといって、県北の課

長も出てきて、一緒に手伝ってやりましたと自

慢しよったけど、後、終わってから一杯飲ませ

るぐらいの予算をつけんばとぞと言うたっちゃ

けど、農家の人はそうやって頑張っておられる

んですね。

だから、それを後押しをしてやらんと、生産

意欲が湧かなくなりよらすもんだから、それで、

防護柵の令和3年を見ると、当初割り当て率が
75％と、ちょっと少ないんだね。だから、これ
で取り残された部分がずうっと後押しになって、

上にもういっちょ足せるとですよと言っても、

回ってこないということもあったりするんで、

そこら辺は気がけて、地元とかそういう関係者

の話を聞いて対応していただきたいと思います

が、いかがですかね。（「時間がない」と呼ぶ

者あり）そうしたら、それはお願いします。

次、ＪＡ改革なんですけど、これは国がＪＡ

改革、自らの改革をやらないといかんと。それ

は誰のためですかと、農協のためでもあるし、

農業者のためでもあるし、地域のためでもある

といって進められよるんだけど、身近なところ

で、ＪＡながさき西海は、去年か一昨年か総代
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会があって、6票差で改革案が通ったんだけど、
私は反対の方に応援していたんだけど、それは

手数料を上げるとか言うからさ。ただ、農協の

経営も非常に厳しいというのはよくわかる。

そういう中で、ＪＡながさき西海はその後、

そこは通ったけど、今度の総代会で役員が全部

交代したんだよ。それで、組合長もみかん農家

の方がなられて、経営に長けておられるのかな

と思ったりするんだけれど、専務は商売をして

いる人で、そういうことでいいんだろうかと、

ちょっと考える部分があったものだから、この

ＪＡ改革ということが、県がどれぐらい関わっ

てできているのかなということを聞きたかった

んですが、いかがですか。

【村岡団体検査指導室長】農協改革に関するご

質問でございます。

ただいまご指摘がありました令和元年度のな

がさき西海農協の総代会、かなり紛糾したとい

うのは、私も承知しております。支店の統廃合

と手数料を上げるということで、かなりの反対

意見が出て、議論も長時間に及び、たしか6時
間ぐらいかかったと記憶しております。最後は、

投票の結果、多数決でかろうじて、僅差で、6
票差で、組合提案が承認されたということでご

ざいます。

もとより協同組合は、「一人は万人のために、

万人は一人のために」という相互扶助を基本理

念としております。このため、より多くの組合

員の方が相互に理解、納得した形で事業が進め

られることが本来のあり方ではなかろうかと思

っております。

そのため、県としては、反対意見を持つ組合

員の方にもしっかり理解してもらえるよう、総

代会終了後においても、引き続き丁寧な説明を

尽くしていただくよう、組合に働きかけてまい

りました。組合も、かなり紛糾したということ

は大変重く受け止めておりまして、その後組合

は地区に出向いていって、地域座談会というこ

とで、常勤役員、組合長をはじめ出向いていっ

て意見交換を重ねております。そういった理解

を得られる努力もしてきております。

県としましては、今後も、組合員との徹底し

た話し合いに基づいて組合運営が円滑に推進さ

れるよう、農協の自己改革も含めて、組合員と

徹底した話し合いをしていただきたいというこ

とで、しっかりと後押しをしていきたいと考え

ているところでございます。

【吉村委員】最後のお願いになりますけど、今

の答弁で大体、県もある程度そういう中に関わ

ってされているというのは分かりました。

今後とも、そういうことを傍観するんではな

くて、積極的に県も関わって、いわゆる農協が

よくなること、農家の所得向上にもつながって

いくわけですから、そういった意味で関わりを

ずっと続けていただくようにお願いをして、質

問を終わりたいと思います。以上です。

【久保田委員長】これで、事前通告をされた方、

全員終わりました。

ほかに質問がないようですので、農林部関係

の審査結果について整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時１７分 休憩 ―

― 午後 ３時１７分 再開 ―

【久保田委員長】これをもちまして、農林部関

係の審査を終了いたします。

引き続き、委員間討議を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時１８分 休憩 ―



令和３年９月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（９月２９日）

- 120 -

― 午後 ３時１９分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

これより、決算審査の日程について協議を行

います。

それでは、審査の方法について、お諮りいた

します。

協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うことといたしたいと存じますが、

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ご異議ないようですので、そ

のように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

― 午後 ３時２０分 休憩 ―

― 午後 ３時２０分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

予算決算委員会農水経済分科会の決算審査の

日程については、お手元に配付いたしておりま

す「審査日程案」のとおりでよろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】ご異議ないようですので、そ

のように決定させていただきます。

次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時２１分 休憩 ―

― 午後 ３時２１分 再開 ―

【久保田委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ございませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【久保田委員長】それでは、正副委員長にご一

任願いたいと存じます。

これをもちまして農水経済委員会及び予算決

算委員会農水経済分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ３時２２分 閉会 ―
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